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じ� に�は� め�

みなさまには、日頃より格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申しあげます。�

２００５年（平成１７年）４月１日、「明治安田損害保険株式会社」は、安田ライフ

損害保険株式会社と明治損害保険株式会社の合併により新たにスタートいたし

ました。�

旧両社はともに、１９９６年（平成８年）８月８日の創業以来、お客さまや社会から

信頼される企業であることを常に目指し、お客さまのニーズにきめ細かくお応え

できる商品やサービスの開発と提供に努めてまいりました。このたびの合併によ

り、これまで旧両社が培ってまいりましたノウハウを活かしつつ、親会社である

明治安田生命の生命保険事業とのシナジー効果を発揮して、主に企業・団体の

お客さまを中心に特色のある付加価値の高い保険サービスをご提供することで、

これまで以上にご期待にお応えしてまいりたいと存じます。�

また、行動規範の第一として「高い倫理観と協働の精神」を掲げ、法令等遵守（コ

ンプライアンス）の徹底を図り代理店とともに適正な事業活動を推進することで、�

「お客さま第一主義」を実践し、お客さまに真に信頼され選ばれる企業となること

を目指してまいります。�

その一環として、当社の事業活動についてみなさまにご理解をより深めていた

だくために、「明治安田損害保険の現状２００５」を作成いたしました。�

本誌が、みなさま方に当社をご理解いただくうえで、少しでもお役に立てば幸

いに存じます。�

今後ともなお一層のご支援とご愛顧を賜りますようお願い申しあげます。�

本誌は保険業法第１１１条に基づいて作成した資料です。�
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私たちは、お客さま第一主義を貫き、明治安田生命の生命保険事業とのシナジー効果を発揮して、特色

のある付加価値の高い保険サービスをご提供することにより、お客さまから信認される損害保険会社

を目指してまいります。�

◆　独自のソリューション提案によるお客さまの事業の安定と、先進の制度提案によるお客さまの�

　　団体福祉の充実に貢献する会社�

◆　新たな市場・価値を創造し、成長しつづける会社�

◆　働く者すべてが高度な専門性と豊かな業務知識を備え、個人の能力を最大限に発揮できる会社�

◆　高い倫理観と協働の精神　　　　◆　お客さまへの感謝と責任�

◆　社会への貢献　　　　　　　　　◆　自己の成長と発展�

当社は、明治安田生命グループの損害保険会社として企業・団体のお客さま向けに、クオリティの

高い総合保障サービスをご提供し、確かな安心と豊かさをお届けしてまいります。これまで、企業・

団体のお客さまの補償ニーズに幅広くお応えしてまいりました傷害保険分野での商品・サービスを

いっそう充実させるとともに、新種保険分野においても、今後、一段と多様化する企業・団体のお客

さまの潜在的補償ニーズに的確にお応えできる「リスクソリューション®」※商品等をご提供すること

などにより、企業・団体のお客さまのご発展に貢献してまいります。�

※明治安田損害保険では、「リスクソリューション®」の商標登録（商標番号：４６２９６３３号）を行なっております。�

◆　名称（商号）：明治安田損害保険株式会社�

�

◆　設立：平成８年８月８日（合併期日　平成１７年４月１日）�

◆　資本金：５２０億円�

◆　総資産：９７７億円※�

◆　正味収入保険料：１６７億円※�

◆　本社所在地：東京都千代田区神田司町二丁目１１番地１�

◆　従業員数：１３９名（従業員には、嘱託、出向受入者を含み、使用人兼務役員、執行役員、休職者、派遣職員等は含んでおりません）�

◆　代理店数：８５１店�

◆　出資比率：明治安田生命保険相互会社　１００％�

※の数値は旧安田ライフ損保、旧明治損保の平成１７年３月期の単純合算数値となっております。�
（その他の数値は平成１７年４月１日現在）�

〔 経営方針・企業ビジョン・ 行動規範 〕�

経営方針�

行動規範�

企業ビジョン�

〔 会社の特色 〕�

〔 会社概要 〕�

新�会�社�プ�ロ�フ�ィ�ー�ル�

Meiji Yasuda  General  Insurance  Co., Ltd.
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＜正味収入保険料＞
正味収入保険料は、ご契約者のみなさまからお引き受けした保険料から、諸返戻金を控除し、さらに再保険取引に係る保

険料を加減、積立保険料を控除した保険料です。

＜正味損害率＞
正味損害率は、正味収入保険料に対する「正味支払保険金＋損害調査費」（お支払いした保険金と損害調査に要した費用）

の割合です。

＜正味事業費率＞
正味事業費率は、正味収入保険料に対する「保険引受に係る営業費及び一般管理費＋諸手数料及び集金費」（保険の募集や

保険契約の維持管理のために使用した費用）の割合です。

＜保険引受利益＞
保険引受利益は、保険引受収益（正味収入保険料等の合計）から、保険引受費用（正味支払保険金、諸手数料及び集金費

等の合計）、保険引受に係る営業費及び一般管理費を控除し、さらにその他収支を加減したもので、保険の引受に係る利益と

なります。

＜経常利益＞
経常利益は、保険引受収益・費用、資産運用収益・費用を加減し、さらに営業費及び一般管理費、その他経常損益を加減

したものです。

＜当期純利益＞
当期純利益は、経常利益に、不動産動産処分損益等の特別損益、法人税及び住民税と法人税等調整額を加減したもので、

損害保険会社の最終的な利益となります。

Ⅰ
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Ⅰ 会 社 の 概 況 及 び 組 織

1 代表的な経営指標1

正 味 収 入 保 険 料

正 味 損 害 率

正 味 事 業 費 率

保 険 引 受 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

ソルベンシー・マージン比率

総 資 産 額

純 資 産 額

その他有価証券評価差額

平成１５年度 平成１６年度

14,637

47.3

42.7

2,192

1,758

1,734

3,651.5

43,833

29,733

785

19,144

62.6

32.0

1,765

5,574

5,535

2,990.4

60,451

36,065

611

33,782

56.0

36.6

3,957

7,333

7,270

－

104,284

65,798

1,397

10,965

44.2

47.5

2,265

2,470

1,355

3,891.6

44,601

31,179

928

5,752

154.6

54.9

980

1,415

795

3,317.4

53,172

37,089

969

16,717

82.2

50.0

3,245

3,886

2,151

－

97,773

68,269

1,898

（単位：百万円、％）

年　度
項　目 旧安田ライフ損保 旧明治損保 ２社合計 旧安田ライフ損保 旧明治損保 ２社合計

※「２社合計」は旧両社の単純合算数値を掲載しております。
※合併に先立ち、平成１５年度から事業の再構築を進めてまいりました。このため、平成１６年度につきましては、事業内容が大きく変更
しておりますので、数値の比較にあたってご留意いただきますようお願い申しあげます。

（単位：百万円、％）



＜ソルベンシー・マージン比率＞
ソルベンシー・マージン比率は、通常の予測を超える危険（巨大災害、損害保険会社が有する資産の大幅な価格下落等）

が発生した場合も、保険金等について十分な支払余力を保持しているかどうかを示す行政監督上の客観的な判断指標のひと

つです。２００％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

＜総資産額＞
貸借対照表上の「資産の部合計」の金額です。

＜純資産額＞
貸借対照表上の「資本の部合計」の金額です。

＜その他有価証券評価差額＞
「金融商品に係る会計基準」により、保有有価証券等については、売買目的、満期保有目的等の保有目的で区分し、時価評

価等を行なっています。その他有価証券は、売買目的、満期保有目的等に該当しないものであり、その他有価証券の時価評

価後の金額と時価評価前の金額との差額（評価損益）が、その他有価証券評価差額です。

＜不良債権の状況＞
不良債権には、「リスク管理債権」と「債務者区分による債権」の２つの基準があり、保険業法施行規則により開示が義務

付けられています。

当社では、詳細な自己査定基準を策定のうえ、これにもとづき、厳格な資産の自己査定を実施しております。なお、自己

査定基準及び査定結果については、自己査定実施部署から独立した検査部門が内部監査を実施し、その後監査法人による外

部監査を受けており、信頼性の確保に万全を期しております。

また、自己査定の結果、価値の毀損の危険性が高いと判断された資産については、償却・引当基準に則り適正な償却・引

当を行なうこととしており、資産の健全性確保に努めております。

◇リスク管理債権の状況

「リスク管理債権」とは、貸付金のうち返済状況が正常でない債権をいい、「破綻先債権」、「延滞債権」、「３ヶ月以上延

滞債権」、「貸付条件緩和債権」の４区分からなります。

平成１６年度末現在、これらに該当する債権はありません。

◇債務者区分による債権の状況

「債務者区分にもとづいて区分された債権」は、平成１１年度より保険業法施行規則の改正によって、預金等受入機関と

同様に、損害保険会社にも開示が義務付けられたもので、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理

債権」、「正常債権」の４区分からなります。

平成１６年度末現在、債権は、いずれも「正常債権」（債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないとされるもの）

に区分されております。

会
社
の
概
況及

び
組
織

Ⅰ

6



Ⅰ
会
社
の
概
況及

び
組
織

7

1 会社の沿革2

平成０８年０８月

１０月

平成０９年０１月

０２月
０３月
０４月
０５月
１０月
１１月
１２月

平成１０年０４月

０８月

１０月

１１月

１２月
平成１１年０４月

０５月
０６月
０７月

１０月

平成１２年０３月

０４月

０５月
０６月
０７月
０８月

０９月

旧安田ライフ損害保険株式会社 旧明治損害保険株式会社

安田生命保険相互会社（現　明治安田生命保険
相互会社）の１００％出資子会社として設立（資
本金２２０億円）
損害保険業免許取得
営業開始
労働災害総合保険を発売
傷害保険、団体長期障害所得補償保険を発売
安田生命との生損セット商品『フルタイム』を
発売

海外旅行傷害保険を発売
自動車損害賠償責任保険を発売
懸賞付自動車保険『ワン太フル』を発売
「交通事故入院お見舞いサービス」を開始
債務返済支援保険を発売
「ＪＡＦロードサービス」の提供開始

家財専用火災保険『家財記念日』を発売
安田生命との生損セット商品『ダブルカバー』
を発売
懸賞付自動車保険『NEWワン太フル』を発売

｢指定修理工場制度（愛称：あんしん工場）」を
開始
総合賠償責任保険『店下泰平』を発売
「カーアシスタンスサービス」の提供開始

新型自動車保険『NEWワン太フル カスタマー
ズベスト』を発売
安田生命との生損セット商品『グローイングプ
ラス』を発売
安田生命との生損セット商品『ファーストステ
ージActivity』を発売

総合賠償責任保険『New店下泰平』を発売
家財専用火災保険『New家財記念日』を発売

人身傷害補償付総合自動車保険『大きなQお世
話』（YAP）を発売
安田生命との生損セット商品『健康物語Activity』
を発売

明治生命保険相互会社（現　明治安田生命保険
相互会社）の１００％出資子会社として設立（資
本金３００億円）
損害保険業免許取得
営業開始
会社役員賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）を発売

傷害保険を発売
海外旅行傷害保険、国内旅行傷害保険を発売

自動車損害賠償責任保険を発売
懸賞付自動車保険を発売
インターネット・ホームページの開設
長期所得補償保険を発売
団体長期障害所得補償保険、債務返済支援保険
を発売

｢指定修理工場制度（愛称：ほほえみ工場サー
ビス）」を開始
「ＪＲＳロードサービス」の提供開始

自動車保険に新割引制度導入
ほほえみ工場プラスワンを開始

明治生命グループと日新火災海上保険株式会社
間で業務提携に関し基本合意
カートラブル時のロードサービスの無料化をス
タート（一部のケースを除き、無料化）
オーストラリアの大手損害保険グループＱＢＥ
社と日本国内における取引信用保険の販売に関
する業務協力協定を締結

取引信用保険を発売

年月
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平成１２年１０月

平成１３年０４月

０５月
０７月

平成１４年０１月

０２月

１１月

平成１６年０２月
１１月
１２月

旧安田ライフ損害保険株式会社 旧明治損害保険株式会社

安田生命との生損セット商品『健康物語Activity

第二章』を発売
安田生命への募集代理を開始

安田生命とのセット商品として団体向け第三分
野商品『新・総合医療サポート』を発売

安田生命との生損セット商品『健康物語フルケ
アActivity』を発売

平成１７年０４月 安田ライフ損害保険株式会社と明治損害保険株式会社が合併し、明治安田損害保険株式会社 誕生

明治損害保険と「合併覚書」に調印
明治損害保険と「合併契約書」に調印
臨時株主総会で合併契約書を承認

安田ライフ損害保険と「合併覚書」に調印
安田ライフ損害保険と「合併契約書」に調印
臨時株主総会で合併契約書を承認

自動車保険センターを開設
総合自動車保険『MAM（MEIJI AUTO
MASTER）』を発売

明治生命への募集代理を開始

総合自動車保険『MAM（MEIJI AUTO
MASTER）』を改定・発売

年月

明治安田損害保険株式会社年月
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1 経営の組織3

保

険

計

理

人

�

監 
 

査 
 

役�

監 

査 

役 

会�
経 

営 

会 

議�

営 業 部 �

お 客 さ ま 相 談 室 �

市 場 開 発 部 �

商 品 業 務 部 �

リスクソリューション室�

損 害 サ ー ビ ス 部 �

収 益 管 理 部 �

企 画 部 �

リスク管理コンプライアンス室�

検 査 室 �

株 

主 

総 

会�

社

　

　

長

�

業

務

担

当

役

員

�
取 

締 

役 
会�

（1）組織図（平成１７年６月２９日現在）

（2）本社所在地
〒１０１－００４８ 東京都千代田区神田司町２－１１－１ 明治安田損害保険ビル

電話番号　０３－３２５７－３１１１（代表）

０３－３２５７－３１２０（お客さま相談室）

※当社は支店等を有しておりません。
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1 株主・株式の状況4
当社の発行する株式はすべて普通株式であり、平成１７年６月２９日現在、授権株式数は１６０万株、発行

済株式総数は４０万株、資本金は５２０億円です。なお、当社の株式は上場されておりません。

1. 基本事項

ａ．定時株主総会開催時期 毎年４月１日から４ヵ月以内に開催します。

ｂ．決算期日 ３月３１日

ｃ．基準日 定時総会において権利を行使すべき株主は、毎年３月３１日現在の株主名簿

記載の株主とします。

ｄ．公告掲載新聞 東京都において発行する日本経済新聞

2. 株主総会議案等

第９回定時株主総会が平成１７年６月２９日（水）に開催されました。

報告事項および決議事項は以下のとおりです。

報告事項 第９期（平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）営業報告書、貸借対照表および損

益計算書報告の件

本件は、上記計算書類の内容を報告いたしました。

決議事項 第１号議案 第９期利益処分案承認の件

本件は、原案どおり承認可決されました。
以上

3. 株式分布状況及び大株主

当社の株主は、明治安田生命保険相互会社の1社のみです。

株主名称

明治安田生命保険相互会社 千代田区丸の内二丁目1番1号 400千株 100％

住　　所 所有株式数 発行済株式総数に対する
所 有 株 式 数 の 割 合

4. 資本金の推移

（１）旧安田ライフ損害保険株式会社

平成８年８月８日に資本金２２０億円で設立され平成１７年３月３１日までの間、資本金の変動はありません。
（注）明治損害保険株式会社との合併により資本金が３００億円増加し、平成１７年４月１日現在の資本金は５２０億円となっています。

（２）旧明治損害保険株式会社

平成８年８月８日に資本金３００億円で設立され平成１７年３月３１日までの間、資本金の変動はありません。

5. 最近の新株及び社債の発行

当社は平成８年８月８日に設立後、新株及び社債を発行しておりません。
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1 役員等の状況5
（平成１７年６月２９日現在）

役　名

代表取締役
社 長

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

氏名（生年月日）

西 　 清 二
（昭和２２年１月４日）

篠 原 新 衛
（昭和２６年２月８日）

長 谷 哲 夫
（昭和２１年７月２３日）

小 島 好 孝
（昭和２７年９月１１日）

長 田 守 正
（昭和２５年２月２４日）

略　　　　　歴 担　当

昭和44年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
総合システム計画部長、博多支社長、

営業人材育成・契約管理各部長、取締
役契約管理部長、常務取締役顧客サー
ビス局長、常務取締役、常務取締役ア
ンダーライティング部門長 兼 お客さ
まサービス部門長を経て

平成16年 明治安田生命保険相互会社常務取締役
平成17年 明治安田損害保険株式会社代表取締役

社長　現在に至る

昭和49年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
滋賀支社長を経て

平成11年 （現）明治安田損害保険株式会社総務部
長 兼 弘報部長

平成12年 同社企画開発部長
平成13年 同社取締役企画開発部長
平成14年 同社取締役企画部長
平成16年 同社常務取締役企画部長
平成17年 明治安田損害保険株式会社常務取締役

現在に至る

昭和45年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
中国法人営業・第二公務各部長を

経て
平成16年 （現）明治安田損害保険株式会社取締役

営業本部副本部長
平成17年 明治安田損害保険株式会社常務取締役

現在に至る

昭和50年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
平成 8年 （現）明治安田損害保険株式会社営業企

画部法人営業企画課長
平成12年 同社企画部長 兼 新規事業準備室長
平成13年 同社企画総務部長
平成16年 同社取締役企画総務部長
平成17年 明治安田損害保険株式会社取締役商品

業務部長　現在に至る

昭和47年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
平成 8年 （現）明治安田損害保険株式会社経理部

数理グループリーダー
平成12年 同社経理部財務・経理グループマネ

ジャー 兼 保険計理人
平成13年 同社経理部長 兼 保険計理人
平成14年 同社収益管理部長 兼 保険計理人
平成15年 同社取締役収益管理部長 兼 保険計理

人
平成17年 明治安田損害保険株式会社取締役収益

管理部長 兼 保険計理人　現在に至る

市場開発部
損害サービス部
収益管理部
企画部（リスク管理
コンプライアンス室
事項）
検査室

商品業務部
リスクソリューション室
企画部

営業部
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役　名

常任監査役

監 査 役

監 査 役

執 行 役 員

執 行 役 員

相 談 役

氏名（生年月日）

松 浦 史 郎
（昭和２２年１月１８日）

佐 藤 正 俊
（昭和２１年９月２２日）

安 田 　 融
（昭和２５年６月１６日）

重 松 敏 夫
（昭和２９年１月２８日）

岡 本 　 武
（昭和２４年８月１日）

衣 川 元 知
（昭和１７年８月１６日）

略　　　　　歴 担　当

昭和45年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
販売情報・販売技能開発・ファイナ

ンシャル・サービス各部長、顧客サー
ビスセンターお客さまサービス業務推
進役を経て

平成16年 明治安田生命保険相互会社お客さま
サービス室審議役を経て
（現）明治安田損害保険株式会社常任監
査役

平成17年 明治安田損害保険株式会社常任監査役
現在に至る

昭和44年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
主計・企画各部長、取締役企画部長、

取締役経営管理部長、取締役運用管理
部長、常務取締役保険計理人、常勤監
査役を経て

平成16年 明治安田生命保険相互会社常任監査役
現在に至る

平成17年 明治安田損害保険株式会社監査役
現在に至る

昭和49年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
湘南・新潟各支社長、検査部次長を

経て
平成16年 明治安田生命保険相互会社検査部長

現在に至る
（現）明治安田損害保険株式会社監査役

平成17年 明治安田損害保険株式会社監査役
現在に至る

昭和52年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
平成 8年 （現）明治安田損害保険株式会社業務企

画部企画グループリーダー
平成11年 同社商品業務部長
平成15年 同社取締役商品業務部長
平成17年 明治安田損害保険株式会社執行役員企

画部長　現在に至る

昭和47年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
第一総合法人部長を経て

平成14年 （現）明治安田損害保険株式会社法人営
業部長

平成15年 同社取締役法人営業部長
平成17年 明治安田損害保険株式会社執行役員営

業部長　現在に至る

昭和42年 （現）明治安田生命保険相互会社入社
銀座支社長、法人職域・企画各部

長、取締役企画部長、常務取締役東京
本部長 兼 東京業務推進部長、常務取
締役東京本部長、常務取締役法人営業
部門長、専務取締役法人営業部門長を
経て

平成16年 （現）明治安田損害保険株式会社常勤顧
問を経て
同社代表取締役社長

平成17年 明治安田損害保険株式会社取締役相談役
当社相談役　現在に至る

（注）合併前の明治生命保険相互会社と安田生命保険相互会社は、（現）明治安田生命保険相互会社と表記しております。（平成１６年１月合併）
合併前の安田ライフ損害保険株式会社と明治損害保険株式会社は、（現）明治安田損害保険株式会社と表記しております。（平成１７年４月合併）
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1 従業員の状況6

従業員数

139名 42.6歳 5.4年 －

平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額

1 その他7

当社では、インターネット・ホームページを開設し、会社概要、取扱商品、サービス、決算情報の紹介な

どの情報提供活動に努めております。

1. 情報提供活動

インターネット・ホームページ ： http://www.meijiyasuda-sonpo.co.jp/

従業員の能力向上、スキルアップを図るため、損害サービス部門を中心に社内研修を行なっており、また、

（財）損害保険事業総合研究所主催の損害保険講座等への積極的な参加も勧奨しております。

2. 研修制度

当社は、保険業法第９８条の規定に基づき、明治安田生命保険相互会社へ損害保険業に係る業務の代理・

事務代行を委託しております。また、日新火災海上保険株式会社へ損害保険業に係る事務の代行を委託して

おります。

＜業務の代理・事務の代行に関する主なもの＞

○業務の代理
・保険契約の締結の代理（媒介を含む）

○事務の代行
・保険の引受その他の業務に係る書類等の作成及び授受等

・保険料の収納事務及び保険金等の支払事務

・保険事故その他の保険契約に係る事項の調査

・保険募集を行なう者の教育及び管理

2. 業務の代理・事務の代行

（注）１．従業員には、嘱託、出向受入者を含み、使用人兼務役員、執行役員、休職者、派遣職員等は含んでおりません。
２．平均年齢及び平均勤続年数は、小数点第２位以下を切り捨てて小数点第１位まで表示しています。
３．平成１７年３月の平均給与月額（時間外手当て等を含む）は、旧安田ライフ損保６６４千円、旧明治損保５３５千円です。

（平成１７年４月１日現在）

1. 従業員の状況及び平均給与
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明治安田損害保険株式会社では、旧安田ライフ損害保険株式会社および旧明治損害保険株式会社にご加入い

ただいておりましたご契約に関しまして、満期を迎えるまで責任をもってお引き受けいたします。また、事故

に遭われたお客さまへの損害サービスに関しましては、完了まで、当社にて万全な対応を行ないます。

3. 旧会社におけるご契約について

該当する子会社および関連法人等はありません。

4. 子会社の状況
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Ⅱ 主 要 な 業 務 の 内 容

取扱商品

○リスクソリューション商品

●取引信用保険

企業間の継続的な取引に基づく売掛債権を対象として、取引先の倒産などによって生じる貸倒れ損失について

保険金をお支払いします。包括的に全ての取引先を付保することも、特定事業部の取引先のみを付保すること

も可能です。

●会社役員賠償責任保険（D＆O保険）

会社役員が、その業務遂行のために行なった行為に起因して、保険期間中に株主代表訴訟や第三者訴訟など損

害賠償請求された場合に、「法律上の損害賠償金」および「争訟費用」の損害について保険金をお支払いします。

○福利厚生制度関連商品

●労働災害総合保険

従業員・所属員の「業務上の災害」を補償する保険です。大きく分けて二つの補償があります。

◇法定外補償保険

業務上災害によって従業員・所属員が死亡した場合や後遺障害を被った場合、あるいは休業した場合に、

政府労災保険の上乗せ補償として事業主が支払う補償金について保険金をお支払いします。なお、特約を

セットすることにより通勤中の災害についても対象にできます。

◇使用者賠償責任保険

業務上災害によって従業員・所属員が死亡した場合や後遺障害を被った場合、あるいは休業した場合に、

政府労災保険や災害補償規程等からの給付を超えて事業主が使用者として負担する損害賠償金等について

保険金をお支払いします。

●団体傷害保険

◇全員加入型団体傷害保険

企業・団体が契約者として保険料を負担し、偶然な事故により役員や従業員・所属員がケガをした際に、

死亡保険金、後遺障害保険金、入院保険金、通院保険金などをお支払いする団体保険です。従業員・所属

員の福利厚生の充実を図るため、保険金受取人を企業・団体とし、災害補償規程に基づいた災害死亡補償

金、災害入院見舞金などの財源にご利用いただくほか、遺族や本人に直接保険金をお支払いすることもで

きます。

◇任意加入型団体傷害保険

企業・団体の従業員・所属員とそのご家族が偶然な事故によりケガをした際の補償を準備する自助努力制

度運営のための団体保険です。加入者が保険料を負担する制度のため、企業・団体にとっては経費をかけ

ずに福利厚生制度を充実でき、また、加入者にとっても職場などで手軽に加入できるほか、団体割引制度

適用により割安な保険料で加入できるメリットがあります（加入者数２０名以上の場合）。

11

販売商品の一覧

明治安田損害保険では、企業・団体のお客さま向けに独自のソリューション提案による事業の安定と、

先進の制度提案による団体福祉の充実に貢献するため、以下の商品をご提供しております。
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●団体長期障害所得補償保険

◇全員加入型団体長期障害所得補償保険

企業・団体が契約者として保険料を負担し、従業員や所属員が病気やケガにより就業できなくなったとき、

有給制度や健康保険だけでは補えない所得の喪失を長期間にわたり補償する団体保険です。就業できない

状態が続く限り最長６０歳までの補償が可能であり、福利厚生制度をより充実できます。

◇任意加入型団体長期障害所得補償保険

企業・団体の従業員・所属員が病気やケガにより就業できなくなった際の長期にわたる所得喪失に対する

補償準備の自助努力制度運営のためにご利用いただく団体保険です。補償対象を特定疾病にかかった場合

や入院による就業障害時のみに限定し保険料を安くすることもできます。企業・団体にとっては経費をか

けずに福利厚生制度を充実でき、また、加入者にとっても職場などで手軽に加入できるほか、団体割引制

度適用により割安な保険料で加入できるメリットがあります（加入者数２０名以上の場合）。

●団体医療保険（任意加入型）

企業・団体の従業員・所属員とそのご家族が病気やケガにより入院や手術をした際に、入院保険金や手術保険

金などをお支払いする団体保険です。加入者が保険料を負担する制度のため、企業・団体にとっては経費をか

けずに福利厚生制度を充実でき、また、加入者にとっても職場などで手軽に加入できるほか、団体割引制度適

用により割安な保険料で加入できるメリットがあります（加入者数２０名以上の場合）。

○その他取扱商品

●企業財物の保険

◇普通火災保険

建物や動産に生じた火災、落雷、破裂・爆発、風災・ひょう災・雪災による損害に加え、臨時に要する費

用、残存物の取片づけ費用（清掃費用等のあと片づけ費用）および損害防止費用などについて保険金をお

支払いします。

◇店舗総合保険

店舗、事務所、併用住宅などの建物とその建物内の動産などについて、火災、落雷、破裂・爆発、風災・

ひょう災・雪災による損害のほか、物体の落下・衝突、水濡れ、騒じょう・労働争議、盗難、水災などに

よる損害について保険金をお支払いします。また、交通傷害担保特約、借家人賠償責任担保特約、店舗賠

償責任担保特約などもセットすることができます。

◇建設工事保険

ビル、工場建物、住宅などの建物の建築工事や増改築工事に関する保険です。工事の着工から引渡しまで

の間に、工事現場で生じる偶発的な事故によって、工事の目的物、工事用材料などに損害が生じた場合に

保険金をお支払いします。

◇組立保険

ビル付帯設備工事、建物内外装工事、機械設備の据付工事などの組立工事に関する保険です。工事現場で

生じる偶発的な事故によって、工事の目的物、工事用材料などに損害が生じた場合に保険金をお支払いし

ます。

◇機械保険

機械設備を対象とした保険です。従業員の誤操作・電気的事故・物体の落下など偶然な事故により機械設

備が損害を受けたとき、その修理費や再調達費用について保険金をお支払いします。

◇動産総合保険

動産を対象とした保険です。火災、盗難、破損などの偶然な事故による損害について保険金をお支払いし

ます。



Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

17

●事業継続の保険

◇利益保険

店舗や工場などが火災、落雷、破裂・爆発により損害を被った場合、業務が休止または阻害されたために

生じた費用および利益の損失について保険金をお支払いします。

●物流運送の保険

◇運送保険

日本国内を陸上輸送、航空輸送またはフェリーボート輸送される貨物について、火災、爆発もしくは輸送

用具の衝突・転覆・脱線・墜落・不時着・沈没・座礁・座州など輸送中の偶然な事故によって生じた損害

について保険金をお支払いします。

◇貨物海上保険

国内外を船舶または航空機で輸送される貨物について、船舶の沈没・座礁・座州、航空機の墜落など輸送

中の偶然な事故によって生じた損害について保険金をお支払いします。

●賠償責任の保険

◇施設所有（管理）者賠償責任保険

工場、事務所、店舗などの各種施設の構造上の欠陥や管理の不備による偶然な事故、またはその施設を拠

点としてその内外で行なう業務の遂行中に生じる偶然な事故により、法律上の損害賠償責任を負担するこ

とによって生じた損害について保険金をお支払いします。

◇生産物賠償責任保険

被保険者（保険の補償を受けられる方）が生産または販売した物（生産物）が他人に引き渡された後、あ

るいは被保険者が行なった仕事が終了した後、その生産物もしくは仕事の結果によって生じる偶然な事故

により、法律上の損害賠償責任を負担することによって生じた損害について保険金をお支払いします。

◇請負業者賠償責任保険

ビル建設、道路建設、土木工事などの請負業者が行なう仕事の遂行中に生じる偶然な事故、または請負作

業を行なうため被保険者が所有、使用、管理している施設の欠陥や管理の不備による偶然な事故により、

法律上の損害賠償責任を負担することによって生じた損害について保険金をお支払いします。

●地震保険

居住用建物および家財について、地震、噴火、津波によって生じた火災、損壊、埋没、流失によって保険の目

的が損害を被った場合に保険金をお支払いします。ご希望されない場合を除き各種火災保険とセットで契約し、

基本契約の３０％～５０％に相当する額の範囲以内で地震保険金額（他の地震保険契約を含め建物５,０００万円、

家財１,０００万円が限度となります。）を設定します。

●自動車損害賠償責任保険

自動車損害賠償保障法に基づき、原則としてすべての自動車が加入を義務づけられている強制保険です。自動

車の保有者・運転者が自動車の運行によって他人の身体・生命を害した場合に、法律上の損害賠償責任を負担

することによって生じた損害について保険金をお支払いします。

（注）以上は商品の概要をご説明したものです。各保険商品の詳しい内容につきましては、約款等をご覧ください。



Ⅱ
主
要
な
業
務
の
内
容

18

11 各種サービス2

○リスクソリューションサービス
当社が提唱する「リスクソリューション®」※１とは、企業が「自社を取り巻くリスクに対して、そのリス

クを排除あるいは回避するためにさまざまな方法を講じて、合理的かつ経済的な方法で管理または制御」す

る手法をいいます。

企業が「リスク・マネジメント」を進めるためには、自社がかかえるさまざまなリスクに対して、

１．そのリスクが発生しないようにどのような措置を講じることが必要か

２．また実際に損害が発生した場合どのように対応することが必要か

等、さまざまな課題を解決する必要があります。

このようなさまざまな課題に対して、保険商品・サービスによる「解決策（ソリューション）」をご提案

していくことが明治安田生命グループの「リスクソリューション®」サービスです。

明治安田損害保険では、日本において、いち早くこの「リスクソリューション®」というサービスコンセプ

トを打ち出し、１９９９年１０月に専門部署を設立しております。そして、当社独自のリスクソリューション商

品として「取引信用保険」、「会社役員賠償責任保険（D&O保険）」等を開発・販売しています。※２

※１ 明治安田損害保険では、「リスクソリューション®」の商標登録（商標番号：４６２９６３３号）を行なっております。
※２ 商品内容についてはP.１５を参照ください。

1. 各種サービスのご案内

2. お客さま相談室等のご紹介・ご案内

（１）お客さま相談室
ご契約者および一般消費者からの損害保険全般に関するあらゆるご質問・ご相談に応じる「お客さま相談

室」を設置しております（※）。
※平成１６年度中に、お客さま相談室がお客さまからお受けしたご相談やお問合せの件数は、２,２９１件（旧安田ライフ損害保険１,０３８件、
旧明治損害保険１,２５３件）であります。

（２）（社）日本損害保険協会の損害保険調停委員会
日本損害保険協会では、そんがいほけん相談室において、損害保険全般に関する相談や苦情を受け付けて

います。そんがいほけん相談室が、損害保険会社への解決の依頼やあっせんなど、適正な解決に努めたにも

かかわらず、当事者間で問題の解決がつかない場合、公正な立場から調停を行なう損害保険調停委員会が設

けられています。個人の方から苦情の申立を受け、原則として３ヵ月を経過しても問題が解決しない場合、

苦情申立人の希望により損害保険調停委員会がご利用になれます。

詳しくは、日本損害保険協会のホームページ（http://www.sonpo.or.jp/）をご参照ください。

（３）（財）自賠責保険・共済紛争処理機構
自賠責保険（自賠責共済）の保険金（共済金）の支払をめぐる紛争の、公正かつ適確な解決を通して、被

害者の保護を図るために設立され、国から指定を受けた紛争処理機関として、（財）自賠責保険・共済紛争

処理機構があります。同機構では、自動車事故に係る専門的な知識を有する弁護士、医師、学識経験者等で

構成する紛争処理委員が、自賠責保険（自賠責共済）の支払内容について審査し、公正な調停を行ないます。

同機構が取扱うのは、あくまで自賠責保険（自賠責共済）の保険金（共済金）の支払をめぐる紛争に限られ

ますので、ご注意ください。

詳しくは、同機構のホームページ（http://www.jibai-adr.or.jp/）をご参照ください。
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2. 損害保険契約の性格

損害保険契約とは、保険会社が偶然な一定の事故（保険事故）によって生じる損害を補償することを約束

し、保険契約者はその報酬として保険料を支払うことを約束する契約です。（商法第６２９条）

したがって、損害保険契約は有償・双務契約であり、当事者の口頭の合意のみで有効に成立する諾成契

約です。しかし、保険会社は多数の契約を迅速・的確に引き受けるため、通常、保険契約の申込みには一

定様式の保険契約申込書を使用し、契約締結の証として、保険証券または保険引受証を作成し交付します。

これには保険の目的、補償される事故、保険金額、保険期間などが記載されております。

なお、保険契約は、保険会社から権限を委託された損害保険代理店を通じて締結されるのが一般的です。

3. 再保険について

保険会社が引き受けた保険契約にはさまざまな危険が混在しています。石油コンビナートや大型旅客機

などのような巨額の物件に損害が生じたり、個々には小さな物件であっても超大型台風や大地震のような

異常災害が発生すれば、その保険金の支払いは巨額に達し、一保険会社で全額を負担することは不可能です。

そのため当社では危険の平均化・分散化のために、国内および海外の他の保険会社に一定部分を再保険

に出したり（出再）、逆に再保険を引き受けたり（受再）しています。これにより、毎年の損害率の安定

（事業成績の安定）と引受能力の補完を図るとともに、数年・数十年に一度という異常災害に対しても負担

を軽減し、経営の安定に万全を期しております。

なお、出再先の選定にあたっては、財務健全性を最重視しており、受再契約についても元受契約と同じ引

受基準を適用しています。

1 保険のしくみ3

1. 損害保険制度

損害保険は、いつ起きるかも知れないさまざまな災害や危険（偶然な一定の事故）に備えて、同じ種類の

危険にさらされている多数の人々が、大数の法則という統計的基礎によって算出された少額の保険料をそれ

ぞれ出し合って、万一事故に遭われた場合に保険金を受け取る相互扶助制度です。

この制度により、わずかな負担で大きな補償を得ることができます。

このように損害保険は、その幅広い普及により個人や企業などをさまざまな災害や危険から守り、個人生

活の安定や企業経営の安定に大きく寄与する社会的役割を担っています。
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2. ご契約時にご留意いただく事項

保険契約は、保険加入希望者の申込みと保険会社の承諾により成立する保険会社と保険契約者との約束ご

とですから、保険のご契約に際しては、普通保険約款・特別約款・特約条項の内容について十分説明を受け、

また、保険契約申込書の記載内容についても十分確認したうえでご契約いただくことが大切です。

3. 約款に関する情報提供方法

保険のご契約にあたってご留意いただく必要のある事項については、「ご契約のしおり」、「重要事項説明

書」、「ご案内」、「普通保険約款」、「特別約款」、「特約条項」などに記載されています。

「ご契約のしおり」は主として個人のお客さまを販売対象とする保険種目についてご用意するものであり、

「告知義務（ご契約の際に保険会社に重要な事実を申し出る義務）」、「通知義務（ご契約後に契約内容に変更

が生じた場合に保険会社に連絡する義務）」、「保険金が支払われない場合」、「保険金の種類および支払額」、

「契約の失効」、「契約の解除」、「比例てん補（保険金額が保険をつけた物の時価よりも少ない場合には、損

害額に保険金額の時価に対する割合を乗じた金額が保険金として支払われること）」など重要な事項につい

て記載しておりますので、「重要事項説明書」、「ご案内」等とあわせて必ずご一読いただきご理解いただく

ようお願いいたします。

1 約款4

1. 約款の位置づけ

保険は目に見えない無形の商品ですから、契約の内容についてしっかりと決めておく必要があります。こ

の取決めが約款です。

したがって約款は、保険契約の主な内容を定める重要な役割を果たし、保険会社、保険契約者、被保険者

などの権利・義務の内容を定めており、お互いにこれを守る必要があります。

約款には、保険種類ごとに基本的な保険契約の内容を定めた「普通保険約款」と、個々の契約において

「普通保険約款」の内容を一部変更したり、補足する「特別約款」・「特約条項」とがあります。

また、保険契約の内容は保険契約申込書などにも具体的に記載されていますが、保険契約申込書に記載さ

れた内容は、契約内容として保険会社、保険契約者の双方を拘束します。
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2. 保険料率

当社が適用している保険料率には、次の３つのものがあります。

①「損害保険料率算出団体に関する法律」に基づいて設立された損害保険料率算出機構が算出し、金融庁長

官に届け出た保険料率（基準料率といいます。地震保険、自動車損害賠償責任保険）。

②損害保険料率算出機構が金融庁長官に届け出た純保険料率（参考純率といい、将来の保険金の支払いに充

てられる部分の保険料率です。）を基礎とし、会員である各損害保険会社で算出した付加保険料率（保険

事業を運営するために必要な社費、代理店手数料などの経費および利潤に充てられる部分の保険料率で

す。）を合わせて、金融庁長官の認可を受け、または金融庁長官に届け出た保険料率（火災保険、自動車

保険および傷害保険の大部分）。

③当社で算出し、金融庁長官の認可を受け、または金融庁長官に届け出た保険料率（賠償責任保険、海上保

険等）。

1 保険料5

1. 保険料の収受・返戻

お払込みいただく保険料は原則として、保険をご契約いただくと同時に保険会社が領収することになって

おり、保険料を領収する前に生じた損害については、保険期間が始まった後でも保険会社は保険金をお支払

いできない旨の規定が約款においても設けられています。

また、保険料分割払のご契約についても、定められた時期までに保険料のお払込みがない場合、保険会社は

保険金をお支払いできない旨の規定が設けられている場合もありますので、ご注意いただく必要があります。

保険契約が失効した場合や保険契約が解除された場合には、約款の規定に従い保険料をご契約者にお返し

いたします。ただし、お返しできない場合もありますので、約款をご確認ください。

積立保険では、満期を迎えられたご契約者に対して、契約時に定めた満期返戻金をお支払いするとともに、

保険期間中の運用利回りが予定利回りを上回った場合には、契約者配当金を計算してお支払いすることとし

ております。
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1 保険金のお支払い6

保険金お支払いのしくみ

当社では、お客さまが事故に遭われた場合、親切なアドバイス、迅速な保険金のお支払いを行なっていく

ことをお客さまサービスの大きな柱としています。

事故の発生から保険金のお支払いまでの流れは、保険の種類や事故の状況に応じて異なりますが、一般的

な手順はつぎのとおりです。

①事故のご連絡

事故が発生した場合は、事故の日時・場所・事故の概要などを当社または代理店へご連絡いただき

ます。

②事故の受付とご契約内容の確認

お客さまからの事故のご連絡を受付け、保険金支払の対象となる事故であるか、保険料の領収がされ

ているかなど、ご契約の内容・条件の確認を行ないます。

③事故の原因、損害状況等の調査

ご連絡いただいた事故内容やご提出いただいた保険金請求書類にもとづき、損害状況の確認を行ない

保険金支払責任の有無を判断します。事故の内容によっては、専門の鑑定人や調査機関により事故原

因・損害状況の確認を行なう場合があります。

④支払保険金の算出とお支払い

上記の調査結果にもとづき、保険金の額を算出しお支払いいたします。

保険金お支払いの流れ�

保険金支払額�
の算出・決定�

・事故の受付�
・ご契約内容の確認�
・保険金請求書類の発送�

保険金の�
お支払い�

保険金の�
お受取り�

保険金請求書類�
ご記入・送付�

事故のご連絡�

お
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ま

�
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2. 代理店の役割と業務内容

代理店は、お客さまのニーズを的確に把握し、適切な商品をご提供するなど、お客さまと保険会社を結ぶ

重要な役割を担っています。

＜代理店の業務内容＞

代理店は、当社との代理店委託契約にもとづき委託された保険種類について、当社を代理して主に次の

業務を行ないます。

・保険契約の締結

・保険契約の変更・解除等のお申し出の受付

・保険料の領収または返還

・保険料領収証の発行および交付ならびに保険証券の交付

・保険の目的の調査

・保険契約の維持・管理に関連する事項

・保険契約の締結の媒介

・保険契約の満期更改業務　　等

1. 保険の募集とご契約の手続き

損害保険の募集は、通常、①損害保険会社の役員・使用人、②損害保険代理店（以下、「代理店」といいま

す）またはその役員・使用人によって行なわれます（現在わが国の損害保険の募集は、その多くが代理店に

よるものです）。

代理店は、保険会社との間で代理店委託契約を結び保険契約の締結や媒介を行ない、保険料を領収するこ

とを基本的業務としています。

ご契約にあたっては、当社または当社の代理店にお申込みいただきます。保険商品の内容についての十分

な説明を受け、内容をご確認いただいた後、保険契約申込書へ必要事項を記入し保険料をお払込みいただき

ます。お引き受けした内容が事実と異なるとき、または定められた時期までに保険料のお払込みがなされな

いときには、保険金をお支払いできないことがございますのでご注意ください。

●クーリング・オフ制度について

保険期間が１年を超える個人契約の場合、契約申込後であっても次のとおり契約申込の撤回または解除

（クーリング・オフ）を行なうことができます。この場合、すでにお払込みいただいた保険料はご契約者に

お返しいたします。

・契約を申し込まれた日またはクーリング・オフ説明書を受領された日のいずれか遅い日から起算して８日

以内であれば、クーリング・オフを行なうことができます。

・クーリング・オフされる場合には、上記期間内（８日以内の消印有効）に当社あてに郵送にてご通知くだ

さい。

1 保険募集7
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3. 代理店登録

損害保険の募集を行なうことができる者の範囲は、保険業法により「保険会社の役員および使用人」と

「損害保険代理店もしくはその役員、使用人」とされています。損害保険代理店は、保険会社と代理店委託

契約を結んだ後、金融庁長官に登録することが義務づけられています。また、代理店の役員もしくは使用人

として保険の募集に従事する者は、金融庁長官に届け出る必要があります。

4. 代理店教育

当社の代理店教育は、お客さまの様々なニーズにお応えし、充実したサービスを提供できる代理店の育成

を主眼としています。

お客さま保護の観点から適正な販売が行なわれるよう留意し、担当者による代理店への直接指導やハンド

ブック等の配付などを通じ、商品知識、販売知識に加え、コンプライアンスに関しての幅広い教育を行なっ

ております。

5. 代理店数

平成１７年４月１日現在、当社の代理店は８５１店です。

●損害保険代理店制度について

損害保険代理店制度は、お客さまサービスの充実ならびに代理店の資質の向上等を目的とする制度で、平

成１３年４月より各損害保険会社が独自の制度を設けています。

当社においては、代理店の業務遂行状況や販売実績、資格取得状況等を重視した評価体系とするなど、代

理店の資質の向上等を促進し、お客さまへ質の高いサービスをお届けできるよう努めております。
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6. 勧誘方針

当社では、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、以下のとおり「明治安田損害保険の販売・サービ

ス方針」を策定しております。

〈基本方針〉
私たちは、明治安田生命グループの一員として、「お客さま第一主義を貫き、クオリティの高

い総合保障サービスを提供し、確かな安心と豊かさをお届けする」という経営理念のもと、常に

お客さまに最適な商品と質の高いサービスをご提供することに努めてまいります。

また、高い倫理観に基づいた法令等の遵守（コンプライアンス）を行動の規範とし、保険募集

をはじめとする業務の適正を確保することにより、お客さまの信頼にお応えするよう努めてまい

ります。

1. 保険業法、金融商品の販売等に関する法律、消費者契約法その他の各種法令等を遵守し、適正
な保険販売を心がけてまいります。また、商品をおすすめする際には、お客さまに商品内容に

ついての重要事項を十分にご理解いただけるよう「重要事項説明書」等を用いてご説明いたし

ます。

2. きめ細かなコンサルティングサービスにより、お客さまの保険商品に関する知識、加入目的、
財産状況等を総合的に勘案し、お客さまの意向と実情に沿った適切な商品をご提案するよう努

めてまいります。

3. 商品をおすすめする際には、お客様の立場にたって、販売の方法、場所、時間帯等に配慮する
よう努めてまいります。

4. お客さまのプライバシーに十分配慮し、販売にあたって知り得たお客さまの情報やご契約内容
等の情報については、厳格かつ適正な取り扱いを行なってまいります。

5. 万が一保険事故が発生した場合におきましては、保険金の支払いについて「迅速・親切・適正」
に処理するよう努めてまいります。

6. 適正な販売を確保するとともにお客さまサービスの向上を図るため、社内体制の整備と販売に
あたる者の教育・研修に努めてまいります。

7. お客さまの様々なご意見・ご要望等の収集に努め、それを商品開発や保険販売に活かしてまい
ります。

明治安田損害保険の販売・サービス方針
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○リスク管理方針
損害保険会社が抱える経営リスクが多様化・増大化するなか、リスク全般の把握とその管理体制の強化が

経営の重要課題となっております。

こうした状況に鑑み、当社ではリスク管理への取組みを経営の最重要課題と位置づけ、各種リスクを分

類・体系化しコントロール可能な範囲とするための体制を構築し、強化に努めております。今後とも、リス

ク管理への取組みに注力し、健全な事業運営を維持・確保することで、お客さまの信頼にお応えしてまいり

ます。

○リスク管理の体制
当社では、各種リスクに対し統括部署を定め管理するとともに、リスク全般を統括管理する組織として

「リスク管理コンプライアンス委員会」を社内に設置し、各部署間の相互の連携・チェックに基づいた、よ

り実効性のあるリスク管理へ向けた検討を行なっております。

また、取締役会および経営会議では、定期的に「リスク管理コンプライアンス委員会」における取組みに

ついて報告を受け、経営に重大な影響を与えるリスク情報等を把握・確認するとともに、必要な対応策につ

いて指示・決定しております。

なお、このたびの合併に係るリスクを管理するため、旧両社において「システム統合リスク管理委員会」

を設置するなど、システム統合リスクへの各種対応策を講じてまいりました結果、システム統合に関連する

不具合な諸事象の発生はありませんでした。引き続き、リスク管理体制の整備・強化を行ない、事務・シス

テムリスクを中心としたさまざまなリスクの状況監視とコントロールに努めてまいります。

Ⅲ 会 社 の 運 営

1 リスク管理体制1

監
査
役

�

監
査
役
会�

取締役会�保険計理人�

社　　長�

経営会議�

リスク管理コンプライアンス委員会（委員長：社長）�

全体リスク管理部署（企画部　リスク管理コンプライアンス室）�

各リスク管理統括部署�

業 務 執 行 部 署�

保険引受�
リスク�

資産運用リスク�

市場関連�
リスク�

信用�
リスク�

不動産投資�
リスク�

流動性�
リスク�

事務�
リスク�

システム�
リスク�

外部監査�
（監査法人）�

＜リスク管理体制図＞�

内部監査�
（検査室）�

リ ス ク 分 類 �
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○リスクの種類と管理への取組み
当社では、損害保険事業に係るリスクを次のように分類し、それぞれのリスクの特性に応じた対応を行

なっています。

（１）保険引受リスク
保険引受リスクとは、経済情勢や保険事故の発生率等が
保険料設定時の予測に反して変動することにより、会社が
損失を被るリスクをいいます。
当社では、保険事故の発生状況、金利動向・経済情勢等
をふまえつつ、保険商品の収支状況の分析、将来収支予測
等を実施してリスクの把握に努めるとともに、リスクの特
性・規模に応じた諸準備金の積立て、再保険手配を実施し
ています。併せて、保険の引受にあたっては、リスクの特
性に応じ設定された引受基準を厳正に運用しています。

●再保険の方針
出再については、お引き受けした契約に係るリスクを
調査・分析し、損害額が常に当社の担保力の範囲内に収
まるよう、再保険を手配することとしています。
また、出再先の選定にあたっては信用力を最重視し、

財務健全性に係る情報を常に注視しつつ取引を実施して
います。
受再については、原則として日本国内のリスクに限定し、
リスクを精査して慎重な判断の下に引受を行なっています。
（注）再保険のしくみについては、P.１９を参照ください。

（２）資産運用リスク
①市場関連リスク
市場関連リスクとは、金利・株価・為替レート等が変
動することにより運用資産の価値が下落して損失を被る
リスク、あるいは市場の混乱等を起因として不利な価格
での取り引きを余儀なくされることにより損失を被るリ
スクをいいます。
市場関連リスクの管理にあたっては、運用資産の残

高・含み損益状況を一元的に把握するとともに、適宜、
投資上限額やロス・カット・ルールを設定する仕組みを
設け、損失を一定範囲に収めるよう努めています。また、
バリュー・アット・リスク法によるリスク量の計測を行
なうなど、分析の精緻化を行なっています。
②信用リスク
信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等によ
り、資産の価値が減少ないし消滅し、損失を被るリスク
をいいます。
当社では、個別取引ごとに厳正に信用リスクを分析・審
査を行なったうえ、高額の投融資や重要度の高い案件につ
いては、経営会議等で慎重に検討のうえ、決裁を行ない、
投融資を実施しています。また、個別信用供与先の適切
な管理のため、信用供与先の信用力・業種等の与信属性に
基づく与信ポートフォリオの適切性について把握・分析
を継続的に行ない、リスク管理の高度化に努めています。
③不動産投資リスク
不動産投資リスクとは、①市況の変化等を要因とする
不動産価値の減少、②地域の衰退、不動産の競争力低下
等による賃料等収益の減少、③賃借不動産に係る預託金
の返還遅延等が生じることにより損失を被るリスクです。

当社では、土地含み損益、利回り、賃料・空室率およ
び預託金の保全状況等を的確に把握し、一定の基準を下
回る不動産に対しては適切に対処することとしています。

（３）流動性リスク
流動性リスクとは、予期せぬ資金流出により資金繰りが
悪化し、資金の確保のため、通常よりも著しく低い価格で
の資産売却を余儀なくされることにより損失を被るリスク
をいいます。
当社では、新契約、解約、満期等の資金移動に関する情
報収集・分析を行ない、適切な資金繰り管理に努めるとと
もに、大規模災害発生時の資金確保態勢にも留意し、資金
調達のための資産の流動化が円滑に行なえるよう、常時取
引環境等を注視しています。

●資産・負債の総合的管理について
積立保険等の保険負債について、当社ではその特性に
即した安定的な資産運用がはかられるよう、資産・負債
の総合的管理に努めております。具体的には、主たる投
資対象である公社債を中心に、金利リスク、信用リスク、
償還バランス等を随時把握・管理し、資産運用リスクを
一定範囲にコントロールするとともに、将来キャッシュ
フローの分析を実施しております。また、資産運用環境
をもとに、必要に応じて商品設計・販売方針等を見直す
こととしております。

（４）事務リスク
事務リスクとは、正確かつ迅速な事務を怠ること、正当
な理由なく事務処理を放置、長期遅延させること、あるい
は事故・不正等を引き起こすことにより、会社または顧
客・取引先が損失を被るリスクをいいます。
当社では、各業務分野について、事務手順・ルール等に
関するマニュアル等の整備を行なうとともに、所属部署に
おける自己点検や検査室による内部検査等を通じ、事務の
改善、事務水準の向上に努めています。また、総合的に事
務リスクの低減を促進する趣旨から、「事務リスク管理部
会」を設置し、検討を行なっています。

（５）システムリスク
システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン、

誤作動、不備、ならびに不正使用等に起因して会社が損失
を被るリスクをいいます。
当社では、情報資産保護に関する基本方針（セキュリテ
ィポリシー）や安全対策基準等を定め、リスクの低減に努
めています。
また、広域災害などによるコンピュータシステム停止時
における対応計画（コンティンジェンシープラン）を策定
し、不測事態に対処できるよう体制整備を行なっています。
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1. 行動憲章及び職務遂行基本ルールの策定

当社ではコンプライアンスを推進するため、コンプライアンスに関する企業行動の基本方針として「行動憲

章」を、役職員の行動指針・遵守基準として「職務遂行基本ルール」を策定しております。具体的には、法律

はもとより、社会の良識や常識、慣行を含めた社会一般・株主・消費者が求めるルールに適った企業行動が求

められており、こうした要請に積極的に対応したものであります。

「行動憲章」および「職務遂行基本ルール」の項目は次のとおりであります。

１．法令等の遵守 ６．経営情報の開示

２．公正かつ自由な競争 ７．人権の尊重

３．適正な保険募集とお客さまサービス ８．良好な職場環境の維持

４．健全かつ適切な資産運用 ９．反社会的勢力への対応

５．お客さまに関する情報の厳正管理 １０．違反行為の防止

1 法令等遵守体制2
当社では、損害保険事業の高い公共性に鑑み、法令等遵守（コンプライアンス）を経営の基本に位置づけ

ております。

そして、法令等遵守に関する実行計画として「コンプライアンス・プログラム」を策定し、全社をあげて

の取組みを推進しております。

この法令等遵守への取組みは、「リスク管理コンプライアンス委員会」が統括管理し、その取組み状況を

定期的に経営会議および取締役会に報告して、全役職員の法令等遵守意識の浸透を図っております。

〈明治安田損害保険のコンプライアンス推進体制図〉�

運営�
連携�

統括・支援�

コンプライアンス推進�
状況の検証および改善�
提言等�

〈コンプライアンス統括部署〉�

検 査 部 門 �

経 営 会 議 �

・全社的なコンプライアンス推進態�
　勢の整備、各種施策および実施計�
　画の企画・立案�
・全社推進状況の検証および取締役�
　会等への報告�
・問題点発生時の改善策の検討　等�

監 査 役 会�

監　査　役�

企画部リスク管理コンプライアンス室�

・各部署におけるコンプライアンス推進を促進・評価（計画の実施、推進状況の点検・報告等）�

・問題点発生時における担当部署への報告および適切な対処の実施　等�

本 社 各 部 署 �

法令遵守責任者・法令遵守担当者を配置�

リスク管理コンプライアンス委員会�

取 締 役 会 �

社 長 �

具体的な取組み内容は以下のとおりです。
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2. コンプライアンス・マニュアルの策定等

当社の法令等遵守に関する基本方針および運営等を定めた「コンプライアンス・マニュアル」を策定し、

社内徹底を図ることにより、法令等遵守を重視する企業風土の醸成に努めております。

●保険募集における法令等遵守への取組み

保険募集におけるコンプライアンスに関するマニュアルを作成し、代理店に対し法令等遵守を徹底して

おります。また、適正な商品販売をお客さまにお約束するものとして「明治安田損害保険の販売・サービス

方針」を公表しております。

3. 社外・社内の監査・検査体制

当社は、保険業法第１２９条、同法第３０５条の定めにより金融庁の検査ならびに財務局の検査を受けるこ

とになっています。

このほか社外の監査としては、商法特例法に基づき会計監査法人の会計監査を受けています。

社内の監査・検査としては、監査役が行なう商法上の監査と、検査室による社内検査があります。

検査室の検査は社内の全組織および代理店等を対象に、法令等遵守状況、リスク管理状況等の内部管理態

勢の適切性・有効性について検査を実施しています。

当社では、お客さまからお預かりする情報を厳正に利用、保護するため、「個人情報の保護に関する法律

（個人情報保護法）」およびその他関連法令・ガイドラインや（社）日本損害保険協会の策定する「損害保険

会社に係る個人情報保護指針」等をふまえた社内管理態勢の整備に取り組んでおります。具体的には、当社

の「個人情報保護に関する基本方針」として、「個人情報保護宣言」および「個人情報保護方針」を定める

とともに、当社ホームページでこれを開示しております。また、個人情報の保護・管理に係る社内規程およ

び組織体制の整備、社内教育・研修を行なうなど、全社的な取り組みを推進しております。

4. 個人情報保護に関する基本方針（プライバシーポリシー）

個人情報保護宣言

○当社は、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報の取扱いに関し、お客さまからお預かりしている

大切な情報の適正な利用と保護に努めます。

○当社は、「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」、その他の関連法令・ガイドラインや（社）

日本損害保険協会の「損害保険会社に係る個人情報保護指針」ならびに当社「個人情報保護方針」等

を遵守するとともに、継続的な個人情報の管理態勢の整備に努めます。

○当社は、個人情報の取扱いが適正に行なわれるように従業者への教育・指導を徹底し、適正な取扱い

が行なわれるよう取り組んでまいります 。
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個人情報保護方針

１．個人情報の定義

個人情報とは、個人に関する情報であり、当該情報に含まれるお名前、生年月日等により個人を特

定できるものをいいます。

２．個人情報の種類

保険契約のお引き受け等に必要な情報として、お客さまのお名前・住所・生年月日・性別・健康状

態・職業等を収集させていただきます。また、当社が提供する各種サービスに関連し、必要な情報

のご提出をお願いする場合があります。

３．個人情報の収集方法

主に申込書・契約書・アンケートにより、お客さまに関する情報を収集させていただきます。また、

キャンペーン等の実施により、はがき等で情報を収集させていただく場合があります。お客さまの

情報を収集するにあたっては、個人情報の保護に関する法律・保険業法・その他法令等に照らし、

適正な方法で行なうこととします。

４．個人情報の利用目的

お客さまからの情報は、必要に応じ、以下の目的のために利用させていただきます。

・各種保険契約のお引き受け、ご継続・維持管理、保険金等のお支払い

・当社が有する債権の回収

・再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求

・関連会社・提携会社を含む各種商品・サービスのご案内・提供、ご契約の維持管理

・当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充実

・その他保険に関連・付随する業務
※利用目的を変更する場合には、その内容をご本人に通知するか、ホームページ等により公表します。

５．個人情報の提供

お客さまからの情報を外部に提供するにあたり、以下の場合を除き、ご本人の同意なく提供いたし

ません。

・法令により必要とされる場合

・人の命、身体または財産の保護のために必要とされる場合

・公共の利益のために必要とされる場合

・当社の業務遂行上必要な範囲内で、保険代理店を含む委託先に提供する場合

・損害保険会社等の間で共同利用を行なう場合（注１～注４）

・その他特定の者と共同で利用する場合

当社は、主に以下の場合に、ご本人の同意を得た上で、第三者に個人データを提供することがあり

ます。

・医療機関等の関係先に業務上必要な範囲内で提供する場合

・再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求

（注１）当社は、保険契約のお引き受け又は保険金の請求に際して行なわれる不正行為を排除するために、損害保険会社等との間で、
個人データを共同利用します。また、自賠責保険に関する適正な支払のために損害保険料率算出機構との間で個人データを共
同利用いたします。
詳細につきましては、（社）日本損害保険協会のホームページ（http://www.sonpo.or.jp/）または損害保険料率算出機構の
ホームページ（http://www.nliro.or.jp/）をご覧ください。
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〈お問い合わせ先〉

（社）日本損害保険協会
所在地：〒１０１-８３３５ 東京都千代田区神田淡路町２丁目９番地
電話：０３-３２５５-１４６７
（受付時間 ９時～１７時　土日祝祭日および年末年始を除く）
ホームページアドレス：http://www.sonpo.or.jp/

損害保険料率算出機構
所在地：〒１０１-００５４ 東京都千代田区神田錦町１丁目９番地
電話：０３-３２３３-４１４１
（受付時間 ９時～１７時　土日祝祭日および年末年始を除く）
ホームページアドレス：http://www.nliro.or.jp/

（注２）当社は、原動機付自転車および軽二輪自動車に係る自賠責保険の無保険車発生防止を目的として、国土交通省が自賠責保険の
契約期間が満了していると思われるご契約者に対し継続契約の締結確認はがきを出状するため、自賠責保険契約に関する個人
データを国土交通省へ提供し、同省を管理責任者として同省との間で共同利用します。
詳細につきましては同省のホームページ（http://www.mlit.go.jp/）をご覧ください。

（ 共同利用する個人データの項目は以下のとおりです。
・契約者の氏名、住所、証明書番号、保険期間
・自動車の種別、車体番号、標識番号または車両番号

（注３）当社は、損害保険代理店の適切な監督や当社の職員採用等のために、損害保険会社との間で、損害保険代理店等の従業者に
係る個人データを共同利用しています。また、損害保険代理店の委託等のために、（社）日本損害保険協会が実施する損害保険
募集人試験等の合格者情報に係る個人データを共同利用しています。詳細につきましては、（社）日本損害保険協会のホーム
ページ（http://www.sonpo.or.jp/）をご覧ください。

（注４）共同利用を行なう場合における、明治安田生命グループ会社につきましては、明治安田生命保険相互会社のホームページ
（http://www.meijiyasuda.co.jp）をご参照ください。

６．情報の開示・訂正等

お客さまからご自身に関する情報の開示・訂正・削除・利用停止の依頼があった場合は、請求者が

ご本人であることを確認させていただいたうえで、特別の理由がない限り回答・訂正等の対応をい

たします。

７．情報の管理

お客さまに関する情報は、正確かつ最新の内容を保つよう常に適切な措置を講じております。また、

お客さま情報への不当なアクセス、個人情報の紛失、漏洩、毀損等の危険に対して必要な対策を講じ

るように努めております。さらに、従業者、委託先に対して必要かつ適切な監督を行なっております。

また、当社では情報管理に係る事項を推進する部門として「リスク管理コンプライアンス室」を設

置するとともに、当社内に「リスク管理コンプライアンス委員会」を設け、全社横断的に、お客さ

まに関する情報の保護に向けた取り組みを推進しております。

８．センシティブ情報のお取扱い

当社は、政治的見解、信教（宗教、思想及び信条をいう。）、労働組合への加盟、人種及び民族、門

地及び本籍地、保健医療及び性生活並びに犯罪歴に関する個人情報（以下、「センシティブ情報」

といいます。）を、次に掲げる場合を除くほか、取得、利用又は第三者提供を行ないません。

・保険業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意に基づき業務遂行上必要な範囲で

センシティブ情報を取得、利用又は第三者提供する場合

・相続手続を伴う保険金支払事務等の遂行に必要な限りにおいて、センシティブ情報を取得、利

用又は第三者提供する場合

・保険料収納事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体若しくは労働組合への所

属若しくは加盟に関する従業員等のセンシティブ情報を取得、利用又は第三者提供する場合

・法令に基づく場合

・人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合

・公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合

・国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに

対して協力する必要がある場合
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個人情報の開示、訂正等のご請求

「情報の開示、訂正等」のご請求は、下記 当社お問い合わせ窓口までご連絡ください。

お客さまからご自身に関する情報の開示・訂正・削除・利用停止の依頼があった場合は、請求者がご

本人であることを確認させていただくとともに、当社所定の申請書等をご用意いただいたうえで手続き

を行なうこととしており、特別の理由がない限り回答・訂正等の対応をいたします。

なお、個人情報保護法に基づくご請求の場合などは、回答にあたりまして手数料を徴収させていただ

くことがございます。

当社お問い合わせ窓口

当社の個人情報の取扱いや、保有個人データに関するご照会・ご相談、苦情等は、下記までお問い合

わせください。

明治安田損害保険株式会社　お客さま相談室

電話：０３-３２５７-３１２０

（受付時間 ９時～１７時　土日祝祭日および年末年始を除く）

認定個人情報保護団体について

当社は、認定個人情報保護団体である（社）日本損害保険協会に加盟しております。同協会では、加盟

会社の個人情報の取扱いに関する相談・苦情を受け付けております。

（社）日本損害保険協会 生活サービス部 そんがいほけん相談室

所在地：〒１０１-８３３５ 東京都千代田区神田淡路町２丁目９番地

電話：０３-３２５５-１４７０

（受付時間 ９時～１７時　土日祝祭日および年末年始を除く）

ホームページアドレス：http://www.sonpo.or.jp/
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旧安田ライフ損害保険
Ⅳ 主 要 な 業 務 に 関 す る 事 項

1 平成 1 6 年 度の事業概況1
○経営環境

平成１６年度の日本経済は、原油をはじめとした素材価格の上昇や世界的なＩＴ関連製品の在庫調整に
伴い、景気の停滞局面が続きました。しかしながら、雇用環境の改善基調が続いたこと、設備投資の先行
指標とされる受注関連統計が増勢を持続したこと、年度終盤には生産統計にも明るい兆しがみられたこと
などから、景気の先行きに対して楽観的な見方が広がる場面もみられました。

損害保険業界においては、史上最多となった台風の到来、新潟県中越地震、福岡県西方沖地震の発生な
ど多くの自然災害に見舞われたことから、自然災害に対する脅威を再認識するとともに、損害保険会社に
対する社会的役割がいっそう高まっております。

○営業の経過
このような環境・情勢のなか、当社では、明治損害保険株式会社（以下、「明治損保」）との間で、合併
契約書を締結、平成１６年１２月６日には合併決議を行ない、平成１７年４月１日の合併に向け、各種諸準備
を行なってまいりました。合併新会社においては、明治安田生命の生命保険事業とのシナジー効果をいっ
そう発揮すべく、その事業領域を、法人のお客さま向けの傷害保険、火災保険ならびにその他新種保険の
分野において、特色のある付加価値の高い保険サービスをご提供してまいることといたしております。
また、明治安田生命グループの一員としてお客さまや社会から信頼される企業を目指して、最良の総合
生活保障サービスをお届けすることに努め、効率的な経営に取り組んだ結果、平成１３年度から４期連続
で単年度黒字を実現いたしました。
営業体制につきましては、明治安田生命との業務の代理（損害保険募集業務の委託）による法人マー
ケットの販売推進体制の強化に取り組むなど、お客さまへの利便性の向上と業務の効率化を図ってまいり
ました。
商品・サービスにつきましては、保険業界の自由化が進むなかで、現在販売の中心である傷害保険及び
各種新種保険などの団体保険分野における様々な補償ニーズに対応する商品を取り揃え、法人マーケット
において明治安田生命との生損セット商品として販売し、数多くの企業・団体に従業員福利厚生制度とし
て導入いただくなど、お客さまのニーズを踏まえ、より良い商品・サービスの開発とご提供に努めました。
損害サービスにつきましては、全国からの事故受付の集中化による事故処理の迅速性の向上に取り組む
など損害サービス体制の更なる整備に努めるとともに、「迅速・親切・適正」をモットーにお客さまサー
ビスの向上に取り組んでまいりました。

○営業の成果
以上のような取組みを行なった結果、下記のとおりとなりました。また、合併に向けた諸準備の一環と
して、自動車保険等、個人契約の取扱いを収束させるなど前期から業容を大きく変更していることから、
収入保険料、損害率を中心にこの影響が反映されております。
損益につきましては、保険引受収益が１２４億２９百万円、資産運用収益が４億１百万円となり、経常収
益は１２８億３３百万円となりました。
一方、保険引受費用が６９億８２百万円、資産運用費用が１億６５百万円、営業費及び一般管理費が３２億

１３百万円となり、経常費用は１０３億６３百万円となりました。この結果、経常利益は２４億７０百万円と
なりました。
経常利益に特別損失６億３６百万円ならびに法人税及び住民税４億７８百万円を減じた当期純利益は１３億

５５百万円となりました。

旧安田ライフ損害保険
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引受けの概況は次のとおりであります。
保険引受収益のうち、正味収入保険料は１０９億６５百万円となり、保険引受費用のうち正味支払保険金
は３７億６２百万円となった結果、正味損害率は４４.２％となりました。また、保険引受に係る営業費及び
一般管理費については３１億８５百万円となった結果、正味事業費率は４７.５％となりました。これらに積
立保険料等運用益、支払備金戻入額、責任準備金戻入額などを加減した保険引受利益は２２億６５百万円
となりました。
主な保険種目の状況は次のとおりであります。
火災保険：正味収入保険料は１億３７百万円となりました。正味支払保険金は２億２４百万円で、正味
損害率は１８２.７％であります。
傷害保険：正味収入保険料は９２億８９百万円となりました。正味支払保険金は１５億１５百万円で、正
味損害率は２６.７％であります。
自動車保険：正味収入保険料は６億１百万円となりました。正味支払保険金は１４億２７百万円で、正
味損害率は２４７.７％であります。
その他の保険：その他の保険は、自動車損害賠償責任保険、労働者災害補償責任保険、賠償責任保険な
どが主なものであります。その他の保険の正味収入保険料は９億３７百万円となりました。
資産運用の概況は次のとおりであります。
平成１７年３月末現在の総資産は４４６億１百万円で前期末に比べて７億６７百万円増加しました。この
うち運用資産は、前期末に比べ、５億９５百万円増加して４１６億７６百万円となりました。
総資産に対する運用資産の比率は９３.４％であります。資産の主な内訳は、国債・地方債２８７億６０百
万円、社債４３億５２百万円、預貯金７７億４１百万円、その他証券８億１０百万円などであります。
資産運用面では、国内長期金利が低位に推移するなか、中期的な安定収益確保を目的に公社債を中心と
する運用を行なった結果、利息及び配当金収入は４億３９百万円、運用資産利回りは１.０６％となりました。

○対処すべき課題
明治損保との合併にあたり、シス
テム統合リスクへの各種対応策を講
じてまいりました結果、システム統
合に関連する不具合な諸事象の発生
はありませんでした。引き続きリス
ク管理体制を整備・強化することで、
お客さまサービスに支障がないよう
取り組んでまいる所存であります。
また、合併新会社においても、合
併と同時に全面施行となった「個人
情報の保護に関する法律」への対応
をはじめとした、コンプライアンス
態勢・リスク管理態勢のいっそうの
強化を通じて、経営の健全性を確保
してまいります。
以上の取り組みを通じ、合併新会
社が、お客さま第一主義を貫き、お
客さまに最も信頼される会社として
発展し続けられる強固な経営基盤づ
くりに、鋭意、取り組んでまいる所
存であります。

＜決算のながれ＞�

経常収益�
１２,８３３�

資産運用収益 ４０１�

営業費及び一般管理費 ３,２１３�

その他経常収益 ２�

特別損益 △６３６�

法人税及び住民税 ４７８�

その他経常費用 １�

経常費用�
１０,３６３�

経常利益�
２,４７０�

当期純利益�
１,３５５�

利息及び配当金収入 ４３９�
有価証券売却益 ０�
積立保険料等運用益振替 △３８�

保険引受収益 １２,４２９�
正味収入保険料 １０,９６５�
収入積立保険料 ５３�
積立保険料等運用益 ３８�
支払備金戻入額 ６２７�
責任準備金戻入額 ７４５�

資産運用費用 １６５�
有価証券売却損 １６５�

保険引受費用 ６,９８２�
正味支払保険金 ３,７６２�
損害調査費 １,０８６�
諸手数料及び集金費 ２,０１８�
満期返戻金 １１５�

（単位：百万円）�

（マイナス）�

（プラス）�

（マイナス）�

旧安田ライフ損害保険
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1 平成 1 6 年 度の事業概況1
○経営環境

平成１６年度の日本経済は、原油をはじめとした素材価格の上昇や世界的なＩＴ関連製品の在庫調整に
伴い、景気の停滞局面が続きました。しかしながら、雇用環境の改善基調が続いたこと、設備投資の先行
指標とされる受注関連統計が増勢を持続したこと、年度終盤には生産統計にも明るい兆しがみられたこと
などから、景気の先行きに対して楽観的な見方が広がる場面もみられました。

損害保険業界においては、史上最多となった台風の到来、新潟県中越地震、福岡県西方沖地震の発生な
ど多くの自然災害に見舞われたことから、自然災害に対する脅威を再認識するとともに、損害保険会社に
対する社会的役割がいっそう高まっております。

○営業の経過
このような環境・情勢のなか、当社では、安田ライフ損害保険株式会社（以下、「安田ライフ損保」）と
の間で、合併契約書を締結、平成１６年１２月６日には合併決議を行ない、平成１７年４月１日の合併に向
け、諸準備を行なってまいりました。合併新会社においては、明治安田生命の生命保険事業とのシナジー
効果をいっそう発揮すべく、その事業領域を、法人のお客さま向けの傷害保険、火災保険ならびにその他
新種保険の分野において、特色のある付加価値の高い保険サービスをご提供してまいることといたして
おります。
このため、当社では、合併新会社が注力する事業領域に重点をおいた営業活動を展開する一方、平成

１６年１月より自動車保険等の取扱いを順次収束し、平成１７年１月末をもって契約の取扱いを終了いたし
ました。他方、保険事故に見舞われたお客さま、保険金支払いが完了していないお客さまへの対応に万全
を期すべく、合併新会社においても自動車保険等の損害サービス体制を整備し、保険金支払い等　お客さ
まへのサービス対応を引き続き行なってまいります。
また、法人のお客さまの一段と多様化する補償ニーズに的確にお応えするべく、新種保険を中心とした
企業経営に係る諸リスクへの解決策（ソリューション）をご提案するリスクソリューションサービスを拡充
し、取引信用保険、会社役員賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）等の商品の充実、販売拡大を積極的に推進して
まいりました。

○営業の成果
以上のとおり、当期は、合併に向けた諸準備の一環として、自動車保険および個人契約の取扱いを収束
させるなど、前期から業容を大きく変更しております。当期の営業の成果につきましては、下記のとおり
収入保険料、損害率、総資産を中心として、この影響が反映されております。
損益につきましては、保険引受収益が１４４億１２百万円、資産運用収益が６億１７百万円となり、経常
収益は１５０億４９百万円となりました。
一方、保険引受費用が１１１億６２百万円、資産運用費用が８６百万円、営業費及び一般管理費が２３億

８２百万円となり、経常費用は１３６億３３百万円となりました。この結果、経常利益は１４億１５百万円と
なりました。
経常利益に特別損益ならびに法人税及び住民税を加減した当期純利益は７億９５百万円となり、平成

１４年度から３期連続の黒字化を達成いたしました。
引受けの概況は次のとおりであります。
保険引受収益のうち、正味収入保険料は５７億５２百万円となりました。一方、保険引受費用のうち正
味支払保険金は７１億９３百万円となった結果、正味損害率は１５４.６％となりました。また、保険引受に
係る営業費及び一般管理費については２２億７０百万円となった結果、正味事業費率は５４.９％となりまし
た。これらに積立保険料等運用益、支払備金戻入額、責任準備金戻入額などを加減した保険引受利益は９億
８０百万円となりました。

旧 明治損害保険
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主な保険種目の状況は次のとおりであります。
火災保険：正味収入保険料は５億４２百万円となりました。正味支払保険金は６億８１百万円で、正味
損害率は１３１.８％であります。
傷害保険：正味収入保険料は８億４８百万円となりました。正味支払保険金は３億５０百万円で、正味
損害率は４８.８％であります。
自動車保険：正味収入保険料は２３億円となりました。正味支払保険金は５１億３０百万円で、正味損害
率は２９０.２％であります。
その他の保険：その他の保険は、自動車損害賠償責任保険、労働者災害補償責任保険、賠償責任保険な
どが主なものであります。その他の保険の正味収入保険料は２０億６０百万円となりました。

資産運用の概況は次のとおりであります。
平成１７年３月３１日現在の総資産は５３１億７２百万円で前期末に比べて７２億７９百万円減少しました。
このうち運用資産は、前期末に比べ、４８億６２百万円減少して５０８億２８百万円となりました。
総資産に対する運用資産の比率は９５.６％であります。資産の主な内訳は、国債・地方債３５９億７４百
万円、社債７２億８８百万円、貸付金７億９５百万円などであります。
資産運用面では、国内長期金利が低位に推移するなか、中期的な安定収益確保を目的に公社債を中心と
する運用を行なった結果、利息及び配当金収入は７億５７百万円、運用資産利回りは１.４４％となりました。

○対処すべき課題
安田ライフ損保との合併にあたり、システム統合リスクへの各種対応策を講じてまいりました結果、シ
ステム統合に関連する不具合な諸事象の発生はありませんでした。引き続きリスク管理体制を整備・強化
することで、お客さまサービスに支障がないよう取り組んでまいる所存であります。
また、合併新会社においても、合
併と同時に全面施行となった「個人
情報の保護に関する法律」への対応
をはじめとした、コンプライアンス
態勢・リスク管理態勢のいっそうの
強化を通じて、経営の健全性を確保
してまいります。
以上の取り組みを通じ、合併新会
社が、お客さま第一主義を貫き、お
客さまに最も信頼される会社として
発展し続けられる強固な経営基盤づ
くりに、鋭意、取り組んでまいる所
存であります。

＜決算のながれ＞�

経常収益�
１５,０４９�

資産運用収益 ６１７�

営業費及び一般管理費 ２,３８２�

その他経常収益 １９�

特別損益 △５９４�

法人税及び住民税 ２５�

その他経常費用 ０�

経常費用�
１３,６３３�

経常利益�
１,４１５�

当期純利益�
７９５�

利息及び配当金収入 ７５７�
有価証券売却益 １�
積立保険料等運用益振替 △１４１�

保険引受収益 １４,４１２�
正味収入保険料 ５,７５２�
収入積立保険料 ４６６�
積立保険料等運用益 １４１�
支払備金戻入額 ２,１９２�
責任準備金戻入額 ５,８５９�

資産運用費用 ８６�
有価証券売却損 ８６�

保険引受費用 １１,１６２�
正味支払保険金 ７,１９３�
損害調査費 １,６９７�
諸手数料及び集金費 ８８４�
満期返戻金 １,３８７�

（単位：百万円）�

（マイナス）�

（プラス）�

（マイナス）�

旧 明治損害保険
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旧安田ライフ損害保険

1 主要な業務の状況を示す指標（直近５事業年度）2

年　度
項　目

正 味 収 入 保 険 料
（対前期増減率）

経 常 収 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

資 本 金
（発行済株式総数）

純 資 産 額

総 資 産 額
（うち積立勘定）

責 任 準 備 金 残 高

貸 付 金 残 高

有 価 証 券 残 高

ソルべンシー･マージン比率

配 当 性 向

従 業 員 数

13,906

（25.2％）

15,030

△1,136

△4,957

22,000

（40万株）

25,715

38,922

（1,919）

8,488

26

34,549

3,127.7％

－

336名

16,006

（15.1％）

16,772

600

541

22,000

（40万株）

26,174

41,624

（2,006）

10,560

29

35,255

3,247.1％

－

193名

平成１２年度 平成１３年度

16,046

（0.3％）

16,753

2,120

1,900

22,000

（40万株）

28,512

44,247

（1,499）

10,748

21

33,939

3,362.6％

－

228名

平成１４年度

14,637

（△8.8％）

16,342

1,758

1,734

22,000

（40万株）

29,733

43,833

（1,031）

9,863

14

33,509

3,651.5％

－

201名

10,965

（△25.1％）

12,833

2,470

1,355

22,000

（40万株）

31,179

44,601

（960）

9,117

12

33,923

3,891.6％

－

73名

平成１５年度 平成１６年度

（単位：百万円）

（注）合併に先立ち、平成１５年度から事業の再構築を進めてまいりました。このため、平成１６年度につきましては、事業内容が大きく
変更しておりますので、数値の比較にあたってご留意いただきますようお願い申しあげます。
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旧 明治損害保険

1 主要な業務の状況を示す指標（直近５事業年度）2

年　度
項　目

正 味 収 入 保 険 料
（対前期増減率）

経 常 収 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

資 本 金
（発行済株式総数）

純 資 産 額

総 資 産 額
（うち積立勘定）

責 任 準 備 金 残 高

貸 付 金 残 高

有 価 証 券 残 高

ソルべンシー･マージン比率

配 当 性 向

従 業 員 数

16,124

（20.6％）

19,716

△3,938

△4,130

30,000

（50万株）

40,563

76,691

（18,677）

27,541

2,408

56,894

2,646.9％

－

217名

17,328

（7.5％）

21,118

△1,716

△6,927

30,000

（50万株）

32,710

70,886

（20,116）

29,521

2,033

53,516

2,543.7％

－

204名

平成１２年度 平成１３年度

20,105

（16.0％）

31,719

1,408

1,115

30,000

（50万株）

32,689

63,273

（13,871）

21,323

1,176

46,725

2,651.9％

－

202名

平成１４年度

19,144

（△4.8％）

28,277

5,574

5,535

30,000

（50万株）

36,065

60,451

（8,200）

17,247

1,049

48,233

2,990.4％

－

197名

5,752

（△70.0％）

15,049

1,415

795

30,000

（50万株）

37,089

53,172

（7,296）

11,388

795

43,368

3,317.4％

－

105名

平成１５年度 平成１６年度

（単位：百万円）

（注）合併に先立ち、平成１５年度から事業の再構築を進めてまいりました。このため、平成１６年度につきましては、事業内容が大きく
変更しておりますので、数値の比較にあたってご留意いただきますようお願い申しあげます。
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旧安田ライフ損害保険

1 業務の状況を示す指標3

1. 保険料・一人当たり保険料

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

1,146

24

7,210

6,372

496

797

7.1

0.2

44.9

39.7

3.1

5.0

16,046 100.0

842

24

8,400

4,126

706

537

5.8

0.2

57.4

28.2

4.8

3.7

14,637 100.0

137

21

9,289

601

659

256

1.3

0.2

84.7

5.5

6.0

2.3

10,965 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

（単位：百万円）

（注）正味収入保険料は、元受・受再契約に係る収入保険料から出再契約に係る支払再保険料を控除したものです。

①正味収入保険料

（1）主要な業務の状況を示す指標

（注）１．元受正味保険料（含む収入積立保険料）は、元受保険料から元受解約返戻金・その他返戻金を差し引いた金額です。（積立保険の
積立保険料部分を含みます。）

２．従業員一人当たり元受正味保険料（含む収入積立保険料）＝元受正味保険料（含む収入積立保険料）
元受正味保険料（含む収入積立保険料）

従業員数

②元受正味保険料（含む収入積立保険料）

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計
（うち収入積立保険料）

従業員一人当たり元受正味保険料
（含む収入積立保険料）

1,646

－

7,512

6,425

△0

820

16,405

（162）

10.0

－

45.8

39.2

△0.0

5.0

100.0

（1.0）

1,230

－

8,769

4,217

△0

539

14,756

（92）

8.3

－

59.4

28.6

△0.0

3.7

100.0

（0.6）

268

－

9,632

679

△0

263

10,844

（53）

2.5

－

88.8

6.3

△0.0

2.4

100.0

（0.5）

71 73 148

（単位：百万円）

年　度
種　目 金　額 構成比（％）

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度
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1 業務の状況を示す指標3

1. 保険料・一人当たり保険料

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

1,923

43

1,786

13,545

599

2,206

9.6

0.2

8.9

67.4

3.0

11.0

20,105 100.0

1,608

41

1,651

13,416

841

1,585

8.4

0.2

8.6

70.1

4.4

8.3

19,144 100.0

542

43

848

2,300

786

1,231

9.4

0.8

14.7

40.0

13.7

21.4

5,752 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

（単位：百万円）

（注）正味収入保険料は、元受・受再契約に係る収入保険料から出再契約に係る支払再保険料を控除したものです。

①正味収入保険料

（1）主要な業務の状況を示す指標

（注）１．元受正味保険料（含む収入積立保険料）は、元受保険料から元受解約返戻金・その他返戻金を差し引いた金額です。（積立保険の
積立保険料部分を含みます。）

２．従業員一人当たり元受正味保険料（含む収入積立保険料）＝元受正味保険料（含む収入積立保険料）
元受正味保険料（含む収入積立保険料）

従業員数

②元受正味保険料（含む収入積立保険料）

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計
（うち収入積立保険料）

従業員一人当たり元受正味保険料
（含む収入積立保険料）

4,116

8

1,892

13,736

△0

3,081

22,835

（2,008）

18.0

0.0

8.3

60.2

△0.0

13.5

100.0

（8.8）

2,913

7

1,768

13,650

△0

2,328

20,669

（900）

14.1

0.0

8.6

66.0

△0.0

11.3

100.0

（4.4）

1,227

6

963

2,421

－

1,982

6,602

（466）

18.6

0.1

14.6

36.7

－

30.0

100.0

（7.1）

113 104 62

（単位：百万円）

年　度
種　目 金　額 構成比（％）

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度
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旧安田ライフ損害保険

（注）解約返戻金は、元受解約返戻金、受再解約返戻金及び積立解約返戻金の合計額を表示しています。

3. 解約返戻金

2. 受再正味保険料の額及び支払再保険料の額

（単位：百万円）

（単位：百万円）①受再正味保険料

（単位：百万円）②支払再保険料

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

26

25

18

11

496

154

3.7

3.5

2.5

1.6

67.6

21.1

733 100.0

29

25

－

9

706

136

3.3

2.8

－

1.1

77.8

15.1

907 100.0

26

21

－

4

659

91

3.3

2.7

－

0.5

82.1

11.4

803 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

365

1

319

65

△0

178

39.3

0.1

34.4

7.0

△0.0

19.2

929 100.0

325

1

369

100

△0

139

34.8

0.1

39.5

10.7

△0.0

14.9

935 100.0

104

0

342

82

△0

98

16.7

0.1

54.4

13.1

△0.0

15.7

629 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

234

4

7

50

5

16

319

136

4

10

35

10

2

199

77

4

13

6

13

10

126

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
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（注）解約返戻金は、元受解約返戻金、受再解約返戻金及び積立解約返戻金の合計額を表示しています。

3. 解約返戻金

2. 受再正味保険料の額及び支払再保険料の額

（単位：百万円）

（単位：百万円）①受再正味保険料

（単位：百万円）②支払再保険料

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

42

39

1

50

599

228

4.4

4.1

0.2

5.3

62.3

23.8

963 100.0

48

37

2

66

841

201

4.0

3.2

0.2

5.6

70.2

16.8

1,198 100.0

50

40

0

35

786

133

4.8

3.9

0.1

3.4

75.2

12.7

1,046 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

435

3

107

242

△0

895

25.8

0.2

6.4

14.4

△0.0

53.2

1,684 100.0

454

3

119

301

△0

943

24.9

0.2

6.6

16.5

△0.0

51.8

1,822 100.0

269

3

116

156

－

882

18.8

0.3

8.2

11.0

－

61.8

1,429 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

708

3

8

37

6

29

793

596

4

7

44

12

31

696

454

5

1

7

16

25

512

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
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4. 正味支払保険金の額・正味損害率及び元受正味保険金の額

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金 額 構成比（％）正味損害率（％） 金 額 構成比（％）正味損害率（％） 金 額 構成比（％）正味損害率（％）

5,748 100.0 47.0

237

13

1,140

3,954

274

128

4.1

0.2

19.8

68.8

4.8

2.2

33.4

55.5

27.5

73.0

56.0

28.4

平成１４年度

5,272 100.0 47.3

167

19

1,502

3,059

337

187

3.2

0.4

28.5

58.0

6.4

3.5

31.5

80.4

29.7

85.9

48.0

49.1

3,762 100.0 44.2

224

13

1,515

1,427

479

101

6.0

0.4

40.3

38.0

12.7

2.7

182.7

65.2

26.7

247.7

72.9

52.7

平成１５年度 平成１６年度
（単位：百万円）

（注）１．正味支払保険金は、元受・受再契約に係る支払保険金から出再契約に係る回収再保険金を控除したものです。

２．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費
（正味支払保険金＋損害調査費）

正味収入保険料

①正味支払保険金・正味損害率

（単位：百万円）②元受正味保険金

5. 受再正味保険金の額及び回収再保険金の額
（単位：百万円）①受再正味保険金

（単位：百万円）②回収再保険金

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

261

－

1,143

4,182

9

125

4.6

－

20.0

73.1

0.2

2.2

5,722 100.0

188

－

1,518

3,121

3

181

3.8

－

30.3

62.3

0.1

3.6

5,013 100.0

300

－

1,538

1,428

1

100

8.9

－

45.7

42.4

0.1

3.0

3,368 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

23

0

5

232

9

0

8.8

0.0

2.1

85.4

3.4

0.3

272 100.0

21

3

16

65

3

12

17.2

2.7

13.7

53.3

3.2

9.8

123 100.0

75

0

22

3

1

3

70.5

0.1

21.4

3.0

1.6

3.3

107 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

0

13

2

4

274

3

0.0

4.6

0.9

1.4

91.9

1.2

298 100.0

0

22

1

3

337

17

0.0

5.9

0.3

0.9

88.3

4.6

381 100.0

0

13

0

2

479

4

0.0

2.8

0.0

0.6

95.8

0.8

500 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度
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4. 正味支払保険金の額・正味損害率及び元受正味保険金の額

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金 額 構成比（％）正味損害率（％） 金 額 構成比（％）正味損害率（％） 金 額 構成比（％）正味損害率（％）

9,351 100.0 54.0

531

19

541

7,175

364

719

5.7

0.2

5.8

76.7

3.9

7.7

30.3

46.4

37.5

62.2

61.1

36.3

平成１４年度

10,326 100.0 62.6

512

38

380

8,330

429

634

5.0

0.4

3.7

80.7

4.2

6.1

35.3

92.4

29.6

72.6

51.2

45.5

7,193 100.0 154.6

681

19

350

5,130

585

424

9.5

0.3

4.9

71.3

8.1

5.9

131.8

45.0

48.8

290.2

74.5

38.9

平成１５年度 平成１６年度
（単位：百万円）

（注）１．正味支払保険金は、元受・受再契約に係る支払保険金から出再契約に係る回収再保険金を控除したものです。

２．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費
（正味支払保険金＋損害調査費）

正味収入保険料

①正味支払保険金・正味損害率

（単位：百万円）②元受正味保険金

5. 受再正味保険金の額及び回収再保険金の額
（単位：百万円）①受再正味保険金

（単位：百万円）②回収再保険金

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

536

0

542

7,289

－

811

5.8

0.0

5.9

79.4

－

8.8

9,181 100.0

538

3

382

8,466

－

730

5.3

0.0

3.8

83.6

－

7.2

10,122 100.0

731

0

353

5,417

－

475

10.5

0.0

5.1

77.6

－

6.8

6,978 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

5

0

1

152

－

111

2.0

0.2

0.5

56.1

－

41.2

271 100.0

26

12

2

169

－

127

7.7

3.7

0.7

50.1

－

37.6

338 100.0

50

0

2

312

－

64

11.7

0.1

0.6

72.5

－

15.0

430 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

金　額 構成比（％）

1

19

0

37

364

19

0.2

4.4

0.0

8.6

82.4

4.4

441 100.0

0

47

0

33

429

31

0.0

8.7

0.0

6.2

79.2

5.8

542 100.0

1

18

0

25

585

13

0.2

2.9

0.0

4.0

90.8

2.1

645 100.0

平成１４年度
金　額 構成比（％）
平成１５年度

金　額 構成比（％）
平成１６年度
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（注）１．上記営業費及び一般管理費は、損益計算書に記載の平成１４年度３,１３２百万円、平成１５年度３,５４４百万円、平成１６年度３,２１３百万円
のうち保険引受に係る金額です。

２．その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額等です。

（注）地震・自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いております。

8. 保険引受利益

年　度
区　分

保 険 引 受 収 益
保 険 引 受 費 用
営業費及び一般管理費
そ の 他 収 支

保 険 引 受 利 益

16,244

11,500

3,085

5

1,664

平成１４年度

15,926

10,215

3,525

6

2,192

12,429

6,982

3,185

3

2,265

平成１５年度 平成１６年度

（単位：百万円）

【保険種目別保険引受利益】 （単位：百万円）

（注）正味事業費率＝保険引受に係る営業費及び一般管理費＋諸手数料及び集金費

7. 正味事業費率

年　度
区　分

保険引受に係る事業費
（保険引受に係る営業費及び一般管理費）
（諸手数料及び集金費）

正 味 事 業 費 率

6,043

（3,085）

（2,957）

37.7％

平成１４年度

6,246

（3,525）

（2,720）

42.7％

平成１５年度

5,204

（3,185）

（2,018）

47.5％

平成１６年度

（単位：百万円）

保険引受に係る営業費及び一般管理費＋諸手数料及び集金費
正味収入保険料

6. 未収再保険金の額
（単位：百万円）

① 年度開始時の未収再保険金

② 当該年度に回収できる事由が発生した額

③ 当該年度回収等

④ ①＋②－③＝年度末の未収再保険金

平成１６年度

8

102

95

15

平成１５年度

3

104

100

8

年　度　
区　分

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

132

2

1,576

△178

－

131

1,664

234

9

1,695

37

－

215

2,192

301

9

1,653

88

－

211

2,265

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
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（注）１．上記営業費及び一般管理費は、損益計算書に記載の平成１４年度３,０４７百万円、平成１５年度２,９７７百万円、平成１６年度２,３８２百万円
のうち保険引受に係る金額です。

２．その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税相当額等です。

（注）地震・自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いております。

8. 保険引受利益

年　度
区　分

保 険 引 受 収 益
保 険 引 受 費 用
営業費及び一般管理費
そ の 他 収 支

保 険 引 受 利 益

30,581

27,079

2,931

9

580

平成１４年度

24,278

19,652

2,864

3

1,765

14,412

11,162

2,270

2

980

平成１５年度 平成１６年度

（単位：百万円）

【保険種目別保険引受利益】 （単位：百万円）

（注）正味事業費率＝保険引受に係る営業費及び一般管理費＋諸手数料及び集金費

7. 正味事業費率

年　度
区　分

保険引受に係る事業費
（保険引受に係る営業費及び一般管理費）
（諸手数料及び集金費）

正 味 事 業 費 率

6,319

（2,931）

（3,388）

31.4％

平成１４年度

6,117

（2,864）

（3,253）

32.0％

平成１５年度

3,155

（2,270）

（ 884）

54.9％

平成１６年度

（単位：百万円）

保険引受に係る営業費及び一般管理費＋諸手数料及び集金費
正味収入保険料

6. 未収再保険金の額
（単位：百万円）

① 年度開始時の未収再保険金

② 当該年度に回収できる事由が発生した額

③ 当該年度回収等

④ ①＋②－③＝年度末の未収再保険金

平成１６年度

40

401

381

60

平成１５年度

38

338

336

40

年　度　
区　分

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

△14

△19

189

△59

－

483

580

341

△3

328

443

－

654

1,765

86

△13

446

167

－

293

980

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
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（2）保険契約に関する指標

積立保険（貯蓄型保険）では、保険期間が終了し満期を迎えられたご契約者に対して、満期返戻金をお

支払いするとともに、保険期間中の運用利回りが予定利率を上回った場合には、毎月の満期契約毎に契約

者配当金を計算してお支払いいたします。

なお、平成１６年度に満期を迎えられたご契約につきましては、長引く低金利情勢の影響もあり、契約

者配当金はございませんでした。

1. 契約者配当

2. 国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

9. 公共債の窓販実績

該当事項ありません。

（注）上表は、収入保険料（元受正味保険料（除く収入積立保険料）と受再正味保険料の合計）について国内契約及び海外契約の割合を記
載しております。

年　度
区　分

国 内 契 約

海 外 契 約

平成１６年度

100.0％

0.0％
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（2）保険契約に関する指標

積立保険（貯蓄型保険）では、保険期間が終了し満期を迎えられたご契約者に対して、満期返戻金をお

支払いするとともに、保険期間中の運用利回りが予定利率を上回った場合には、毎月の満期契約毎に契約

者配当金を計算してお支払いいたします。

なお、平成１６年度に満期を迎えられたご契約につきましては、長引く低金利情勢の影響もあり、契約

者配当金はございませんでした。

1. 契約者配当

9. 公共債の窓販実績

該当事項ありません。

2. 国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

（注）上表は、収入保険料（元受正味保険料（除く収入積立保険料）と受再正味保険料の合計）について国内契約及び海外契約の割合を記
載しております。

年　度
区　分

国 内 契 約

海 外 契 約

平成１６年度

100.0％

0.0％
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（単位：百万円）②責任準備金

（3）経理に関する指標

（単位：百万円）①支払備金

1. 保険契約準備金

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

103

14

1,047

2,011

106

137

3,421

71

8

1,229

1,546

159

125

3,141

62

12

1,278

867

210

81

2,514

平成１４年度末 平成１５年度末 平成１６年度末

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

3,301

25

3,800

2,509

397

714

10,748

2,759

26

3,984

1,873

730

489

9,863

2,202

20

4,449

1,282

880

282

9,117

平成１４年度末 平成１５年度末 平成１６年度末

（注）１．積立方式及び積立率は、保険業法第３条第５項第１号に掲げる保険に係る保険契約及び保険業法第３条第５項第１号に掲げる保
険を主たる保険としている保険契約を除いております。

（注）２．保険料積立金及び積立保険に係る払戻積立金以外について積立方式という概念がないため、積立方式は保険料積立金及び積立保
険に係る払戻積立金について記載しております。

（注）３．積立率＝（実際に積立てている普通責任準備金＋払戻積立金）÷（下記（１）～（３）の合計額）
（１）標準責任準備金対象契約に係る平成８年大蔵省告示第４８号に定める方式により計算した保険料積立金及び払戻積立金（保

険業法施行規則第６８条第２項に定める保険契約に限る）
（２）標準責任準備金対象外契約に係る平準純保険料式により計算した平成１３年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に

係る保険料積立金、保険業法施行規則第６８条第２項に定める保険契約以外の保険契約で平成１３年７月１日以降に保険期
間が開始する保険契約に係る払戻積立金並びに平成１３年７月１日前に保険期間が開始する保険契約に係る普通責任準備金
及び払戻積立金

（３）平成１３年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に係る未経過保険料

2. 責任準備金積立水準

積立方式

区　　分

標準責任準備金対象契約

標準責任準備金対象外契約

平成１５年度末

標準責任準備金

該当ありません

100.0％

平成１６年度末

標準責任準備金

該当ありません

100.0％積立率
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（単位：百万円）②責任準備金

（3）経理に関する指標

（単位：百万円）①支払備金

1. 保険契約準備金

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

252

31

340

3,487

139

469

4,720

118

11

360

4,513

196

414

5,615

118

18

171

2,549

254

311

3,423

平成１４年度末 平成１５年度末 平成１６年度末

年　度
種　目

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

11,052

30

900

5,422

474

3,444

21,323

10,321

21

975

3,761

845

1,321

17,247

8,685

18

555

11

1,013

1,102

11,388

平成１４年度末 平成１５年度末 平成１６年度末

（注）１．積立方式及び積立率は、保険業法第３条第５項第１号に掲げる保険に係る保険契約及び保険業法第３条第５項第１号に掲げる保
険を主たる保険としている保険契約を除いております。

（注）２．保険料積立金及び積立保険に係る払戻積立金以外について積立方式という概念がないため、積立方式は保険料積立金及び積立保
険に係る払戻積立金について記載しております。

（注）３．積立率＝（実際に積立てている普通責任準備金＋払戻積立金）÷（下記（１）～（３）の合計額）
（１）標準責任準備金対象契約に係る平成８年大蔵省告示第４８号に定める方式により計算した保険料積立金及び払戻積立金（保

険業法施行規則第６８条第２項に定める保険契約に限る）
（２）標準責任準備金対象外契約に係る平準純保険料式により計算した平成１３年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に

係る保険料積立金、保険業法施行規則第６８条第２項に定める保険契約以外の保険契約で平成１３年７月１日以降に保険期
間が開始する保険契約に係る払戻積立金並びに平成１３年７月１日前に保険期間が開始する保険契約に係る普通責任準備金
及び払戻積立金

（３）平成１３年７月１日以降に保険期間が開始する保険契約に係る未経過保険料

2. 責任準備金積立水準

積立方式

区　　分

標準責任準備金対象契約

標準責任準備金対象外契約

平成１５年度末

標準責任準備金

平準純保険料式

100.0％

平成１６年度末

標準責任準備金

平準純保険料式

100.0％積立率
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（単位：百万円）

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
特定海外債権引当勘定

退 職 給 付 引 当 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

合 計

平成１５年度末
残高

平成１６年度
増加額

平成１６年度末
残高

平成１６年度減少額
目的使用 その他

区　　分

貸
倒
引
当
金

－

1

－

14

101

6

125

－

1

－

0

42

6

50

－

0

－

13

101

6

122

－

－

－

－

－

－

－

－

3

－

1

42

6

54

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
特定海外債権引当勘定

退 職 給 付 引 当 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

合 計

平成１４年度末
残高

平成１５年度
増加額

平成１５年度末
残高

平成１５年度減少額
目的使用 その他

区　　分

貸
倒
引
当
金

－

1

－

19

117

17

155

－

0

－

4

101

6

113

－

－

－

9

117

17

144

－

－

－

－

－

－

－

－

1

－

14

101

6

125

3. 引当金明細表
①平成１６年度

（単位：百万円）②平成１５年度

該当事項ありません。

4. 貸付金償却の額
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（単位：百万円）

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
特定海外債権引当勘定

退 職 給 付 引 当 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

合 計

平成１５年度末
残高

平成１６年度
増加額

平成１６年度末
残高

平成１６年度減少額
目的使用 その他

区　　分

貸
倒
引
当
金

－

－

－

－

127

34

162

－

0

－

－

64

8

73

－

－

－

－

127

34

162

－

－

－

－

－

－

－

－

0

－

－

64

8

73

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
特定海外債権引当勘定

退 職 給 付 引 当 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金

合 計

平成１４年度末
残高

平成１５年度
増加額

平成１５年度末
残高

平成１５年度減少額
目的使用 その他

区　　分

貸
倒
引
当
金

－

－

－

－

162

24

187

－

－

－

－

127

9

137

－

－

－

－

162

－

162

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

127

34

162

3. 引当金明細表
①平成１６年度

（単位：百万円）②平成１５年度

該当事項ありません。

4. 貸付金償却の額
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平成１６年度
減少額

5. 資本金等明細表
（単位：百万円）

資 本 金

普 通 株 式うち既発行株式

資本準備金及び

その他資本剰余金

（資本準備金）

株式払込剰余金

（その他資本剰余金）

合　　　　計

平成１５年度末
残高

平成１６年度
増加額

平成１６年度末
残高区　　 分

22,000

（400,000株）
22,000

03,055

－

03,055

－

（ －　）

－

－

－

－

利益準備金及び

任意積立金

（利益準備金）

（任意積立金）

合　　　　計

－

－

－

－

－

－

－

（ －　）

－

－

－

－

－

－

－

22,000

（400,000株）
22,000

03,055

－

03,055

－

－

－

平成１５年度
減少額

資 本 金

普 通 株 式うち既発行株式

資本準備金及び

その他資本剰余金

（資本準備金）

株式払込剰余金

（その他資本剰余金）

合　　　　計

平成１４年度末
残高

平成１５年度
増加額

平成１５年度末
残高区　　 分

22,000

（400,000株）
22,000

03,055

－

03,055

－

（ －　）

－

－

－

－

利益準備金及び

任意積立金

（利益準備金）

（任意積立金）

合　　　　計

－

－

－

－

－

－

－

（ －　）

－

－

－

－

－

－

－

22,000

（400,000株）
22,000

03,055

－

03,055

－

－

－

①平成１６年度

（単位：百万円）②平成１５年度

（単位：百万円）

区　分
年　度

人 件 費
物 件 費
税 金 ・ 拠 出 金 等

計
（ 損 害 調 査 費 ）
（営業費及び一般管理費）

諸手数料及び集金費

事 業 費 合 計

平成１４年度

1,933

2,830

154

4,918

（1,786）

（3,132）

2,957

7,876

平成１５年度

2,079

2,977

139

5,196

（1,652）

（3,544）

2,720

7,916

平成１６年度

1,512

2,693

93

4,299

（1,086）

（3,213）

2,018

6,317

（注）金額は損益計算書における損害調査費、営業費及び一般管理費並びに諸手数料及び集金費の合計であります。

6. 事業費の内訳
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平成１６年度
減少額

5. 資本金等明細表
（単位：百万円）

資 本 金

普 通 株 式うち既発行株式

資本準備金及び

その他資本剰余金

（資本準備金）

株式払込剰余金

（その他資本剰余金）

合　　　　計

平成１５年度末
残高

平成１６年度
増加額

平成１６年度末
残高区　　 分

30,000

（500,000株）
30,000

20,000

－

20,000

－

（ －　）

－

－

－

－

利益準備金及び

任意積立金

（利益準備金）

（任意積立金）

合　　　　計

－

－

－

－

－

－

－

（ －　）

－

14,325

－

14,325

－

－

－

30,000

（500,000株）
30,000

05,674

－

05,674

－

－

－

平成１５年度
減少額

資 本 金

普 通 株 式うち既発行株式

資本準備金及び

その他資本剰余金

（資本準備金）

株式払込剰余金

（その他資本剰余金）

合　　　　計

平成１４年度末
残高

平成１５年度
増加額

平成１５年度末
残高区　　 分

30,000

（500,000株）
30,000

20,000

－

20,000

－

（ －　）

－

－

－

－

利益準備金及び

任意積立金

（利益準備金）

（任意積立金）

合　　　　計

－

－

－

－

－

－

－

（ －　）

－

－

－

－

－

－

－

30,000

（500,000株）
30,000

20,000

－

20,000

－

－

－

①平成１６年度

（単位：百万円）②平成１５年度

（単位：百万円）

区　分
年　度

人 件 費
物 件 費
税 金 ・ 拠 出 金 等

計
（ 損 害 調 査 費 ）
（営業費及び一般管理費）

諸手数料及び集金費

事 業 費 合 計

平成１４年度

1,747

2,475

331

4,554

（1,507）

（3,047）

3,388

7,942

平成１５年度

2,036

2,322

282

4,641

（1,663）

（2,977）

3,253

7,895

平成１６年度

1,935

1,998

146

4,080

（1,697）

（2,382）

884

4,964

（注）金額は損益計算書における損害調査費、営業費及び一般管理費並びに諸手数料及び集金費の合計であります。

6. 事業費の内訳
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7. 売買目的有価証券運用損益

国 債 等
株 式
外 国 証 券

合 計

区　　分 平成１４年度

47

－

－

平成１５年度

11

－

－

47 11

平成１６年度

0

－

－

0

9. 有価証券売却損

該当事項ありません。

10. 有価証券評価損

（単位：百万円）

国 債 等
株 式
外 国 証 券

合 計

区　　分 平成１４年度

－

－

－

平成１５年度

－

－

－

－ －

平成１６年度

－

165

－

165

（単位：百万円）

国 債 等
株 式
外 国 証 券

合 計

区　　分 平成１４年度

－

－

－

平成１５年度

－

824

－

－ 824

平成１６年度

－

－

－

－

8. 有価証券売却益
（単位：百万円）
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（単位：百万円）

国 債 等
株 式
外 国 証 券

合 計

区　　分 平成１４年度

168

326

16

平成１５年度

33

3,321

－

511 3,355

平成１６年度

1

－

－

1

9. 有価証券売却損

該当事項ありません。

7. 売買目的有価証券運用損益

10. 有価証券評価損

（単位：百万円）

国 債 等
株 式
外 国 証 券

合 計

区　　分 平成１４年度

16

25

01

平成１５年度

70

－

－

43 70

平成１６年度

86

－

－

86

（単位：百万円）

国 債 等
株 式
外 国 証 券

合 計

区　　分 平成１４年度

－

139

－

平成１５年度

－

－

－

139 －

平成１６年度

－

－

－

－

8. 有価証券売却益
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（単位：百万円）

区　分
年　度

不 動 産
動 産

合 計

処分益 処分損 処分益 処分損 処分益 処分損
平成１４年度

－ 24

－

－

19

05

平成１５年度

－ 10

－

－

08

01

平成１６年度

－ 138

－

－

121

017

12. 不動産・動産の処分損益

1. 資産運用方針
○運用環境
国内株式は、米国を中心とした世界経済の拡大を背景に製造業において設備投資増や輸出の増加がみら

れ、企業収益が改善する一方、ＩＴ関連分野の在庫調整、原油価格の高騰を要因とした持続的な成長に対
する不透明感から、国内の本格的な景気回復への足取りは重く、一進一退の動きにとどまりました。
国内長期金利は、日米景気の本格回復期待および日銀の量的緩和早期解除の思惑等から６月から８月に

かけて上昇しましたが、原油価格が高値圏で推移するなど景気悪化要因が顕在化するなか、本格的な景気
回復の確信がもてないまま９月以降は１.４％前後の比較的狭いレンジの動きとなりました。
○資産運用方針
資産の運用にあたりましては、安全性・健全性・流動性に留意しつつ、公社債を中心とする円金利資産

ポートフォリオの構築をめざし、中長期的に安定収益を確保することを基本方針としております。
また、資産運用に係るリスクにつきましては、信用リスク管理の高度化を推進するとともに、金利リス

クを中心とした市場関連リスクの把握・分析、資産の自己査定の厳正な実施等を通じて、積立勘定資産を
含めた総合的なリスク管理体制の整備・拡充をはかり、資産の健全性の維持に努めております。

（4）資産運用に関する指標

（単位：百万円）

建 物
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
動 産

合 計

取得原価 平成１６年度
償却額 償却累計額 平成１６年度末

残高 償却累計率（％）区　　分

－

（ －）

（ －）

51

51

3

（2,163）

（ －）

14

17

－

（ －）

（ －）

33

33

－

（ －）

（ －）

17

17

－

（ －）

（ －）

65.4

65.4

建 物
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
動 産

合 計

取得原価 平成１５年度
償却額 償却累計額 平成１５年度末

残高 償却累計率（％）区　　分

88

（1,688）

（ －）

184

272

3

（2,163）

（ －）

18

22

39

（1,639）

（ －）

143

183

48

（1,648）

（ －）

40

88

45.3

（45.3）

（ －）

78.1

67.5

11. 減価償却費明細表
①平成１６年度

（単位：百万円）②平成１５年度
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○運用環境
国内株式は、米国を中心とした世界経済の拡大を背景に製造業において設備投資増や輸出の増加がみら

れ、企業収益が改善する一方、ＩＴ関連分野の在庫調整、原油価格の高騰を要因とした持続的な成長に対
する不透明感から、国内の本格的な景気回復への足取りは重く、一進一退の動きにとどまりました。
国内長期金利は、日米景気の本格回復期待および日銀の量的緩和早期解除の思惑等から６月から８月に

かけて上昇しましたが、原油価格が高値圏で推移するなど景気悪化要因が顕在化するなか、本格的な景気
回復の確信がもてないまま９月以降は１.４％前後の比較的狭いレンジの動きとなりました。
○資産運用方針
資産の運用にあたりましては、安全性・健全性・流動性に留意しつつ、公社債、貸付金を中心とする円

金利資産ポートフォリオの構築をめざし、中長期的に安定収益を確保することを基本方針としております。
また、資産運用に係るリスクにつきましては、信用リスク管理の高度化を推進するとともに、金利リス

クを中心とした市場関連リスクの把握・分析、資産の自己査定の厳正な実施等を通じて、積立勘定資産を
含めた総合的なリスク管理体制の整備・拡充をはかり、資産の健全性の維持に努めております。

（単位：百万円）

区　分
年　度

不 動 産
動 産

合 計

処分益 処分損 処分益 処分損 処分益 処分損
平成１４年度

－ 8

－

－

3

5

平成１５年度

－ 2

－

－

－

2

平成１６年度

－ 178

－

－

130

048

12. 不動産・動産の処分損益

1. 資産運用方針

（4）資産運用に関する指標

（単位：百万円）

建 物
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
動 産

合 計

取得原価 平成１６年度
償却額 償却累計額 平成１６年度末

残高 償却累計率（％）区　　分

2,533

（1,560）

（0,972）

244

2,777

103

（2,163）

（2,239）

11

115

1,059

（2,652）

（2,406）

195

1,255

1,473

（1,908）

（2,565）

48

1,522

41.8

（41.8）

（41.8）

80.1

45.2

建 物
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
動 産

合 計

取得原価 平成１５年度
償却額 償却累計額 平成１５年度末

残高 償却累計率（％）区　　分

2,711

（1,670）

（1,040）

509

3,220

125

（2,181）

（2,244）

42

167

1,064

（2,655）

（2,408）

425

1,490

1,646

（1,014）

（2,631）

83

1,729

39.3

（39.3）

（39.3）

83.6

46.3

11. 減価償却費明細表
①平成１６年度

（単位：百万円）②平成１５年度
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3. 資産運用の概況

年　度
区　分

総 資 産

運 用 資 産

預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券
（ う ち 株 式 ）

貸 付 金

土 地 ・ 建 物

運

用

資

産

内

訳

金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）

44,247

41,239

7,224

－

－

－

－

－

－

33,939

（1,080）

21

54

100.0

93.2

16.3

－

－

－

－

－

－

76.7

（2.4）

0.0

0.1

平成１４年度末

43,833

41,081

7,508

－

－

－

－

－

－

33,509

（255）

14

48

100.0

93.7

17.1

－

－

－

－

－

－

76.4

（0.6）

0.0

0.1

平成１５年度末

44,601

41,676

7,741

－

－

－

－

－

－

33,923

（－）

12

－

100.0

93.4

17.4

－

－

－

－

－

－

76.1

（－）

0.0

－

平成１６年度末
（単位：百万円）

2. 現金及び預貯金
（単位：百万円）

区　分
年　度

現 金
預 貯 金
（ 郵 便 振 替 ）
（ 当 座 預 金 ）
（ 普 通 預 金 ）
（ 通 知 預 金 ）
（ 定 期 預 金 ）
（譲渡性預金）

合 計

平成１４年度末

7,226

2

7,224

（ 5）

（－）

（7,218）

（－）

（－）

（－）

平成１５年度末

7,510

1

7,508

（ 1）

（－）

（7,507）

（－）

（－）

（－）

平成１６年度末

7,742

1

7,741

（ 9）

（－）

（7,731）

（－）

（－）

（－）

○運用実績の概要
平成１７年３月３１日現在の総資産は４４６億１百万円、運用資産は４１６億７６百万円で、総資産に対する

運用資産の比率は９３．４％となっております。
資産の配分につきましては、安定収益確保の観点から、国債、地方債、事業債等を中心とする円金利資

産への重点配分を実施いたしました結果、資産の主な内訳は、公社債７４．２％、預貯金１７．４％、その他証券
１．８％となりました。また、利息および配当金収入は４億３９百万円、運用資産利回り（インカム利回り）
は１．０６％となりました。
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○運用実績の概要
平成１７年３月３１日現在の総資産は５３１億７２百万円、運用資産は５０８億２８百万円で、総資産に対する

運用資産の比率は９５．６％となっております。
資産の配分につきましては、安定収益確保の観点から、国債、地方債、事業債等を中心とする円金利資

産への重点配分を実施いたしました結果、資産の主な内訳は、公社債８１．４％、貸付金１．５％、土地・建物
７．６％となりました。また、利息および配当金収入は７億５７百万円、運用資産利回り（インカム利回り）
は１．４４％となりました。

3. 資産運用の概況

年　度
区　分

総 資 産

運 用 資 産

預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券
（ う ち 株 式 ）

貸 付 金

土 地 ・ 建 物

運

用

資

産

内

訳

金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）

63,273

57,712

5,445

－

－

－

－

－

－

46,725

（4,553）

1,176

4,364

100.0

91.2

8.6

－

－

－

－

－

－

73.8

（7.2）

1.9

6.9

平成１４年度末

60,451

55,690

2,167

－

－

－

－

－

－

48,233

（－）

1,049

4,239

100.0

92.1

3.6

－

－

－

－

－

－

79.8

（－）

1.7

7.0

平成１５年度末

53,172

50,828

2,596

－

－

－

－

－

－

43,368

（－）

795

4,067

100.0

95.6

4.9

－

－

－

－

－

－

81.6

（－）

1.5

7.6

平成１６年度末
（単位：百万円）

2. 現金及び預貯金
（単位：百万円）

区　分
年　度

現 金
預 貯 金
（ 郵 便 振 替 ）
（ 当 座 預 金 ）
（ 普 通 預 金 ）
（ 通 知 預 金 ）
（ 定 期 預 金 ）
（譲渡性預金）

合 計

平成１４年度末

5,445

－

5,445

（－）

（20）

（5,424）

（－）

（－）

（－）

平成１５年度末

2,167

－

2,167

（－）

（29）

（2,138）

（－）

（－）

（－）

平成１６年度末

2,596

－

2,596

（－）

（20）

（2,576）

（－）

（－）

（－）
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預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 付 金
土 地 ・ 建 物

4. 利息配当収入の額及び運用利回り

（注）１．運用資産利回り（インカム利回り）＝利息及び配当金収入　

２．月平均運用額は区分毎の各月末残高の合計額を１２で除したものとしています。
２．ただし、コールローン、買現先勘定、買入金銭債権は各月平均残高を１２で除したものとしています。

利息及び配当金収入
月平均運用額

年　度
区　分

小 計

地震保険運用益等

合 計

収入金額 利回り（％） 収入金額 利回り（％） 収入金額 利回り（％）

0

－

－

－

－

－

－

491

1

－

493

1

494

0.01

－

－

－

－

－

－

1.42

4.30

－

1.27

－

－

平成１４年度

0

－

－

－

－

－

－

430

0

－

431

1

432

0.00

－

－

－

－

－

－

1.35

4.09

－

1.06

－

－

平成１５年度

0

－

－

－

－

－

－

437

0

－

438

1

439

0.00

－

－

－

－

－

－

1.26

3.69

－

1.06

－

－

平成１６年度
（単位：百万円）

時価会計導入を機に、業界として損害保険会社の開示利回りのあり方を見直した結果、従来の運用資産利

回り（インカム利回り）のみでは運用の実態を必ずしも適切に反映できないと考え、以下の二つの利回りを

開示いたしております。

①資産運用利回り（実現利回り）

資産運用に係る成果を、当期の期間損益（損益計算書）への寄与の観点から示す指標です。分子は実現

損益、分母は取得原価をベースとした利回りです。

②（参考）時価総合利回り

時価ベースでの運用効率を示す指標。分子は実現損益に加えて時価評価差額の増減を反映させ、分母は

時価をベースとした利回りです。

それぞれの利回りにつきましては、P.６３の項目５、６を参照ください。
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預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 付 金
土 地 ・ 建 物

4. 利息配当収入の額及び運用利回り

（注）１．運用資産利回り（インカム利回り）＝利息及び配当金収入　

２．月平均運用額は区分毎の各月末残高の合計額を１２で除したものとしています。
２．ただし、コールローン、買現先勘定、買入金銭債権は各月平均残高を１２で除したものとしています。

利息及び配当金収入
月平均運用額

年　度
区　分

小 計

地震保険運用益等

合 計

収入金額 利回り（％） 収入金額 利回り（％） 収入金額 利回り（％）

0

－

－

－

－

－

－

694

41

143

879

1

881

0.00

－

－

－

－

－

－

1.57

2.41

3.20

1.56

－

－

平成１４年度

0

－

－

－

－

－

－

610

19

147

778

1

780

0.00

－

－

－

－

－

－

1.33

1.83

3.40

1.41

－

－

平成１５年度

0

－

－

－

－

－

－

586

17

151

755

2

757

0.00

－

－

－

－

－

－

1.31

1.80

3.59

1.44

－

－

平成１６年度
（単位：百万円）

時価会計導入を機に、業界として損害保険会社の開示利回りのあり方を見直した結果、従来の運用資産利

回り（インカム利回り）のみでは運用の実態を必ずしも適切に反映できないと考え、以下の二つの利回りを

開示いたしております。

①資産運用利回り（実現利回り）

資産運用に係る成果を、当期の期間損益（損益計算書）への寄与の観点から示す指標です。分子は実現

損益、分母は取得原価をベースとした利回りです。

②（参考）時価総合利回り

時価ベースでの運用効率を示す指標。分子は実現損益に加えて時価評価差額の増減を反映させ、分母は

時価をベースとした利回りです。

それぞれの利回りにつきましては、P.６４の項目５、６を参照ください。
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5. 資産運用利回り（実現利回り）

（注）１．資産運用利回り（実現利回り）＝

２．月平均運用額は区分毎の各月末残高の合計額を１２で除したものとしています。

資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用
月平均運用額

預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託

貸 付 金
土 地 ・ 建 物
金 融 派 生 商 品
そ の 他
合 計

資産運用損益
（実現ベース）

平均運用額
（取得原価ベース）

利回り
（％）

資産運用損益
（実現ベース）

平均運用額
（取得原価ベース）

利回り
（％）

資産運用損益
（実現ベース）

平均運用額
（取得原価ベース）

利回り
（％）

（単位：百万円）

有 価 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 　 　 式 ）
（ 外 国 証 券 ）
（その他の証券）

平成１４年度

0

－

－

－

－

－

－

538
（ 514）
（000－）
（000－）
（0 23）

1

－

－

－

540

4,152

－

－

－

－

－

－

34,619
（31,470）
（01,080）
（00 －）
（02,068）

26

65

38,863

0.01

－

－

－

－

－

－

1.56
（ 1.64）
（ －）
（ －）
（ 1.15）

4.30

－

1.39

0

－

－

－

－

－

－

△382
（ 420）
（△824）
（000－）
（ 021）

0

－

－

－

△381

8,825

－

－

－

－

－

－

31,912
（29,183）
（01,011）
（00 －）
（01,717）

20

53

40,812

0.00

－

－

－

－

－

－

△1.20
（△1.44）
（△81.52）
（ －）
（ 1.24）

4.09

－

△0.94

0

－

－

－

－

－

－

272
（ 423）
（△165）
（000－）
（ 014）

0

－

－

－

273

6,365

－

－

－

－

－

－

34,782
（33,918）
（01,063）
（00 －）
（01,800）

16

44

41,208

0.00

－

－

－

－

－

－

0.78
（ 1.25）
（△259.13）
（ －）
（ 1.83）

3.69

－

0.66

平成１５年度 平成１６年度年　度

区　分

6.（参考）時価総合利回り
（単位：百万円）

（注）時価総合利回り＝

＊税効果控除前の金額による

（資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用）＋（当期末評価差額＊－前期末評価差額＊）＋繰延ヘッジ損益増減
月平均運用額＋その他有価証券に係る前期末評価差額＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益

預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託

貸 付 金
土 地 ・ 建 物
金 融 派 生 商 品
そ の 他
合 計

資産運用損益
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

利回り
（％）

資産運用損益
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

利回り
（％）

資産運用損益
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

利回り
（％）

有 価 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 　 　 式 ）
（ 外 国 証 券 ）
（その他の証券）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度年　度

区　分
0

－

－

－

－

－

－

1,223
（1,194）
（000－）
（000－）
（0 29）

1

－

－

1

1,226

4,152

－

－

－

－

－

－

35,405
（32,242）
（01,080）
（00 －）
（02,083）

26

65

39,650

0.01

－

－

－

－

－

－

3.46
（ 3.70）
（ －）
（ －）
（ 1.41）

4.30

－

3.09

0

－

－

－

－

－

－

△1,186
（△374）
（△824）
（000－）
（ 012）

0

－

－

－

△1,185

8,825

－

－

－

－

－

－

33,501
（30,751）
（01,011）
（00 －）
（01,739）

20

53

42,401

0.00

－

－

－

－

－

－

△3.54
（△1.22）
（△81.52）
（ －）
（ 0.72）

4.09

－

△2.80

0

－

－

－

－

－

－

415
（ 569）
（△165）
（000－）
（ 011）

0

－

－

－

415

6,365

－

－

－

－

－

－

35,568
（34,690）
（01,063）
（00 －）
（01,813）

16

44

41,994

0.00

－

－

－

－

－

－

1.17
（ 1.64）
（△259.13）
（ －）
（ 1.40）

3.69

－

0.99
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5. 資産運用利回り（実現利回り）

（注）１．資産運用利回り（実現利回り）＝

２．月平均運用額は区分毎の各月末残高の合計額を１２で除したものとしています。

資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用
月平均運用額

預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託

貸 付 金
土 地 ・ 建 物
金 融 派 生 商 品
そ の 他
合 計

資産運用損益
（実現ベース）

平均運用額
（取得原価ベース）

利回り
（％）

資産運用損益
（実現ベース）

平均運用額
（取得原価ベース）

利回り
（％）

資産運用損益
（実現ベース）

平均運用額
（取得原価ベース）

利回り
（％）

（単位：百万円）

有 価 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 　 　 式 ）
（ 外 国 証 券 ）
（その他の証券）

平成１４年度

0

－

－

－

－

－

－

1,022
（ 803）
（ 199）
（0 20）
（000－）

41

143

－

1

1,209

5,905

－

－

－

－

－

－

44,235
（41,505）
（02,488）
（00,241）
（00 －）

1,713

4,494

56,349

0.00

－

－

－

－

－

－

2.31
（ 1.94）
（ 8.01）
（ 8.33）
（ －）

2.41

3.20

2.15

0

－

－

－

－

－

－

3,895
（ 569）
（3,323）
（00 1）
（000－）

19

147

－

1

4,065

3,892

－

－

－

－

－

－

46,079
（45,069）
（00,910）
（00,099）
（00 －）

1,085

4,354

55,411

0.00

－

－

－

－

－

－

8.45
（ 1.26）
（365.14）
（ 1.92）
（ －）

1.83

3.40

7.34

0

－

－

－

－

－

－

501
（ 499）
（000－）
（ 491）
（000－）

17

151

－

2

672

2,533

－

－

－

－

－

－

44,878
（44,778）
（00 －）
（01,899）
（00 －）

962

4,225

52,599

0.00

－

－

－

－

－

－

1.12
（0△1.12）
（00,00－）
（0△1.91）
（00,00－）

1.80

3.59

1.28

平成１５年度 平成１６年度年　度

区　分

2.41

3.20

△0.92

6.（参考）時価総合利回り
（単位：百万円）

（注）時価総合利回り＝

＊税効果控除前の金額による

（資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用）＋（当期末評価差額＊－前期末評価差額＊）＋繰延ヘッジ損益増減
月平均運用額＋その他有価証券に係る前期末評価差額＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益

預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 現 先 勘 定
債券貸借取引支払保証金
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託

貸 付 金
土 地 ・ 建 物
金 融 派 生 商 品
そ の 他
合 計

資産運用損益
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

利回り
（％）

資産運用損益
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

利回り
（％）

資産運用損益
（時価ベース）

平均運用額
（時価ベース）

利回り
（％）

有 価 証 券
（ 公 社 債 ）
（ 株 　 　 式 ）
（ 外 国 証 券 ）
（その他の証券）

平成１４年度

0

－

－

－

－

－

－

△758
（ 1,266）
（△2,033）
（00,0 7）
（000,0－）

41

143

－

1

△572

5,905

－

－

－

－

－

－

50,010
（42,729）
（07,017）
（00,263）
（00 －）

1,713

4,494

62,124

0.00

－

－

－

－

－

－

△1.52
（0 2.96）
（△28.97）
（0 2.97）
（00,00－）

1.83

3.40

1.15

0

－

－

－

－

－

－

513
（0,△511）
（ 1,026）
（00,0△1）
（000,0－）

19

147

－

1

683

3,892

－

－

－

－

－

－

50,072
（46,756）
（03,206）
（00,109）
（00 －）

1,085

4,354

59,405

0.00

－

－

－

－

－

－

1.03
（0△1.09）
（ 32.02）
（0△1.16）
（00,00－）

1.80

3.59

1.94

0

－

－

－

－

－

－

859
（0,△857）
（000,0－）
（00,0△2）
（000,0－）

17

151

－

2

1,030

2.533

－

－

－

－

－

－

45,490
（45,383）
（00 －）
（00,106）
（00 －）

962

4,225

53,211

0.00

－

－

－

－

－

－

1.89
（0△1.89）
（00,00－）
（0△1.97）
（00,00－）

平成１５年度 平成１６年度年　度

区　分
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（単位：百万円）

区　分
年　度

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券
貸 付 有 価 証 券

合 計

金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）
平成１４年度末

15,260

9,243

6,532

1,080

－

1,822

－

33,939

45.0

27.2

19.2

3.2

－

5.4

－

100.0

平成１５年度末

18,966

8,140

5,333

255

－

813

－

33,509

56.6

24.3

15.9

0.8

－

2.4

－

100.0

平成１６年度末

22,733

6,026

4,352

－

－

810

－

33,923

67.0

17.8

12.8

－

－

2.4

－

100.0

9. 保有有価証券

該当事項ありません。

該当事項ありません。

8. 商品有価証券

7. 海外投融資残高及び利回り
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（単位：百万円）

区　分
年　度

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券
貸 付 有 価 証 券

合 計

金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）
平成１４年度末

25,437

4,988

11,637

4,553

109

－

－

46,725

54.4

10.7

24.9

9.7

0.2

－

－

100.0

平成１５年度末

36,302

3,980

7,843

－

106

－

－

48,233

75.3

8.3

16.3

－

0.2

－

－

100.0

平成１６年度末

32,078

3,895

7,288

－

106

－

－

43,368

74.0

9.0

16.8

－

0.2

－

－

100.0

9. 保有有価証券

該当事項ありません。

8. 商品有価証券

7. 海外投融資残高及び利回り

年　度
区　分

外 国 公 社 債
外 国 株 式
そ の 他

外
貨
建

外 貨 建 資 産 計

残　高 構成比（％） 残　高 構成比（％） 残　高 構成比（％）

非 居 住 者 貸 付
外 国 公 社 債
そ の 他

円
貨
建

海
外
投
融
資
利
回
り

円 貨 建 資 産 計

運用資産利回り
（インカム利回り）
資産運用利回り
（ 実 現 利 回 り ）
（参考）
時価総合利回り

平成１４年度末 平成１５年度末

合 計

2.04％

8.33％

2.97％

－
－
－

－
－
－

－ －

－
109
－

109 106

－
100.0
－

100.0

109 100.0

平成１６年度末

1.92％

1.92％

△1.16％

－
－
－

－
－
－

－ －

－
106
－

－
100.0
－

100.0

106 100.0

106

1.91％

1.91％

1.97％

－
－
－

－
－
－

－ －

－
106
－

－
100.0
－

100.0

106 100.0

（単位：百万円）

（注）１．運用資産利回り（インカム利回り）＝利息及び配当金収入

２．資産運用利回り（実現利回り）＝利息及び配当金収入　　　　　　　　　

３．時価総合利回り＝利息及び配当金収入

＊税効果控除前の金額による

海外投融資にかかる利息及び配当金収入
月平均運用額

資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用
月平均運用額

（資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用）＋（当期末評価差額＊－前期末評価差額＊）＋繰延ヘッジ損益増減
月平均運用額＋その他有価証券に係る前期末評価差額＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益
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（単位：%）

区　分

年　度

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券

合 計

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

1.49

0.00

－

1.15

1.64

0.00

－

1.15

3.70

0.00

－

1.41

1.42 1.56 3.46

1.40

0.00

－

1.24

1.44

△81.52

－

1.24

△1.22

△81.52

－

0.72

1.35 1.20 △3.54

1.25

0.00

－

1.83

1.25

△259.13

－

1.83

1.64

△259.13

－

1.40

1.26 0.78 1.17

10. 保有有価証券利回り

（注）１．「区分」欄の「公社債」は貸借対照表の「国債」、「地方債」、及び「社債」を指しています。

（注）２．運用資産利回り（インカム利回り）＝利息及び配当金収入

３．資産運用利回り（実現利回り）＝利息及び配当金収入　

４．時価総合利回り＝利息及び配当金収入　

＊税効果控除前の金額による

利息及び配当金収入
月平均運用額

資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用
月平均運用額

（資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用）＋（当期末評価差額＊－前期末評価差額＊）＋繰延ヘッジ損益増減
月平均運用額＋その他有価証券に係る前期末評価差額＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益

運用資産
利 回 り
インカム
利 回 り

資産運用
利 回 り
実　現
利回り

（参考）
時価総合
利 回 り（ ）（ ）

運用資産
利 回 り
インカム
利 回 り

資産運用
利 回 り
実　現
利回り

（参考）
時価総合
利 回 り（ ）（ ）

運用資産
利 回 り
インカム
利 回 り

資産運用
利 回 り
実　現
利回り

（参考）
時価総合
利 回 り（ ）（ ）

（単位：百万円）

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
（公社債）
（ 株 式 ）
その他の証券
貸付有価証券

合 計

１年以下区　分 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下

１０ 年 超 合　計（期間の定めのない
ものを含む）

5,557

－

103

－

－

（ －）

（ －）

303

－

5,466

2,456

1,800

－

－

（ －）

（ －）

－

－

5,963 9,724

5,739

2,202

－

－

－

（ －）

（ －）

－

－

7,941

2,560

－

－

－

－

（ －）

（ －）

－

－

2,560

－

－

125

－

－

（ －）

（ －）

0

－

125

22,733

6,026

4,352

－

－

（ －）

（ －）

810

－

33,923

3,410

1,367

2,323

－

－

（ －）

（ －）

506

－

7,608

①平成１６年度末

11. 有価証券残存期間別残高

（単位：百万円）②平成１５年度末

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
（公社債）
（ 株 式 ）
その他の証券
貸付有価証券

合 計

１年以下区　分 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下

１０ 年 超 合　計（期間の定めのない
ものを含む）

－

2,113

907

－

－

（ －）

（ －）

－

－

2,970

1,951

2,350

－

－

（ －）

（ －）

506

－

3,020 7,779

5,866

3,535

212

－

－

（ －）

（ －）

－

－

9,614

6,054

0

－

－

－

（ －）

（ －）

－

－

6,055

－

－

125

255

－

（ －）

（ －）

0

－

381

18,966

8,140

5,333

255

－

（ －）

（ －）

813

－

33,509

4,074

537

1,738

－

－

（ －）

（ －）

306

－

6,658
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旧 明治損害保険

（単位：%）

区　分

年　度

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券

合 計

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

1.57

1.55

2.04

－

1.94

8.01

8.33

－

2.96

△28.97

2.97

－

1.57 2.31 △1.52

1.35

0.22

1.92

－

1.26

365.14

1.92

－

△1.09

32.02

△1.16

－

1.33 8.45 1.03

1.31

－

1.91

－

1.12

－

1.91

－

1.89

－

1.97

－

1.31 1.12 1.89

10. 保有有価証券利回り

（注）１．「区分」欄の「公社債」は貸借対照表の「国債」、「地方債」、及び「社債」を指しています。

（注）２．運用資産利回り（インカム利回り）＝利息及び配当金収入

３．資産運用利回り（実現利回り）＝利息及び配当金収入　

４．時価総合利回り＝利息及び配当金収入　

＊税効果控除前の金額による

利息及び配当金収入
月平均運用額

資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用
月平均運用額

（資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用）＋（当期末評価差額＊－前期末評価差額＊）＋繰延ヘッジ損益増減
月平均運用額＋その他有価証券に係る前期末評価差額＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益

運用資産
利 回 り
インカム
利 回 り

資産運用
利 回 り
実　現
利回り

（参考）
時価総合
利 回 り（ ）（ ）

運用資産
利 回 り
インカム
利 回 り

資産運用
利 回 り
実　現
利回り

（参考）
時価総合
利 回 り（ ）（ ）

運用資産
利 回 り
インカム
利 回 り

資産運用
利 回 り
実　現
利回り

（参考）
時価総合
利 回 り（ ）（ ）

（単位：百万円）

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
（公社債）
（ 株 式 ）
その他の証券
貸付有価証券

合 計

１年以下区　分 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下

１０ 年 超 合　計（期間の定めのない
ものを含む）

1,669

391

2,112

－

－

（ －）

（ －）

－

－

9,122

329

2,764

－

106

（106）

（ －）

－

－

4,173 12,322

9,448

1

838

－

－

（ －）

（ －）

－

－

10,287

6,279

－

－

－

－

（ －）

（ －）

－

－

6,279

－

－

－

－

－

（ －）

（ －）

－

－

－

32,078

3,895

7,288

－

106

（106）

（ －）

－

－

43,368

5,560

3,172

1,572

－

－

（ －）

（ －）

－

－

10,305

①平成１６年度末

11. 有価証券残存期間別残高

（単位：百万円）②平成１５年度末

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
（公社債）
（ 株 式 ）
その他の証券
貸付有価証券

合 計

１年以下区　分 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下

１０ 年 超 合　計（期間の定めのない
ものを含む）

1,008

24

1,633

－

－

（ －）

（ －）

－

－

8,399

2,857

2,454

－

－

（ －）

（ －）

－

－

2,665 13,711

10,720

327

1,162

－

106

（106）

（ －）

－

－

12,316

11,822

0

101

－

－

（ －）

（ －）

－

－

11,924

－

－

－

－

－

（ －）

（ －）

－

－

－

36,302

3,980

7,843

－

106

（106）

（ －）

－

－

48,233

4,352

770

2,492

－

－

（ －）

（ －）

－

－

7,615
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旧安田ライフ損害保険

（単位：百万円）

変 動 金 利
固 定 金 利

合 計

１年以下区　分 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下

１０ 年 超 合　計（期間の定めのない
ものを含む）

－

3

3

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

8

8

－

－

－

－

12

12

①平成１６年度末

13. 貸付金残存期間別残高

（注）残存期間１年以下の貸付金３百万円は保険料振替貸付、残存期間１０年超（期間の定めのないものを含む）の貸付金８百万円は契約
者貸付となっています。

変 動 金 利
固 定 金 利

合 計

１年以下区　分 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下

１０ 年 超 合　計（期間の定めのない
ものを含む）

－

3

3

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

11

11

－

－

－

－

14

14

（単位：百万円）②平成１５年度末

（注）残存期間１年以下の貸付金３百万円は保険料振替貸付、残存期間１０年超（期間の定めのないものを含む）の貸付金１１百万円は契約
者貸付となっています。

（単位：百万円）

区　分

年　度

金 融 保 険 業

合 計

株　数
（株）

帳簿価格
金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

平成１４年度末

10,000 1,080 100.0

10,000 1,080 100.0

平成１５年度末 平成１６年度末

（注）１．業種別区分は、証券取引所の業種分類に準じています。
（注）２．銀行業及び保険業は金融保険業として記載しています。

12. 業種別保有株式

株　数
（株）

帳簿価格

10,000 255 100.0

10,000 255 100.0

株　数
（株）

帳簿価格

－ － －

－ － －
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（単位：百万円）

変 動 金 利
固 定 金 利

合 計

１年以下区　分 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下

１０ 年 超 合　計（期間の定めのない
ものを含む）

－

11

11

－

760

760

－

－

－

－

－

－

－

24

24

－

－

－

－

795

795

①平成１６年度末

13. 貸付金残存期間別残高

（注）残存期間１年以下の貸付金１１百万円は保険料振替貸付、残存期間１０年超（期間の定めのないものを含む）の貸付金２４百万円は契
約者貸付で、それ以外は国内企業向け貸付です。

変 動 金 利
固 定 金 利

合 計

１年以下区　分 １ 年 超
３年以下

３ 年 超
５年以下

５ 年 超
７年以下

７ 年 超
１０年以下

１０ 年 超 合　計（期間の定めのない
ものを含む）

－

22

22

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

26

26

－

1,000

1,000

－

1,049

1,049

（単位：百万円）②平成１５年度末

（注）残存期間１年以下の貸付金２２百万円は保険料振替貸付、残存期間１０年超（期間の定めのないものを含む）の貸付金２６百万円は契
約者貸付で、それ以外は国内企業向け貸付です。

（単位：百万円）

区　分

年　度

金 融 保 険 業
輸 送 用 機 器
精 密 機 器
電 気 機 器
食 料 品
機 械
建 設 業
倉 庫 ・ 通 信

合 計

株　数
（株）

帳簿価格
金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

平成１４年度末

836

474,000

515,000

1,444,000

535,000

20,000

282,000

－

507

1,663

450

1,308

319

191

112

－

11.1

36.5

9.9

28.7

7.0

4.2

2.5

－

3,270,836 4,553 100.0

平成１５年度末 平成１６年度末

（注）１．業種別区分は、証券取引所の業種分類に準じています。
（注）２．銀行業及び保険業は金融保険業として記載しています。

12. 業種別保有株式

株　数
（株）

帳簿価格

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ － －

株　数
（株）

帳簿価格

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ － －
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旧安田ライフ損害保険

（単位：百万円）

区　分
年　度

担 保 貸 付
（有価証券担保貸付）
（不動産・動産・財団担保貸付）
（指名債権担保貸付）
保 証 貸 付
信 用 貸 付
そ の 他

一 般 貸 付 計
（うち劣後特約付貸付）

約 款 貸 付 計

合 計

金　額 構成比（％）

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

－

－

－

（ －）

21

21

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

－

－

－

（ －）

100.0

100.0

平成１４年度末

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

－

－

－

（ －）

14

14

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

－

－

－

（ －）

100.0

100.0

平成１５年度末

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

－

－

－

（ －）

12

12

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

－

－

－

（ －）

100.0

100.0

平成１６年度末

14. 貸付金担保別内訳

15. 貸付金使途別内訳

金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）

該当事項ありません。
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（単位：百万円）

区　分
年　度

担 保 貸 付
（有価証券担保貸付）
（不動産・動産・財団担保貸付）
（指名債権担保貸付）
保 証 貸 付
信 用 貸 付
そ の 他

一 般 貸 付 計
（うち劣後特約付貸付）

約 款 貸 付 計

合 計

金　額 構成比（％）

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

1,115

－

1,115

（ －）

61

1,176

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

94.8

－

94.8

（ －）

5.2

100.0

平成１４年度末

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

1,000

－

1,000

（ －）

49

1,049

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

95.3

－

95.3

（ －）

4.7

100.0

平成１５年度末

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

760

－

760

（ －）

35

795

－

（ －）

（ －）

（ －）

－

95.5

－

95.5

（ －）

4.5

100.0

平成１６年度末

14. 貸付金担保別内訳

（単位：百万円）

設 備 資 金
運 転 資 金

合 計

－

1,115

1,115 100.0

－

100.0

－

1,000

1,000 100.0

－

100.0

－

760

760 100.0

－

100.0

15. 貸付金使途別内訳

区　分
年　度

金　額 構成比（％）

金　額 構成比（％）

金　額 構成比（％）

金　額 構成比（％）

金　額 構成比（％）
平成１４年度末 平成１５年度末 平成１６年度末
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（単位：百万円）

区　分
年　度

農 林 ・ 水 産 業
鉱 業
建 設 業
製 造 業
卸 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
情 報 通 信 業
運 輸 業
電気・ガス・水道・熱供給業
サ ー ビ ス 業
そ の 他
（うち個人住宅・消費者ローン）

小 計

合 計

公 共 団 体
公 社 ・ 公 団
約 款 貸 付

金　額 構成比（％）
平成１４年度末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（ －）

－

21

－

－

21

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（ －）

－

100.0

－

－

100.0

平成１５年度末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（ －）

－

14

－

－

14

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（ －）

－

100.0

－

－

100.0

平成１６年度末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（ －）

－

12

－

－

12

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

（ －）

－

100.0

－

－

100.0

（注）業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じています。

16. 貸付金業種別内訳

17. 貸付金企業規模別内訳

金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）

該当事項ありません。
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（単位：百万円）

区　分
年　度

農 林 ・ 水 産 業
鉱 業
建 設 業
製 造 業
卸 ・ 小 売 業
金 融 ・ 保 険 業
不 動 産 業
情 報 通 信 業
運 輸 業
電気・ガス・水道・熱供給業
サ ー ビ ス 業
そ の 他
（うち個人住宅・消費者ローン）

小 計

合 計

公 共 団 体
公 社 ・ 公 団
約 款 貸 付

金　額 構成比（％）
平成１４年度末

－

－

－

－

－

1,000

－

－

115

－

－

－

（ －）

1,115

1,176

－

－

61

－

－

－

－

－

85.0

－

－

9.8

－

－

－

（ －）

94.8

100.0

－

－

5.2

平成１５年度末

－

－

－

－

－

1,000

－

－

－

－

－

－

（ －）

1,000

1,049

－

－

49

－

－

－

－

－

95.3

－

－

－

－

－

－

（ －）

95.3

100.0

－

－

4.7

平成１６年度末

－

－

－

－

－

760

－

－

－

－

－

－

（ －）

760

795

－

－

35

－

－

－

－

－

95.5

－

－

－

－

－

－

（ －）

95.5

100.0

－

－

4.5

（注）業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じています。

16. 貸付金業種別内訳

（単位：百万円）

区　分
年　度

大 企 業
中 堅 企 業
中 小 企 業
そ の 他

一 般 貸 付 計

1,115

－

－

－

1,115

100.0

－

－

－

100.0

1,000

－

－

－

1,000

100.0

－

－

－

100.0

760

－

－

－

760

100.0

－

－

－

100.0

（注）１．大企業とは、資本金１０億円以上の企業をいいます。
（注）２．中堅企業とは、『１.の「大企業」』及び『３.の「中小企業」』以外の企業をいいます。
（注）３．中小企業とは、資本金３億円以下の企業をいいます（ただし、卸売業は資本金１億円以下、小売業・飲食業・サービス業は資本

金５千万円以下の企業をいいます）。

17. 貸付金企業規模別内訳

金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）

金　額 構成比（％）
平成１４年度末 平成１５年度末 平成１６年度末

金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）
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18. 貸付金地域別内訳

（単位：百万円）

区　分
年　度

土 地
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
建 物
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
建 設 仮 勘 定
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
不 動 産 計
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）

動 産

合 計

平成１４年度末

－

（ －）

（ －）

54

（ 54）

（ －）

－

（ －）

（ －）

54

（ 54）

（ －）

46

100

平成１５年度末 平成１６年度末

－

（ －）

（ －）

48

（ 48）

（ －）

－

（ －）

（ －）

48

（ 48）

（ －）

40

88

－

（ －）

（ －）

－

（ －）

（ －）

－

（ －）

（ －）

－

（ －）

（ －）

17

17

19. 不動産及び動産

該当事項ありません。

該当事項ありません。

20. 支払承諾の残高内訳

21. 支払承諾見返の担保別内訳

該当事項ありません。
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（単位：百万円）

区　分
年　度

北 海 道
東 北
関 東
中 部
近 畿
中 国
四 国
九 州

合 計

－

－

1,115

－

－

－

－

－

－

－

100.0

－

－

－

－

－

1,115 100.0

平成１４年度末

－

－

1,000

－

－

－

－

－

－

－

100.0

－

－

－

－

－

1,000 100.0

平成１５年度末

－

－

760

－

－

－

－

－

－

－

100.0

－

－

－

－

－

760 100.0

平成１６年度末
金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）

（注）１．保険約款貸付は含みません。
（注）２．地域区分は、貸付先の本社所在地によります。

18. 貸付金地域別内訳

（単位：百万円）

区　分
年　度

土 地
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
建 物
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
建 設 仮 勘 定
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）
不 動 産 計
（ 営 業 用 ）
（ 賃 貸 用 ）

動 産

合 計

平成１４年度末

2,593

（1,604）

（ 989）

1,771

（1,095）

（ 675）

－

（ －）

（ －）

4,364

（2,699）

（1,665）

123

4,488

平成１５年度末 平成１６年度末

2,593

（1,598）

（ 995）

1,646

（1,014）

（ 631）

－

（ －）

（ －）

4,239

（2,612）

（1,627）

83

4,323

2,593

（1,598）

（ 995）

1,473

（ 908）

（ 565）

－

（ －）

（ －）

4,067

（2,506）

（1,560）

48

4,115

19. 不動産及び動産

該当事項ありません。

該当事項ありません。

20. 支払承諾の残高内訳

21. 支払承諾見返の担保別内訳
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（単位：百万円）

区　分
年　度

長 期 性 資 産

平成１４年度末

1,467

平成１５年度末

1,005

平成１６年度末

958

（注）長期性資産の金額は、積立保険の払戻積立金・契約者配当準備金等の合計額を表示しています。

22. 長期性資産

年　度
区　分

国 債
地 方 債
特 別 法 人 債

合 計

引受額 構成比（％） 引受額 構成比（％） 引受額 構成比（％）

－

8

－

8

－

100.0

－

100.0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
（単位：百万円）

23. 公共関係投融資（新規引受ベース）

該当事項ありません。

24. 住宅関連融資

（単位：百万円）

区　分
年　度

未 収 保 険 料
代 理 店 貸
共 同 保 険 貸
再 保 険 貸
外 国 再 保 険 貸
未 収 金
未 収 収 益
預 託 金
地 震 保 険 預 託 金
仮 払 金
ソ フ ト ウ エ ア

合 計

平成１４年度末

1

758

31

17

－

398

106

238

100

245

1,062

2,961

平成１５年度末

0

750

24

17

0

242

99

240

125

275

935

2,711

平成１６年度末

1

962

21

11

7

14

88

198

152

186

1,264

2,908

25. その他資産
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（単位：百万円）

区　分
年　度

長 期 性 資 産

平成１４年度末

10,388

平成１５年度末

7,913

平成１６年度末

7,106

（注）長期性資産の金額は、積立保険の払戻積立金・契約者配当準備金等の合計額を表示しています。

22. 長期性資産

年　度
区　分

国 債
地 方 債
特 別 法 人 債

合 計

引受額 構成比（％） 引受額 構成比（％） 引受額 構成比（％）

－

8

－

8

－

100.0

－

100.0

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
（単位：百万円）

23. 公共関係投融資（新規引受ベース）

該当事項ありません。

24. 住宅関連融資

（単位：百万円）

区　分
年　度

未 収 保 険 料
代 理 店 貸
共 同 保 険 貸
再 保 険 貸
外 国 再 保 険 貸
未 収 金
未 収 収 益
預 託 金
地 震 保 険 預 託 金
仮 払 金
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他 の 資 産

合 計

平成１４年度末

△0

346

35

48

15

1,055

179

177

132

896

2,450

101

5,437

平成１５年度末

0

295

9

45

11

946

153

171

163

1,009

1,803

67

4,676

平成１６年度末

0

277

15

50

18

193

128

161

196

407

811

33

2,294

25. その他資産
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26. ローン金利

1 責任準備金の残高の内訳4
（単位：百万円）①平成１６年度

種　目
区　分

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

普通責任準備金 異常危険準備金 払戻積立金

1,137

14

3,068

－

880

158

5,260

105

5

1,356

1,282

－

123

2,874

949

－

24

－

－

－

契約者配当準備金等 合　計

9

－

－

－

－

－

973 9

2,202

20

4,449

1,282

880

282

9,117

該当事項ありません。

（5）特別勘定に関する指標

（単位：百万円）②平成１５年度

種　目
区　分

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

普通責任準備金 異常危険準備金 払戻積立金

1,473

21

2,899

590

730

324

6,039

280

4

1,056

1,282

－

165

2,789

995

－

28

－

－

－

契約者配当準備金等 合　計

9

－

－

－

－

－

1,024 9

2,759

26

3,984

1,873

730

489

9,863

該当事項ありません。
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貸 付 の 種 類

一般貸付標準金利
（長期プライムレート）

実 施 日 （ 上 段 ） ／ 利 率 （ 下 段 ）

平成１６年
４月１日

平成１６年
４月９日

平成１６年
６月１０日

平成１６年
７月９日

平成１６年
８月１０日

平成１６年
９月１０日

平成１６年
１２月１０日

平成１７年
３月１０日

1.65 1.7 1.9 1.8 1.75 1.7 1.55 1.65

（単位：％）

26. ローン金利

1 責任準備金の残高の内訳4
（単位：百万円）①平成１６年度

種　目
区　分

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

普通責任準備金 異常危険準備金 払戻積立金

1,540

12

174

11

1,013

632

3,385

54

6

381

－

－

453

895

7,031

－

－

－

－

5

契約者配当準備金等 合　計

58

－

－

－

－

11

7,036 70

8,685

18

555

11

1,013

1,102

11,388

該当事項ありません。

（5）特別勘定に関する指標

（単位：百万円）②平成１５年度

種　目
区　分

火 災
海 上
傷 害
自 動 車
自動車損害賠償責任
そ の 他

合 計

普通責任準備金 異常危険準備金 払戻積立金

1,959

17

635

2,804

845

884

7,146

464

4

340

957

－

420

2,186

7,842

－

－

－

－

5

契約者配当準備金等 合　計

54

－

－

－

－

11

7,847 65

10,321

21

975

3,761

845

1,321

17,247
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Ⅴ 財 産 の 状 況

1 計算書類1

1. 貸借対照表
（単位：百万円）

（資産の部）
現 金 及 び 預 貯 金
現 金
預 貯 金
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券
貸 付 金
保 険 約 款 貸 付
不 動 産 及 び 動 産
建 物
動 産
そ の 他 資 産
未 収 保 険 料
代 理 店 貸
共 同 保 険 貸
再 保 険 貸
外 国 再 保 険 貸
未 収 金
未 収 収 益
預 託 金
地震保険預託金
仮 払 金
ソ フ ト ウ エ ア
貸 倒 引 当 金

科　目

年　度

資 産 の 部 合 計

平 成 15 年 度
（平成１６年３月３１日現在）

金　　　額 構成比（％）

7,510

1

7,508

33,509

18,966

8,140

5,333

255

813

14

14

88

48

40

2,711

0

750

24

17

0

242

99

240

125

275

935

△1

17.13

76.45

0.03

0.20

6.19

△0.00

平 成 16 年 度
（平成１７年３月３１日現在）

金　　　額 構成比（％）

7,742

1

7,741

33,923

22,733

6,026

4,352

－

810

12

12

17

－

17

2,908

1

962

21

11

7

14

88

198

152

186

1,264

△3

17.36

76.06

0.03

0.04

6.52

△0.01

43,833 100.00 44,601 100.00

旧安田ライフ損害保険
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（単位：百万円）

（負債の部）
保 険 契 約 準 備 金
支 払 備 金
責 任 準 備 金
そ の 他 負 債
共 同 保 険 借
再 保 険 借
外 国 再 保 険 借
未 払 法 人 税 等
預 り 金
未 払 金
仮 受 金
退 職 給 付 引 当 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金
繰 延 税 金 負 債

負 債 の 部 合 計

資 本 の 部 合 計

負債及び資本の部合計

（資本の部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
当期未処分利益
当 期 純 利 益

株式等評価差額金

科　目

年　度

11,632
2,514
9,117
1,402
18
51
0

494
－
796
39
1
42
6

335

13,421

31,179

44,601

22,000
3,055
3,055
5,531
5,531
1,355
592

26.08

3.15

0.00
0.09
0.01
0.75

30.09

69.91

100.00

49.33
6.85

12.40

1.33

平 成 16 年 度
（平成１７年３月３１日現在）

金　　　額 構成比（％）

13,004
3,141
9,863
687
23
85
0
64
0

400
113
14
101
6

284

14,099

29,733

43,833

22,000
3,055
3,055
4,176
4,176
1,734
501

29.67

1.57

0.03
0.23
0.02
0.65

32.17

67.83

100.00

50.19
6.97

9.53

1.14

平 成 15 年 度
（平成１６年３月３１日現在）

金　　　額 構成比（％）

（注）１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
（１）その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行なっております。なお、評価差額は全部資

本直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。
（２）その他有価証券のうち時価のないものの評価は、移動平均法に基づく原価法又は償却原価法により行なっております。

（注）２．不動産及び動産の減価償却は定率法により行なっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）につい
ては、定額法により行なっております。また、１０万円以上２０万円未満の不動産及び動産については、法人税法の定めるところにより資産に計
上のうえ３年間で均等償却を行なっております。

（注）３．貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。
（注）２．破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経営

破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、
その残額を引き当てております。

（注）２．今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が
可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。

（注）２．上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を引き当てております。
（注）２．また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、所管部門が資産査定を実施し、当該部署から独立した検査室が査定結果を監査しており、

その査定結果に基づき上記の引当を行なっております。
（注）４．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため退職給付債務の見込み額に基づき計上しております。
（注）５．賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
（注）６．価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第１１５条の規定に基づき計上しております。
（注）７．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。
（注）２．なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行なっております。
（注）８．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。
（注）９．ソフトウェアの減価償却方法は、利用可能期間に基づく定額法によっております。
（注１０．不動産及び動産の減価償却累計額は３３百万円であります。
（注１１．保険業法施行規則第１７条の３第１項第３号に規定する純資産の額は５９２百万円であります。
（注１２．支配株主に対する金銭債権の総額は４８百万円、金銭債務の総額は５８８百万円であります。
（注１３．貸借対照表に計上した動産のほか、リース契約により使用している重要な動産として電子計算機等があります。
（注１４．繰延税金負債の総額は３３５百万円で、発生の原因は、その他有価証券に係る評価差額金であります。
（注１５．（１）支払備金の内訳は次のとおりであります。

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） ３,１９３百万円
同上にかかる出再支払備金 ８９０百万円
差引（イ） ２,３０３百万円

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） ２１０百万円
計（イ＋ロ） ２,５１４百万円

（注）２．（２）責任準備金の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） ４,４０３百万円
同上にかかる出再責任準備金 １７６百万円
差引（イ） ４,２２６百万円

その他の責任準備金（ロ） ４,８９１百万円
計（イ＋ロ） ９,１１７百万円

（注１６．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

科　目

年　度 平成１５年度
平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

金　　　額

経 常 収 益
保 険 引 受 収 益
正 味 収 入 保 険 料
収 入 積 立 保 険 料
積 立 保 険 料 等 運 用 益
支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
為 替 差 益
資 産 運 用 収 益
利 息 及 び 配 当 金 収 入
有 価 証 券 売 却 益
積立保険料等運用益振替
そ の 他 経 常 収 益

16,342
15,926
14,637
92
31
279
885
0

412
432
11

△31
3

14,583
10,215
5,272
1,652
2,720
570
－
－
824
－
824
3,544
0
0
－

12,833
12,429
10,965
53
38
627
745
－
401
439
0

△38
2

10,363
6,982
3,762
1,086
2,018
115
0
0

165
165
－

3,213
1
1
0

1,758 2,470

10
10
10
10
－

0
0

636
138
498

1,759
24

1,734

1,833
478
1,355

2,441
4,176

4,176
5,531

経 常 費 用
保 険 引 受 費 用
正 味 支 払 保 険 金
損 害 調 査 費
諸 手 数 料 及 び 集 金 費
満 期 返 戻 金
為 替 差 損
そ の 他 保 険 引 受 費 用
資 産 運 用 費 用
有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費
そ の 他 経 常 費 用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 倒 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益
価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額

特 別 損 失
不 動 産 動 産 処 分 損
そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税
当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

経
　
　
　
常
　
　
　
損
　
　
　
益
　
　
　
の
　
　
　
部

特
別
損
益
の
部

（ ）
平成１６年度

平成１６年４月１日から
平成１７年３月３１日まで

金　　　額

（ ）

2. 損益計算書
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（単位：百万円）

科　目
年　度

現金及び預貯金
有 価 証 券
貸 付 金
不動産及び動産
そ の 他 資 産
貸 倒 引 当 金

保険契約準備金
そ の 他 負 債
退職給付引当金
賞 与 引 当 金
価格変動準備金
繰 延 税 金 負 債

資産の部合計

負債の部合計

7,226

33,939

21

100

2,961

△1

14,169

837

19

117

17

573

22,000

3,055

2,441

（1,900）

1,015

44,247

15,735

28,512

44,247

平成１４年度末

7,510

33,509

14

88

2,711

△1

13,004

687

14

101

6

284

22,000

3,055

4,176

（1,734）

501

43,833

14,099

29,733

43,833

平成１５年度末

7,742

33,923

12

17

2,908

△3

11,632

1,402

1

42

6

335

22,000

3,055

5,531

（1,355）

592

44,601

13,421

31,179

44,601

平成１６年度末

資
　
産
　
の
　
部

負

債

及

び

資

本

の

部

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
（当期純利益）
株式等評価差額金

資本の部合計

負債及び資本の部合計

3. 貸借対照表の推移

（注）１．支配株主との取引による収益総額は８８百万円、費用総額は１,９１８百万円であります。
（注）２．（１）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。

収入保険料 １１,５９４百万円
支払再保険料 ６２９百万円

差　引 １０,９６５百万円
（注）２．（２）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。

支払保険金 ３,８６９百万円
回収再保険金 １０７百万円

差　引 ３,７６２百万円
（注）２．（３）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。

支払諸手数料及び集金費 ２,１３９百万円
出再保険手数料 １２１百万円　

差　引 ２,０１８百万円
（注）２．（４）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。

預貯金利息 ０百万円
有価証券利息・配当金 ４３７百万円
貸付金利息 ０百万円
その他利息・配当金 １百万円

計 ４３９百万円

（注）３．１株当たりの当期純利益は、３,３８８円２８銭であります。
（注）２．算定上の基礎である当期純利益及び普通株式に係る当期純利益は１,３５５百万円、普通株式の期中平均株式数は４００千株であり

ます。
（注）４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

科　目
年　度

経 常 収 益
保 険 引 受 収 益
正 味 収 入 保 険 料
収 入 積 立 保 険 料
積 立 保 険 料 等 運 用 益
支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
為 替 差 益
資 産 運 用 収 益
利 息 及 び 配 当 金 収 入
有 価 証 券 売 却 益 等
為 替 差 益
積立保険料等運用益振替
そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
保 険 引 受 費 用
正 味 支 払 保 険 金
損 害 調 査 費
諸 手 数 料 及 び 集 金 費
満 期 返 戻 金
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
為 替 差 損
そ の 他 保 険 引 受 費 用
資 産 運 用 費 用
有 価 証 券 売 却 損 等
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益
価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額

特 別 損 失
不 動 産 動 産 処 分 損
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税
当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

経
　
　
　
　
常
　
　
　
　
損
　
　
　
　
益
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

特
別
損
益
の
部

1,927

27

1,900

541

2,441

2,120

－

－

192

24

8

159

16,753

16,244

16,046

162

35

－

－

0

506

494

47

0

△35

2

14,632

11,500

5,748

1,786

2,957

719

99

188

－

－

－

－

3,132

0

平成１４年度

1,759

24

1,734

2,441

4,176

1,758

10

10

10

10

－

－

16,342

15,926

14,637

92

31

279

885

0

412

432

11

－

△31

3

14,583

10,215

5,272

1,652

2,720

570

－

－

－

－

824

824

3,544

0

平成１５年度

1,833

478

1,355

4,176

5,531

2,470

0

0

636

138

－

498

12,833

12,429

10,965

53

38

627

745

－

401

439

0

－

△38

2

10,363

6,982

3,762

1,086

2,018

115

－

－

0

0

165

165

3,213

1

平成１６年度

4. 損益計算書の推移
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5. キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

科　目

年　度 平成１５年度
平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

金　　　額

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
税 引 前 当 期 純 利 益
減 価 償 却 費
支 払 備 金 の 増 加 額
責 任 準 備 金 の 増 加 額
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額
賞 与 引 当 金 の 増 加 額
価 格 変 動 準 備 金 の 増 加 額
利 息 及 び 配 当 金 収 入
有 価 証 券 関 係 損 益
不 動 産 動 産 関 係 損 益
その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増加額
その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増加額

小　　　　　　　　　　　計
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
法 人 税 等 の 支 払 額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

1,759
468

△279

△885
0

△4

△15

△10

△432
813
4

△204

△147
1,065
608

△26
1,647

1,833
385

△627

△745
1

△12

△59
0

△439
164
107

△622
264
250
718

△27
940

283

7,226

7,510

－

－
Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

（ ）
平成１６年度

平成１６年４月１日から
平成１７年３月３１日まで

金　　　額

（ ）

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
有 価 証 券 の 売 却 ・ 償 還 に よ る 収 入
貸 付 け に よ る 支 出
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

Ⅱ ① 小 　 　 計
（ Ⅰ ＋ Ⅱ ① ）

不 動 産 及 び 動 産 の 取 得 に よ る 支 出
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

△4,220
2,865

△13
19

△1,348
（303）

△15

△1,363

232

7,510

7,742

－

－

△3,769
3,067

△6
9

△699
（241）

△9

△708

（注）現金及び現金同等物の範囲
（注） キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得から満期日または償還日まで

の期間が３ヵ月以内の定期預金等の短期投資からなっております。
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（単位：百万円）

区　分
年　度

当 期 未 処 分 利 益
次 期 繰 越 利 益

１株当たり配当額
１株当たり当期純利益
配 当 性 向

平成１４年度

（－）

（4,751円83銭）

（－）

2,441

2,441

平成１５年度

（－）

（4,337円19銭）

（－）

4,176

4,176

平成１６年度

（－）

（3,388円28銭）

（－）

5,531

5,531

（単位：百万円）

（注）従業員一人当たり総資産＝
総資産
従業員数

6. 利益処分・１株当たり当期純利益等

8. 一人当たり総資産

区　分
年　度

１株当たり純資産額

平成１４年度末

71,281円92銭

平成１５年度末

74,333円83銭

平成１６年度末

77,948円80銭

7. １株当たり純資産額

区　分
年　度

従業員一人当たり総資産

平成１４年度末

194

平成１５年度末

218

平成１６年度末

610
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1 計算書類1

1. 貸借対照表
（単位：百万円）

（資産の部）
現 金 及 び 預 貯 金
預 貯 金
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
外 国 証 券
貸 付 金
保 険 約 款 貸 付
一 般 貸 付
不 動 産 及 び 動 産
土 地
建 物
動 産
そ の 他 資 産
未 収 保 険 料
代 理 店 貸
共 同 保 険 貸
再 保 険 貸
外 国 再 保 険 貸
未 収 金
未 収 収 益
預 託 金
地震保険預託金
仮 払 金
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他 の 資 産
貸 倒 引 当 金

科　目

年　度

資 産 の 部 合 計

平 成 15 年 度
（平成１６年３月３１日現在）

金　　　額 構成比（％）

2,167

2,167

48,233

36,302

3,980

7,843

106

1,049

49

1,000

4,323

2,593

1,646

83

4,676

0

295

9

45

11

946

153

171

163

1,009

1,803

67

－

3.59

79.79

1.74

7.15

7.74

－

平 成 16 年 度
（平成１７年３月３１日現在）

金　　　額 構成比（％）

2,596

2,596

43,368

32,078

3,895

7,288

106

795

35

760

4,115

2,593

1,473

48

2,294

0

277

15

50

18

193

128

161

196

407

811

33

△0

4.88

81.56

1.50

7.74

4.32

△0.00

60,451 100.00 53,172 100.00
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（単位：百万円）

（負債の部）
保 険 契 約 準 備 金
支 払 備 金
責 任 準 備 金
そ の 他 負 債
共 同 保 険 借
再 保 険 借
外 国 再 保 険 借
未 払 法 人 税 等
預 り 金
前 受 収 益
未 払 金
仮 受 金
賞 与 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金
繰 延 税 金 負 債

負 債 の 部 合 計

資 本 の 部 合 計

負債及び資本の部合計

（資本の部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
当期未処分利益
当 期 純 利 益

株式等評価差額金

科　目

年　度

14,811
3,423
11,388
847
56
27
146
25
146
3

315
127
64
8

350

16,082

37,089

53,172

30,000
5,674
5,674
795
795
795
619

27.86

1.59

0.12
0.02
0.66

30.25

69.75

100.00

56.42
10.67

1.50

1.16

平 成 16 年 度
（平成１７年３月３１日現在）

金　　　額 構成比（％）

22,862
5,615
17,247
1,140
108
64
159
71
145
4

480
106
127
34
221

24,385

36,065

60,451

30,000
20,000
20,000
△14,325
△14,325
5,535
390

37.82

1.89

0.21
0.06
0.37

40.34

59.66

100.00

49.63
33.08

△23.70

0.65

平 成 15 年 度
（平成１６年３月３１日現在）

金　　　額 構成比（％）

（注）１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。
（１）その他有価証券で時価のあるもののうち株式についての評価は、期末前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価法、それ以外についての

評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行なっております。なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、また、売却原価
の算定は移動平均法に基づいております。

（２）その他有価証券のうち時価のないものの評価は、移動平均法に基づく原価法又は償却原価法により行なっております。
（注）２．不動産及び動産の減価償却は定率法により行なっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）につい

ては、定額法により行なっております。
（注）３．貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。
（注）２．破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経営

破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、
その残額を引き当てております。

（注）２．今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が
可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引き当てております。

（注）２．上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を引き当てております。
（注）２．また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、勘定科目主管部が資産査定を実施し、当該部から独立した検査室が査定結果を監査してお

り、その査定結果に基づいて上記の引当を行なっております。
（注）４．賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。
（注）５．価格変動準備金は株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第１１５条の規定に基づき計上しております。
（注）６．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。
（注）２．なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行なっております。
（注）７．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。
（注）８．ソフトウェアの減価償却方法は、利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
（注）９．不動産及び動産の減価償却累計額は１,２５５百万円であります。
（注１０．保険業法施行規則第１７条の３第１項第３号に規定する純資産の額は６１９百万円であります。
（注１１．支配株主に対する金銭債権の総額は１６８百万円、金銭債務の総額は１１７百万円であります。
（注１２．貸借対照表に計上した動産のほか、複写機並びに印刷機及びシュレッダーの一部についてはリース契約により使用しております。
（注１３．繰延税金負債の総額は３５０百万円で、発生の原因は、その他有価証券に係る評価差額金であります。
（注１４．（１）支払備金の内訳は次のとおりであります。

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） ３,９３９百万円
同上にかかる出再支払備金 ７７０百万円
差引（イ） ３,１６８百万円

地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） ２５４百万円
計（イ＋ロ） ３,４２３百万円

（注）２．（２）責任準備金の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） ３,１４０百万円
同上にかかる出再責任準備金 ９６４百万円
差引（イ） ２,１７５百万円

その他の責任準備金（ロ） ９,２１２百万円
計（イ＋ロ） １１,３８８百万円

（注１５．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

科　目

年　度 平成１５年度
平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

金　　　額

経 常 収 益
保 険 引 受 収 益
正 味 収 入 保 険 料
収 入 積 立 保 険 料
積 立 保 険 料 等 運 用 益
支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
為 替 差 益
資 産 運 用 収 益
利 息 及 び 配 当 金 収 入
有 価 証 券 売 却 益
積立保険料等運用益振替
そ の 他 経 常 収 益

28,277
24,278
19,144
900
155
－

4,076
0

3,979
780
3,355
△155
19

22,702
19,652
10,326
1,663
3,253
3,514
895
－
－
70
70

2,977
1
－
1

15,049
14,412
5,752
466
141
2,192
5,859
－
617
757
1

△141
19

13,633
11,162
7,193
1,697
884
1,387
－
0
0
86
86

2,382
0
0
0

5,574 1,415

－
－
11
2
9
－

25
25
620
178
－
441

5,562
27

5,535

821
25
795

△19,860
△14,325

－
795

経 常 費 用
保 険 引 受 費 用
正 味 支 払 保 険 金
損 害 調 査 費
諸 手 数 料 及 び 集 金 費
満 期 返 戻 金
支 払 備 金 繰 入 額
為 替 差 損
そ の 他 保 険 引 受 費 用
資 産 運 用 費 用
有 価 証 券 売 却 損
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費
そ の 他 経 常 費 用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益
価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額

特 別 損 失
不 動 産 動 産 処 分 損
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税
当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

経
　
　
　
常
　
　
　
損
　
　
　
益
　
　
　
の
　
　
　
部

特
別
損
益
の
部

（ ）
平成１６年度

平成１６年４月１日から
平成１７年３月３１日まで

金　　　額

（ ）

2. 損益計算書
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（単位：百万円）

科　目
年　度

現金及び預貯金
有 価 証 券
貸 付 金
不動産及び動産
そ の 他 資 産
貸 倒 引 当 金

保険契約準備金
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
価格変動準備金
繰 延 税 金 負 債

資産の部合計

負債の部合計

5,445

46,725

1,176

4,488

5,437

－

26,044

2,909

162

24

1,443

30,000

20,000

△19,860

（1,115）

2,549

63,273

30,584

32,689

63,273

平成１４年度末

2,167

48,233

1,049

4,323

4,676

－

22,862

1,140

127

34

221

30,000

20,000

△14,325

（5,535）

390

60,451

24,385

36,065

60,451

平成１５年度末

2,596

43,368

795

4,115

2,294

△0

14,811

847

64

8

350

30,000

5,674

795

（795）

619

53,172

16,082

37,089

53,172

平成１６年度末

資
　
産
　
の
　
部

負

債

及

び

資

本

の

部

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
（当期純利益）
株式等評価差額金

資本の部合計

負債及び資本の部合計

3. 貸借対照表の推移

（注）１．支配株主との取引による収益総額は７８９百万円、費用総額は８９２百万円であります。
（注）２．（１）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。

収入保険料 ７,１８１百万円
支払再保険料 １,４２９百万円

差　引 ５,７５２百万円
（注）２．（２）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。

支払保険金 ７,６２３百万円
回収再保険金 ４３０百万円

差　引 ７,１９３百万円
（注）２．（３）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。

支払諸手数料及び集金費 １,０６２百万円
出再保険手数料 １７８百万円　

差　引 ８８４百万円
（注）２．（４）利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。

預貯金利息 ０百万円
有価証券利息・配当金 ５８６百万円
貸付金利息 １７百万円
不動産賃貸料 １５１百万円
その他利息・配当金 ２百万円

計 ７５７百万円

（注）３．１株当たりの当期純利益は、１,５９１円５５銭であります。
（注）２．算定上の基礎である当期純利益及び普通株式に係る当期純利益は７９５百万円、普通株式の期中平均株式数は５００千株でありま

す。
（注）４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

科　目
年　度

経 常 収 益
保 険 引 受 収 益
正 味 収 入 保 険 料
収 入 積 立 保 険 料
積 立 保 険 料 等 運 用 益
支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
為 替 差 益
資 産 運 用 収 益
利 息 及 び 配 当 金 収 入
有 価 証 券 売 却 益 等
積立保険料等運用益振替
そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
保 険 引 受 費 用
正 味 支 払 保 険 金
損 害 調 査 費
諸 手 数 料 及 び 集 金 費
満 期 返 戻 金
支 払 備 金 繰 入 額
資 産 運 用 費 用
有 価 証 券 売 却 損 等
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益
価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額

特 別 損 失
不 動 産 動 産 処 分 損
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税
当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

経
　
　
　
　
常
　
　
　
　
損
　
　
　
　
益
　
　
　
　
の
　
　
　
　
部

特
別
損
益
の
部

1,144

28

1,115

△20,976

△19,860

1,408

－

－

264

8

11

244

31,719

30,581

20,105

2,008

270

－

8,197

－

1,122

881

511

△270

15

30,310

27,079

9,351

1,507

3,388

12,452

379

182

182

3,047

1

平成１４年度

5,562

27

5,535

△19,860

△14,325

5,574

－

－

11

2

9

－

28,277

24,278

19,144

900

155

－

4,076

0

3,979

780

3,355

△155

19

22,702

19,652

10,326

1,663

3,253

3,514

895

70

70

2,977

1

平成１５年度

821

25

795

－

795

1,415

25

25

620

178

－

441

15,049

14,412

5,752

466

141

2,192

5,859

－

617

757

1

△141

19

13,633

11,162

7,193

1,697

884

1,387

－

86

86

2,382

0

平成１６年度

4. 損益計算書の推移
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5. キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

科　目

年　度 平成１５年度
平成１５年４月１日から
平成１６年３月３１日まで

金　　　額

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
税 引 前 当 期 純 利 益
減 価 償 却 費
支 払 備 金 の 増 加 額
責 任 準 備 金 の 増 加 額
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額
賞 与 引 当 金 の 増 加 額
価 格 変 動 準 備 金 の 増 加 額
利 息 及 び 配 当 金 収 入
有 価 証 券 関 係 損 益
不 動 産 動 産 関 係 損 益
その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増加額
その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増加額
そ の 他

小　　　　　　　　　　　計
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
法 人 税 等 の 支 払 額
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

5,562
1,046
895

△4,076
－

△35
9

△780

△3,284
2
41

△1,552
－

△2,171
1,112

△27

△1,086

821
914

△2,192

△5,859
0

△63

△25

△757
84
178
1,345

△139
441

△5,250
995

△27

△4,281

△3,277

5,445

2,167

－

－
Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

（ ）
平成１６年度

平成１６年４月１日から
平成１７年３月３１日まで

金　　　額

（ ）

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
有 価 証 券 の 売 却 ・ 償 還 に よ る 収 入
貸 付 け に よ る 支 出
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

Ⅱ ① 小 　 　 計
（ Ⅰ ＋ Ⅱ ① ）

不 動 産 及 び 動 産 の 取 得 に よ る 支 出
不 動 産 及 び 動 産 の 売 却 に よ る 収 入
そ の 他
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

△19,544
17,655

△89
216

△1,761
（△2,847）

△5
－

△424

△2,191

429

2,167

2,596

－

－

△2,023
6,947

△40
294
5,178
（896）

△2
0

△465
4,711

（注）現金及び現金同等物の範囲
（注） キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得から満期日または償還日まで

の期間が３ヵ月以内の定期預金等の短期投資からなっております。

旧 明治損害保険
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（単位：百万円）

区　分
年　度

当 期 未 処 分 利 益
損 失 処 理 額
資本準備金取崩額
次 期 繰 越 利 益

１株当たり配当額
１株当たり当期純利益
配 当 性 向

平成１４年度

（－）

（2,231円86銭）

（－）

△19,860

－

－

△19,860

平成１５年度

（－）

（11,070円79銭）

（－）

△14,325

14,325

14,325

－

平成１６年度

（－）

（1,591円55銭）

（－）

（単位：百万円）

（注）従業員一人当たり総資産＝
総資産
従業員数

6. 利益処分・１株当たり当期純利益等

8. 一人当たり総資産

区　分
年　度

１株当たり純資産額

平成１４年度末

65,378円37銭

平成１５年度末

72,130円70銭

平成１６年度末

74,179円65銭

7. １株当たり純資産額

明治損害保険株式会社は、平成
17年4月1日を合併期日として、安田
ライフ損害保険株式会社と合併し、
解散会社であることから、利益処分
はございません。

区　分
年　度

従業員一人当たり総資産

平成１４年度末

313

平成１５年度末

306

平成１６年度末

506

旧 明治損害保険
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1 リスク管理債権2

1 債務者区分に基づいて区分された債権3
（単位：百万円）

区　分
年　度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危 険 債 権
要 管 理 債 権
正 常 債 権

合 計

平成１５年度 平成１６年度

－

－

－

14

－

－

－

12

14 12

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
（注）１ 破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
（注）２．危険債権
（注）１ 債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取

りができない可能性の高い債権であります。
（注）３．要管理債権
（注）１ ３ヵ月以上延滞貸付金（元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸付金（１.及び２.に掲げる債権

を除く。）であります。以下同じ。）及び条件緩和貸付金（債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行なった貸付金（１.及び２.に掲げる債権並び
に３ヵ月以上延滞貸付金を除く。））であります。

（注）４．正常債権
（注）１ 債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、１.から３.までに掲げる債権以外のものに区分される債権であり

ます。

破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権、貸付条件緩和債権はありません。

旧安田ライフ損害保険
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1 リスク管理債権2

1 債務者区分に基づいて区分された債権3
（単位：百万円）

区　分
年　度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危 険 債 権
要 管 理 債 権
正 常 債 権

合 計

平成１５年度 平成１６年度

－

－

－

1,049

－

－

－

796

1,049 796

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
（注）１ 破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
（注）２．危険債権
（注）１ 債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取

りができない可能性の高い債権であります。
（注）３．要管理債権
（注）１ ３ヵ月以上延滞貸付金（元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸付金（１.及び２.に掲げる債権

を除く。）であります。以下同じ。）及び条件緩和貸付金（債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利
息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取り決めを行なった貸付金（１.及び２.に掲げる債権並び
に３ヵ月以上延滞貸付金を除く。））であります。

（注）４．正常債権
（注）１ 債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、１.から３.までに掲げる債権以外のものに区分される債権であり

ます。

破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権、貸付条件緩和債権はありません。

旧 明治損害保険
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1 保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）4

ソルベンシー・マージン比率

（注）上記の金額および数値は、保険業法施行規則第８６条および第８７条ならびに平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出して
おります。

〈ソルベンシー・マージン比率〉
・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の
発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持して
おく必要があります。

・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上表の（Ｂ））に対する「損害保険会社が保有している資本・準備金等の
支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：上表の（Ａ））の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたのが、「ソル
ベンシー・マージン比率」（上表の（Ｃ））です。

・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。
① 保険引受上の危険：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く。）
（一般保険リスク）

② 予定利率上の危険：積立型保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険
（予定利率リスク）

③ 資産運用上の危険：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等
（資産運用リスク）

④ 経営管理上の危険：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの
（経営管理リスク）

⑤ 巨大災害に係る危険：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災等）により発生し得る危険
（巨大災害リスク）

・「損害保険会社が有している資本・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の資本、諸準備金（価格変
動準備金・異常危険準備金等）、有価証券・土地の含み益の一部等の総額であります。

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつですが、その数値が２００%以上
であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

（A）ソルベンシー・マージン総額

（B）リスクの合計額
R12＋（R2＋R3）2 ＋R4＋R5

（C）ソルベンシー・マージン比率
［（A）／｛（B）×1／2｝］×100

資本の部合計
（社外流出予定額、繰延資産及びその他有価証券評価差額金を除く）

価格変動準備金
異常危険準備金
一般貸倒引当金
その他有価証券の評価差額（税効果控除前）
土地の含み損益
負債性資本調達手段等
控除項目
その他

一般保険リスク（R1）
予定利率リスク（R2）
資産運用リスク（R3）
経営管理リスク（R4）
巨大災害リスク（R5）

平成15年度
（平成１６年３月３１日現在）

平成16年度
（平成１７年３月３１日現在）

34,456

30,587

6

3,027

－

835

－

－

－

－

907

0

401

40

737

1,770

3,891.6

32,605

29,231

6

2,914

－

707

－

－

255

－

965

0

400

41

698

1,785

3,651.5

（単位：百万円、％）
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1 保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）4

ソルベンシー・マージン比率

（注）上記の金額および数値は、保険業法施行規則第８６条および第８７条ならびに平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出して
おります。

〈ソルベンシー・マージン比率〉
・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の
発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持して
おく必要があります。

・こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（上表の（Ｂ））に対する「損害保険会社が保有している資本・準備金等の
支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：上表の（Ａ））の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたのが、「ソル
ベンシー・マージン比率」（上表の（Ｃ））です。

・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。
① 保険引受上の危険：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く。）
（一般保険リスク）
② 予定利率上の危険：積立型保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険
（予定利率リスク）
③ 資産運用上の危険：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等
（資産運用リスク）
④ 経営管理上の危険：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの
（経営管理リスク）
⑤ 巨大災害に係る危険：通常の予測を超える巨大災害（関東大震災等）により発生し得る危険
（巨大災害リスク）

・「損害保険会社が有している資本・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の資本、諸準備金（価格変
動準備金・異常危険準備金等）、有価証券・土地の含み益の一部等の総額であります。

・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひとつですが、その数値が２００%以上
であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。

（A）ソルベンシー・マージン総額

（B）リスクの合計額
R12＋（R2＋R3）2 ＋R4＋R5

（C）ソルベンシー・マージン比率
［（A）／｛（B）×1／2｝］×100

資本の部合計
（社外流出予定額、繰延資産及びその他有価証券評価差額金を除く）

価格変動準備金
異常危険準備金
一般貸倒引当金
その他有価証券の評価差額（税効果控除前）
土地の含み損益
負債性資本調達手段等
控除項目
その他

一般保険リスク（R1）
予定利率リスク（R2）
資産運用リスク（R3）
経営管理リスク（R4）
巨大災害リスク（R5）

平成15年度
（平成１６年３月３１日現在）

平成16年度
（平成１７年３月３１日現在）

38,409

36,470

8

1,091

－

872

△33

－

－

－

1,017

4

571

53

1,092

2,315

3,317.4

38,634

35,674

34

2,350

－

550

24

－

－

－

1,269

4

607

89

1,085

2,583

2,990.4

（単位：百万円、％）
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（単位：百万円）
４　当会計年度中に売却したその他有価証券

種　類

年　度

その他有価証券

平成１５年度
（自　平成１５年４月１日　至　平成１６年３月３１日）

平成１６年度
（自　平成１６年４月１日　至　平成１７年３月３１日）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

308 11 － 111 0 165

1. 有価証券に係る時価情報

1 時価情報等5

３　その他有価証券で時価のあるもの
（１）貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの （単位：百万円）

種　類

年　度

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他

合 計

平成１５年度（平成１６年３月３１日現在） 平成１６年度（平成１７年３月３１日現在）

取得原価 貸借対照表計上額 差　額 取得原価 貸借対照表計上額 差　額

32,480

919

－

－

10

31,680

－

－

800

33,410

32,600

－

－

810

929

種　類

年　度

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他

合 計

平成１５年度（平成１６年３月３１日現在） 平成１６年度（平成１７年３月３１日現在）

取得原価 貸借対照表計上額 差　額 取得原価 貸借対照表計上額 差　額

501

501

－

－

－

500

500

－

－

－

△1

－

－

－

△1

28,291

803

－

－

13

27,491

－

－

800

29,108

28,295

－

－

813

817

4,160

4,160

－

－

－

4,128

4,128

－

－

－

△31

－

－

－

△31

（単位：百万円）

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当事項ありません。

１　売買目的有価証券
該当事項ありません。

（２）貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

旧安田ライフ損害保険
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（単位：百万円）
４　当会計年度中に売却したその他有価証券

種　類

年　度

その他有価証券

平成１５年度
（自　平成１５年４月１日　至　平成１６年３月３１日）

平成１６年度
（自　平成１６年４月１日　至　平成１７年３月３１日）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

12,010 3,355 70 4,709 1 86

1. 有価証券に係る時価情報

1 時価情報等5

３　その他有価証券で時価のあるもの
（１）貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの （単位：百万円）

種　類

年　度

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他

合 計

平成１５年度（平成１６年３月３１日現在） 平成１６年度（平成１７年３月３１日現在）

取得原価 貸借対照表計上額 差　額 取得原価 貸借対照表計上額 差　額

41,674

963

－

6

－

41,574

－

99

－

42,644

42,538

－

106

－

969

種　類

年　度

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他

合 計

平成１５年度（平成１６年３月３１日現在） 平成１６年度（平成１７年３月３１日現在）

取得原価 貸借対照表計上額 差　額 取得原価 貸借対照表計上額 差　額

703

703

－

－

－

703

703

－

－

－

△0

－

－

－

△0

33,773

815

－

6

－

33,673

－

99

－

34,595

34,488

－

106

－

821

13,821

13,821

－

－

－

13,611

13,611

－

－

－

△209

－

－

－

△209

（単位：百万円）

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当事項ありません。

１　売買目的有価証券
該当事項ありません。

（２）貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

旧 明治損害保険
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当社では、保険業法第１１１条第１項の規定により公衆の縦覧に供する書類のうち、計算書類等について、

「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」の規定に基づき、あずさ監査法人の会計監査を受け

ており、適法である旨の証明を受けております。

1 その他6

3. デリバティブ取引情報
以下のものを含めて、該当事項ありません。

金融先物取引等、保険業法に規定する金融等デリバティブ取引、先物外国為替取引、証券取引法に規定す

る有価証券店頭デリバティブ取引・有価証券指数等先物取引・有価証券オプション取引又は外国市場証券先

物取引、証券取引法に規定する有価証券先物取引・外国有価証券市場における有価証券先物取引と類似の取

引（国債証券等及び証券取引法第２条第１項第９号に掲げる有価証券のうち同項第１号の性質を有するもの

に係るものに限る。）

６　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

2. 金銭の信託に係る時価情報
該当事項ありません。

５　時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額
（１）満期保有目的の債券

該当事項ありません。

種　類

年　度

国 債
地 方 債
社 債
外 国 証 券
そ の 他

合 計

平成１５年度（平成１６年３月３１日現在） 平成１６年度（平成１７年３月３１日現在）

１年以内 １ 年 超
５年以内

５ 年 超
１０年以内 １０年超 １年以内 １ 年 超

５年以内
５ 年 超
１０年以内 １０年超

5,963

5,557

－

103

－

303

17,332

8,876

3,824

4,124

－

506

10,501

8,299

2,202

－

－

－

125

－

－

125

－

－

3,020

－

2,113

907

－

－

14,438

7,045

2,489

4,089

－

813

15,670

11,920

3,536

212

－

－

125

－

－

125

－

－

（単位：百万円）

（２）その他有価証券

種　類
年　度

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他

平成１５年度
（平成１６年３月３１日現在）

平成１６年度
（平成１７年３月３１日現在）

16

255

－

0

12

－

－

0

（単位：百万円）

旧安田ライフ損害保険
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当社では、保険業法第１１１条第１項の規定により公衆の縦覧に供する書類のうち、計算書類等について、

「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」の規定に基づく監査に準じて、あずさ監査法人の会

計監査を受けており、適法である旨の証明を受けております。

1 その他6

3. デリバティブ取引情報
以下のものを含めて、該当事項ありません。

金融先物取引等、保険業法に規定する金融等デリバティブ取引、先物外国為替取引、証券取引法に規定す

る有価証券店頭デリバティブ取引・有価証券指数等先物取引・有価証券オプション取引又は外国市場証券先

物取引、証券取引法に規定する有価証券先物取引・外国有価証券市場における有価証券先物取引と類似の取

引（国債証券等及び証券取引法第２条第１項第９号に掲げる有価証券のうち同項第１号の性質を有するもの

に係るものに限る。）

６　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

2. 金銭の信託に係る時価情報
該当事項ありません。

５　時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額
（１）満期保有目的の債券

該当事項ありません。

種　類

年　度

国 債
地 方 債
社 債
外 国 証 券
そ の 他

合 計

平成１５年度（平成１６年３月３１日現在） 平成１６年度（平成１７年３月３１日現在）

１年以内 １ 年 超
５年以内

５ 年 超
１０年以内 １０年超 １年以内 １ 年 超

５年以内
５ 年 超
１０年以内 １０年超

4,173

1,669

391

2,112

－

－

22,628

14,682

3,502

4,337

106

－

16,566

15,727

1

838

－

－

－

－

－

－

－

－

2,665

1,008

24

1,633

－

－

21,326

12,751

3,628

4,946

－

－

24,241

22,542

327

1,264

106

－

－

－

－

－

－

－

（単位：百万円）

（２）その他有価証券

種　類
年　度

公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他

平成１５年度
（平成１６年３月３１日現在）

平成１６年度
（平成１７年３月３１日現在）

26

－

－

－

20

－

－

－

（単位：百万円）

旧 明治損害保険
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旧安田ライフ損害保険

（平成１７年３月３１日現在）

役　名

代表取締役
社 長

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

（監査役）

氏　名

内 山 昭 三

岡 部 達 夫

清 水 　 勝

岡 本 　 武

長 谷 哲 夫

小 島 好 孝

中 村 　 俊

鈴 木 行 二

安 田 　 融

岡 田 　 晋

担当または主な役職

（コンプライアンス・リスク管理統括室、検査室、企画総務部担当）

営業本部長 兼 営業業務部長 兼 本社営業部長 兼 中部支社長
兼 東北統轄部長 兼 関越統轄部長 兼 静岡統轄部長 兼 北陸統轄部長
（営業本部、営業業務部、法人営業部、本社営業部担当）

商品業務部長（商品業務部、損害サービス部、事務サービス部担当）

法人営業部長

営業本部副本部長

企画総務部長

（常勤）

明治安田ビルマネジメント株式会社　代表取締役会長

明治安田生命保険相互会社　検査部長

平成１６年６月２８日に退任

（参考）役員の状況

（注）監査役のうち、鈴木行二および安田 融は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査役
であります。
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旧 明治損害保険

（平成１７年３月３１日現在）

役　名

代表取締役
社 長

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

常任監査役

監 査 役

監 査 役

（取締役）

（取締役）

（監査役）

氏　名

衣 川 元 知

篠 原 新 衛

瀧 　 邦 明

長 田 守 正

重 松 敏 夫

松 浦 史 郎

網 倉 　 勲

松 浦 　 徹

伊 藤 哲 士

足 達 誠 輔

真 崎 紘 一

担当または主な役職

人事総務部、収益管理部、検査部担当

代理店部、商品業務部、リスクソリューション部、
企画部（システム統合関連事項を含む）担当

お客さまサービス部、自動車保険センター担当

収益管理部長 兼 保険計理人

商品業務部長

（常勤）

明治安田事務サービス株式会社　代表取締役社長

明治安田システム・テクノロジー株式会社　代表取締役社長

平成１６年６月２３日に辞任

平成１６年６月２８日に辞任

平成１６年６月２８日に退任

（参考）役員の状況

（注）監査役のうち、網倉 勲および松浦 徹は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査役
であります。
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Ⅵ 損 害 保 険 用 語 の 解 説

【か行】

価格変動準備金
保険会社が保有する株式等の価格変動による損失に備えることを目的とした準備金です。資産の一定割
合を積み立て、株式等の売買等による損失の額が株式等の売買等による利益の額を超える場合は、その
差額を取り崩します。

過失相殺
損害額から被害者側の過失に相当する額を差し引くことをいいます。
自動車事故は一方だけの不注意でなく、双方の不注意が重なって起きることが多いため、被害者にも過
失がある場合、公平性の観点からその加害者の過失部分を減額することをいいます。

契約者配当金
積立保険の満期時（または積立期間満了時）に、積立保険料の運用利回りが予定利回りを超えた場合、
満期返戻金（または積立期間満了時返戻金）と同時に保険契約者に支払われる配当金のことをいいます。

契約の解除
保険契約者または保険会社の意思表示によって、契約がはじめからなかったと同様の状態に戻すことを
いいます。ただし、多くの保険約款では、告知義務違反などの場合の解除は契約の当初まで遡らず、将
来に向かってのみ効力を生じるように規定しています。

契約の失効
広い意味では保険契約の終了を意味し、狭い意味では当事者の意思によらないで保険契約が効力を失う
ことを意味しています。保険会社が負担する保険事故以外の事由によって、保険の目的が消滅した場合
は、その保険契約は将来に向かって失効します。

告知義務
保険契約締結の際、保険契約者・被保険者が重要な事項（申込書の記載事項）について正しく保険会社
に告げる義務のことをいいます。
告知内容に違反した場合には、契約を解除されたり、事故があっても保険金が支払われないこともあり
ます。

【さ行】

再調達価額
保険契約の対象であるものと同じものを再取得または再購入するために必要な額をいいます。

→　時 価

再保険（再保）
保険会社が引き受けた保険契約の一部または全部を、他の保険会社に引き受けてもらうことをいいます。
例えば、石油コンビナート等の巨額保険契約は、一保険会社では一度大事故が起これば数百億円の保険
金を支払わなければならず、保険会社の経営を危うくします。そこで、保険会社はこのような危険に対
して一定額以上の支払いを他の保険会社に転嫁し危険の大きさを分散し、１件あたりの支払額を平均化
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します。これによって保険会社の経営の安定に資することが、再保険の目的です。
再保険に出すことを出再、逆に再保険を受けることを受再といいます。

再保険料
保険会社が自ら引き受けた契約を、他の保険会社に付保するときに支払う保険料のことをいいます。

時価（額）
再調達価額から経過年数や使用消耗による減価を差し引いた額のことです。

→　保険価額

事業費
保険会社の事実上の経費で、損害保険会計では「損害調査費」、「営業費及び一般管理費」、「諸手数料及
び集金費」等を総称していいます。

質権設定
債権者が債務者の担保物を占有し、その物につき他の債権者に先だって自分の債権の弁済をうける権利
を質権といいます。
保険会社では、銀行等（債権者）が融資した保険契約者・被保険者（債務者）からの担保物として、建
物に付保されている火災保険の保険金請求権に、質権を設定するための承認をしています。これを質権
設定といいます。

支払備金
決算日までに発生した保険事故で、保険金が未払いのものについて、保険金支払いのために積み立てる
準備金のことをいいます。責任準備金とともに保険契約準備金を構成しています。

→　保険契約準備金

正味収入保険料
保険契約者から受け取った保険料（元受保険料）から再保険料を加減（出再保険料を控除し、受再保険
料を加える）し、さらに積立保険の積立部分の保険料を控除した保険料をいいます。

責任準備金
将来おこりうる保険契約上の債務に対して保険会社が積み立てる準備金のことをいい、以下のものがあ
ります。
①普通責任準備金（通常は決算後に、残された保険期間に備えて積み立てる未経過保険料）
②異常危険準備金
③払戻積立金、契約者配当準備金（積立保険において、満期返戻金、契約者配当金として返戻すべき保
険料中の払戻部分、およびその運用益を積み立てるもの）
④その他の責任準備金（原子力、自賠責、地震保険に関するもの）

→　保険契約準備金
→　支払備金

全損
火災保険の目的が全焼となった場合や、自動車の車両保険において車が事故等で修理不能になった場合、
あるいは修理費が保険価額を上回る場合をいいます。
保険者（保険会社）は、保険価額と保険金額のどちらか低い方を支払い、免責金額は差し引きません。
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損害てん補
保険契約者に対して、損害発生時に保険会社がその損害を負担することをいいます。比例てん補方式と
実損てん補方式があります。比例てん補は保険価額に対する保険金額の割合をもって損害をてん補する
のに対し、実損てん補は保険金額が保険価額の一定割合以上のときは保険金額を限度として実損害額を
てん補することをいいます。

損害保険料控除制度
火災保険、傷害保険等に加入している場合の保険料が、一定額を限度として、所得税法上および地方税
法上の課税所得から控除される制度をいいます。

損害保険料率算出機構
「損害保険料率算出団体に関する法律」にもとづき設立された「自動車保険料率算定会」と「損害保険
料率算定会」が統合して平成１４年に発足した特殊法人で、自動車保険・自動車損害賠償責任保険、火
災保険・傷害保険に関する保険料率の算出および金融庁長官に対する保険料率の届出ならびに自動車損
害賠償責任保険の損害調査業務を主要な業務としています。

損害率（loss ratio : Ｌ/Ｒ）
収入保険料に対する支払った保険金の割合をいいます。保険会社の経営分析や保険料率の算出に用いら
れる比率です。この比率の算出には次の3種類の方法があります。
①リトン・ベーシス（written paid,Ｗ/Ｐ)：事業年度内の保険料に対して、その年度内に支払った
保険金の割合によって算出する方法
②アーンド・ベーシス（earned incurred,Ｅ/Ｉ)：ある期間中の既経過保険料に対して、その期間
中に発生した損害額の割合によって算出する方法
③ポリシー・イヤー・ベーシス（policy year）：ある年度に引き受けた保険契約の保険料合計に対して、
その契約について発生した損害額の割合によって算出する方法

【た行】

大数の法則
ある独立的に起こる事象について、それが大量に観察されればされるほど、ある事象の発生する確率が
一定値に近づくことを大数の法則といいます。保険料算出の基礎数値の一つである保険事故の発生率は、
大数の法則に立脚した統計的確率にほかなりません。

超過保険・一部保険
保険金額を保険価額よりも超過して定めた契約を超過保険といいます。
これを認めると保険事故が発生した場合、被保険者が実際の損害額以上に支払いを受けることとなり、
不当の利益を目的とした逆選択になりかねません。被保険者によるモラルリスクの発生を防止する意味
からも、保険価額を超過する保険金額部分については、保険契約を無効としています。
火災の居住建物および収容家財の契約については、超過部分に対する保険料は返還します。
これに対して、一部保険は保険金額を保険価額よりも低く定めた契約をいいます。この場合、保険金は、
損害額に保険金額の保険価額に対する割合を乗じた額のみが支払われます。このため、損害額の一部は
被保険者負担となります。

→　比例てん補
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重複保険
同一の被保険利益について、保険期間の全部または一部を共通とする複数の保険契約が存在する場合を
広義の重複保険といい、また、複数の保険契約の保険金額の合計額が保険価額を超過する場合を狭義の
重複保険といいます。

通知義務
契約締結後、申込書（証券）の記載事項に変更が生じた場合、保険会社に対して、変更した事実を書面等
で申し出をし、その承認を受けなければなりません。保険契約者・被保険者の義務の１つとなっています。

積立勘定
積立保険（貯蓄型保険）において、その積立資産を他の資産と区分して運用する仕組みのことをいいます。

積立保険
火災保険などの補償機能に加え、満期時には満期返戻金を支払うという貯蓄機能もあわせ持った長期の
保険で、補償内容や貯蓄機能の多様化により、各種の積立商品があります。

【は行】

被保険者
被保険利益を持つ者を被保険者といい、一般的には保険金を受取る権利を持つ人をいいます。
普通は保険契約者と同じになりますが、保険契約者と異なる場合（他人のためにする契約）もあります。

→　被保険利益

被保険利益
保険の目的に起こり得る損害に対して、被保険者の持っている何らかの経済上の利害関係を被保険利益
といいます。火災保険においては、原則として被保険利益は所有者としての利益と一致します。

比例てん補
損害が発生したとき、保険金額が保険価額を下回っている場合は一部保険となり、その不足する割合に
応じて保険金を削減してお支払いすることをいいます。

分損
部分的損害のことをいいます。全損（経済的全損を含む）以外の損害をいいます。

法律によって加入が義務づけられている保険
「自動車損害賠償保障法」にもとづく自賠責保険（自動車損害賠償責任保険）などがあります。

保険価額
被保険利益の価額、すなわち被保険利益を金銭に評価した額をいいます。
一般的に火災保険では、保険の目的の時価額、自動車保険では被保険自動車の時価額をいいます。

保険期間
保険会社の担保責任が発生してから終了するまでの期間をいいます。保険期間は通常1年であり、一般
的には証券に記載された初日の午後４時に始まり、末日（満期日）の午後４時に終わります。旅行傷害
保険など午前０時に始まり午後１２時に終わるものもあります。
貨物保険では、航海中が保険期間となります。
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保険金
保険事故により損害が生じた時に、そのてん補として支払われる金銭のことをいいます。てん補金とも
いいます。原則として被保険者に対して支払われます。

保険金額
保険会社が損害のてん補として給付すべき金額の最高限度として保険契約者との間に約定されている金
額をいい、付保額ともいいます。

保険契約者
保険の申込人のことで、保険者（保険会社）を相手として、保険契約を締結する者で、保険者に対して
保険料を支払う義務を負う人をいいます。

保険契約準備金
保険会社の保険契約にもとづく責任を担保するため、保険業法および同施行規則は、保険会社に特有な
準備金を定めています。
これには、支払備金および責任準備金があります。

→　支払備金
→　責任準備金

保険事故
保険会社が、保険金支払いの責任を負うに至るべき原因となる事実（事故）をいいます。保険事故は発
生が不確定（偶然）なものでなければなりません。

保険の目的
保険の対象物件のことをいいます。保険の目的は通常、動産、不動産ですが、債権保全火災保険の場合
は債権が目的となります。

保険引受利益
保険引受による利益のことをいいます。具体的には、保険引受に係る収益から保険引受に係る費用を差
引いたものです。

保険約款
保険契約の基本的な内容を明文化したもので、いわば保険の商品内容です。
約款には普通保険約款、特別約款・特約条項があり、普通保険約款は、それぞれの種目に標準的に適用
される契約条項です。特別約款・特約条項は、普通保険約款の規定を一部変更・削除または追加する場
合に用いられる契約条項です。

保険料
いわゆる掛金のことをいいます。
偶然に起こる事故や事件の損失について補償を得るために、保険契約者から保険会社へ支払われる対価
のことをいいます。

保険料即収の原則
保険契約時に保険料を全額領収しなければならないという原則をいいます。なお、保険料分割払契約な
ど特に約定がある場合には、この原則は適用されません。
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【ま行】

マリン（marine）・ノンマリン（non-marine）
マリンとは、海上保険のことをいいます。具体的には、船舶保険と貨物海上保険であり、貨物海上保険
は外航（海外貿易の貨物を扱うもの）と内航（国内の海上輸送の貨物を扱うもの）とに分かれます。こ
の他運送保険があり、これは陸上の運送貨物を扱うので海上危険を担保する保険ではありませんが、引
き受け形態が貨物海上保険に類似しているため、わが国ではマリン部門で扱っています。
なお、マリン保険（船舶保険、貨物海上保険、運送保険）を除いた火災・自動車・新種保険などを全部
まとめてノンマリン保険といいます。ノンマリン保険とは、英語のnon-marineで、「非海上」という
意味です。

満期返戻金
長期総合保険や積立生活総合保険等の積立保険で保険期間が満了し、保険契約者が保険料全額の払込み
を完了した時に支払われるよう、予め約定された金額をいいます。

→　契約者配当金

免責
保険者（保険会社）が負担すべき責任を免除される事由として、法律や約款に定められたものをいいま
す。例えば、保険契約者の故意または重大な過失、戦争、内乱等による損害、地震、噴火による損害等
が該当します。

→　免責条項

免責期間
保険者（保険会社）が負担すべき責任を免除される期間のことです。その期間内の事故は、保険金の支
払い対象にはなりません。

免責金額
自己負担額のことをいいます。一定金額以下の小損害について、保険契約者または被保険者が自己負担
するものとして設定する金額のことで、免責金額を超える損害については、免責金額を控除した金額を
支払う方式と、損害額の全額を支払う方式とがあります。

免責条項
保険約款の条文に、「保険金を支払わない場合」や「てん補しない損害」などの表現で記載されている
ものです。保険会社が免責される危険や事由について定めた条項のことをいいます。

元受保険　
再保険に対応する用語で、ある保険契約についての再保険契約に対して、そのある保険契約を元受保険
といいます。また、保険会社が個々の保険契約者と契約する保険のすべてをさす場合があります。
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